
～子どもたちの希望と未来のために～～子どもたちの希望と未来のために～

三重県教育ビジョン
～子どもたちの希望と未来のために～～子どもたちの希望と未来のために～

三重県教育ビジョン



県民の皆さんへ

　「教育とは世界を変えるために用いることができる最も強力な武器である。」
南アフリカでアパルトヘイト（人種隔離政策）と戦った人権の闘士、ネルソン・
マンデラ元大統領の至言です。

　教育は子どもたち一人ひとりの可能性を「開花」させ、来るべき時代を「生き
抜いていく力」を育み、人生を豊かに輝かせる営みです。また、教育は一人ひと
りの個性・能力が社会参画というかたちで咲き誇ることをとおして、社会に発展
という「実り」をもたらす創造的な活動です。
　このような営みの積み重ねを通じて社会を変革し、世界を変える力を教育は
持っています。子どもたちの教育に携わる私たちの使命と責任は、誠に重いと言
わざるを得ません。

　三重県は、教育・人づくりを最も重要な政策分野として取り組んでいます。平
成 27（2015）年度から、私と教育委員会で構成する「総合教育会議」において、
本県の教育を取り巻く諸課題について協議を進め、このたび、三重の教育の基本
的な方針や教育施策を示した「三重県教育政策大綱」を策定しました。
　「三重県教育ビジョン」は、この大綱をふまえたうえで、今後４年間の具体的
な教育施策の取組内容や数値目標を定めた計画であり、三重県の教育の指針とな
るものです。

　本ビジョンの副題に掲げている“子どもたちの希望と未来のために”取り組む
教育は、そのまま三重県の希望と未来へ通じる道です。教育関係者のみならず全
ての県民が、「毎日が未来への分岐点」という思いで、それぞれの役割を果たし、
子どもたちの希望と未来のために取り組んでいこうではありませんか。

三重県知事　鈴木英敬
平成 28 年３月



子どもたちの希望と輝く未来の実現に
向けて

　変化の激しい社会において、教育そのもの、また教育を取り巻く課題は多岐に
わたっています。いじめや暴力といった問題に加え、不登校、教育格差と貧困の
連鎖、少子化が進む中での学校教育のあり方など、複雑に絡み合いながら課題が
深刻化しています。
　国においては、教育課題に対応するための改革が矢継ぎ早になされており、平
成 27（2015）年度には約 60 年ぶりと言われる教育委員会制度の大きな改革が
行われたところです。

　このように教育を取り巻く環境が変化するなか、10 年先を見据えた三重の教
育のめざす姿とその実現に向けた取組内容および目標を示す中期計画として、「三
重県教育ビジョン」を策定しました。
　このビジョンでは、基本理念として「三重の教育宣言」を掲げ、その中で“子
どもたちは、一人ひとりがかけがえのない大切な存在であり、誰もが無限の可能
性を持っています”と示しています。
　「教育は子どもたちの心に灯

ひ
をともすこと」であると言われます。教職員をは

じめ周囲の大人が、子どもたちを信じ、寄り添い、情熱をもって心を通わせる中で、
希望の灯をともし、やる気にスイッチを入れることが大切です。
　このビジョンは、“子どもたちの希望と未来のために”という、県民・保護者・
教育関係者等の熱い思いを込めて作り上げた計画です。ビジョンの実現に向けて、
全ての県民の皆様と共に汗を流し、全力で取り組んでまいります。そして、子ど
もたちが学校・家庭・地域でいきいきと学ぶことのできる三重の教育にすること
を肝に銘じ行動してまいります。

　このビジョンの策定にあたり、２年間にわたり審議いただきました三重県教育
改革推進会議の委員の皆様、貴重なご意見をいただいた県民および教育関係者の
皆様に厚く感謝申し上げます。

　子どもたちは我々大人を見ています。
　ビジョンの策定はチャート（海図）であり、目的地（子どもたちの希望と輝く
未来の実現）に向かって、今からがスタートです。

三重県教育委員会教育長　山口千代己
平成 28 年３月
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　今、教育を取り巻く社会情勢は大きく変化しています。人口減少社会、少子高齢社会がますま
す進行し、子どもたちの数が今後も減少していく見込みです。また、グローバル化や情報化の進展、
産業構造や雇用環境の変化等が子どもたちの生活に大きな影響を与えており、見過ごすことがで
きなくなっています。加えて、教育格差と貧困の連鎖、子どもたちの安全確保への対応等の課題
もクローズアップされています。
　このように教育を取り巻く社会情勢が変化していることから、これまで培ってきた三重の教育
を大切にしながら（不易）、新たな課題に対して果敢に取り組んでいくこと（流行）が求められ
ています。
　三重県では、中長期的な視点から本県教育のめざすべき姿とその実現に向けた施策の方向性を
示す指針である「三重県教育ビジョン」（計画期間：平成23(2011) 年度から平成27(2015) 年度）
に基づき、教育に係る施策を展開してきたところです。これまでの三重の教育を継続して一層推
進するとともに、新たな課題に対応するための指針として、新しい教育ビジョンを策定し、取り
組んでいきます。

　このビジョンは、三重の教育のめざす姿とその実現に向けた取組内容および目標を示す中期計
画です。また、このビジョンは、三重の教育の基本的な方針や教育施策について示した「三重県
教育施策大綱」をふまえた計画であるとともに、教育基本法第17条第２項に基づいて策定する
三重県の「教育の振興のための施策に関する基本的な計画」として位置づけます。
　計画の対象範囲は、学校教育を中心とした施策（公立学校教育、学校スポーツ、社会教育等）
に関することとし、保護者、地域住民、市町、民間事業者、ＮＰＯ、団体等、多様な主体と連携
して推進する分野（例：家庭・地域の教育力向上）も含めます。
　また、保護者、地域住民、市町等に対しては、このビジョンが示す理念の共有と教育活動への
積極的な参画・連携を期待しています。

　10年先を見据えた４年間（平成28(2016) 年度から平成31(2019) 年度まで）とします。

はじめに

策定の趣旨1

計画の位置づけと対象範囲2

計画の期間 ３
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　第１章の「総論」では、教育を取り巻く社会情勢の変化を整理するとともに、「三重県教育施
策大綱」の基本方針をふまえたこのビジョンの基本理念として「三重の教育宣言」を掲げています。
　第２章および第３章では、主な取組内容や数値目標等を「基本施策」および「施策」として体
系化して示しています。
　第４章では、「施策」の中でも、計画期間中に特に注力する取組を「重点取組」として掲げて
います。
　第５章では、このビジョンを着実に推進するための進行管理等の方法について示しています。

計画の構成4

三重県教育ビジョンの主な構成

三重の
教育宣言

「三重の教育宣言」を実現するため、
７つの基本施策（30施策）と８つの重点取組を展開

基
本
施
策

1 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成（６施策）
2 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成（５施策）
3 健やかに生きていくための身体の育成（３施策）
4 自立と社会参画をめざした特別支援教育の推進（２施策）
5 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり（６施策）
6 地域に開かれ信頼される学校づくり（５施策）
7 多様な主体による教育の推進と文化財の保護（３施策）

重
点
取
組

1 学力の向上
2 体力の向上と学校スポーツの推進
3 心の教育の推進
4 グローカル人材の育成

5 特別支援教育の推進
6 誰もが安心できる学び場づくり
7 地域に開かれ輝く学校づくり
8 教職員の資質向上

特に注力する取組
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　教育を取り巻く社会情勢は大きく変化しています。教育施策を展開するにあたって、見逃しては
ならない社会の変化を以下に概観します 1。

○�　我が国の人口は減少局面に入っており、国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、平
成 42（2030）年には、平成 22（2010）年人口より約 1,144 万人少ない１億 1,662 万人
程度になると推計されています。

●�　三重県の人口は、平成19（2007）年の 187万３千人をピークに減少に転じており、平成
42年には、平成22年より約20万人少ない165万人程度にまで減少すると推計されています。
少子化等による自然減と進学・就職等による社会減が相まって、県内には、今後、人口減少が
著しく進む地域があります。少子化対策と併せ、学ぶ場の確保等、人口流出対策が求められて
います。

人口の推移および将来予測（三重県）

出典：総務省「平成22年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口［中位推計］」

1 ○は全国の動向、●は三重県の動向を示す。

第１章　総論

教育を取り巻く社会情勢の変化1

（１）人口減少社会、少子高齢社会の進行
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出典：三重県教育委員会調べ　※平成28年度以降は見込み数

○�　経済、産業、文化等、多様な面でグローバル化が進展しており、教育においても、子どもた
ちに対して、語学力やコミュニケーション能力の育成、異文化に対する理解等を深めることが
求められています。国においては、グローバルな視野を持った人材を育成するため、留学の促
進や小学校からの英語教育の拡充に取り組むこととしています。

●�　三重県では「グローバル三重教育プラン」に基づき、グローバル社会において求められる「主
体性」、「共育力」、「語学力」を子どもたちが身につけ高めていくための取組を進めています。
　�　県立高等学校において、英検準２級以上に相当する英語力を有すると思われる高校生の割合
は31.2％（平成 26（2014）年度）となっており、留学者数は減少傾向にあります。子ども
たちがグローバル社会で主体的に行動する人材となるよう、語学力に加えて、チャレンジ精神
やコミュニケーション能力、異文化理解の姿勢等を身につけることが求められています。

●�　三重県における在留外国人数は、約４万３千人（平成26年末）です。在留外国人が県人口
に占める割合は、約2.4％（全国３位）となっており、外国人との共生は欠かせないものとなっ
ています。また、公立小中学校、県立学校において日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍
率は全国１位（平成26年度）となっています。

（２）グローバル化の進展
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人口に占める在留外国人割合の高い都道府県

都道府県名 在留外国人数 人口に占める割合
１位 東京都 430,658人 3.2％
２位 愛知県 200,673人 2.7％
３位 三重県 42,897人 2.4％
４位 大阪府 204,347人 2.3％
５位 群馬県 43,978人 2.2％

出典：法務省「在留外国人統計」、総務省「人口推計」

○�　インターネットの人口普及率は 82.8％（平成 26年末）に達するなど、情報化はますます
進展しており、ＩＣＴ２は、私たちの生活と切り離せない技術となっています。教育現場にお
いても、電子黒板やタブレットパソコン等のＩＣＴ機器の導入が進みつつあります。

○�　小・中・高校生の約８割がスマートフォンや携帯電話、パソコン等を使ってインターネット
を利用しています（平成 27（2015）年度）。また、ＳＮＳ３と言われるコミュニケーション
手段が子どもたちに身近なものとなっています。
　�　一方で、子どもたちがインターネットを通じた犯罪やトラブルに巻き込まれる事案、インター
ネット上での誹謗中傷やいじめ等の事案が増加しており、情報モラルの向上が求められています。

●�　三重県における携帯電話やスマートフォンの所有率は、小学生で 39.9％、中学生で
60.9％、高校生で99.1％となっています。普及に伴い、携帯電話等を手放せない子どもたち
が増加することが懸念されており、一日３時間以上携帯電話等を利用する割合は、小学生で
7.8％、中学生で27.7％、高校生で49.5％となっています（平成26年度抽出調査）。
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2,200
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三重県内の公立小中学校および県立学校に在籍する
日本語指導が必要な外国人児童生徒数の年次推移

出典：三重県教育委員会調べ

2 ＩＣＴ：ＩＣＴは Information and Communication Technology の略。情報・通信に関連する技術一般の総称。
3 ＳＮＳ	：ソーシャル・ネットワーキング・サービスのことで、人と人とのつながりを促進・サポートするコミュニティ
型のサービスのこと。あるいは、そういったサービスを提供するサイトも含まれる。

（３）情報化の進展
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第１次産業 第 2次産業 第 3次産業

単位：％

全国

三重県

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

4.2 25.2 70.6

3.9 32.8 63.3

4.2 25.2 70.6

3.9 32.8 63.3

産業別就業者比率

出典：総務省「平成22年国勢調査」

（産業別就業者の状況）
○　我が国の産業構造は、第２次産業、第３次産業を中心とした産業構造となっており、就業者
比率は第２次産業と第３次産業で95.8％を占めています。今後、知識が社会の発展を牽引す
る知識基盤社会４への移行が進むと言われています。

●　三重県の産業別就業者は全国と同様、第３次産業の割合が最も高いものの、全国と比較する
と第２次産業に就業する者の比率が高くなっています。

4 知識基盤社会：平成 17（2005）年の中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」で示された言葉。「新しい
知識・情報・技術が政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す社会」
と定義されている。

（４）産業構造、雇用環境の変化

（雇用環境の状況）
○�　国籍を問わない採用、成果・能力重視の賃金制度の導入等、雇用環境が変化し、雇用形態の
多様化が進む中で、非正規就業者の割合は、労働者の37.4％（平成26年度）を占めるに至っ
ています。若年無業者への支援や早期離職につながる求人と求職のミスマッチの解消等が課題
となっており、学校教育におけるキャリア教育の充実、学校とハローワークの連携強化等が求
められています。

●�　三重県における新規学卒者の離職の状況（平成 24（2012）年３月卒業者）をみると、全
国と比べて離職率は低いものの、中学卒業者の約 48％、高等学校卒業者の約 37％、大学卒
業者の約32％が卒業後３年以内に離職しています。
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国語Ａ
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国語Ｂ

数学Ｂ

○�　我が国においては、家庭の経済状況や環境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が
生じているとの指摘があります。また、教育格差が原因となって、貧困の連鎖につながること
が危惧されています。

世帯収入と学力の関係（全国：小学６年生）

世帯収入と学力の関係（全国：中学３年生）

※�国語Ａ、算数Ａ、数学Ａは主として「知識」に関する問題、国語Ｂ、算数Ｂ、数学Ｂは主として「活用」
に関する問題

出典：�全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査研究
　　　（国立大学法人お茶の水女子大学）に基づき三重県教育委員会作成

（５）教育格差と貧困の連鎖
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○�　平成 23(2011) 年の東日本大震災で発生した想定を超える津波等により、それまでの学校
の防災教育・防災対策の根本的な見直しが必要となりました。防災教育や学校施設の耐震化等
の一層の取組が求められています。

●�　三重県における建物の耐震化率は、県立学校で100％、公立小中学校で99.2％、公立幼稚
園で 100％となっています。一方、外壁・天井材等の非構造部材の耐震化を早急に行う必要
があります。

○�　登下校中の子どもたちが巻き込まれる交通事故や事件が全国的に相次いでおり、学校や通学
路における子どもたちの安全確保が求められています。

●�　児童相談所に寄せられる子どもの虐待に関する相談対応件数は年々増加を続けています。関
係機関と連携し、児童虐待の未然防止や家庭への適切な支援に取り組むことが求められていま
す。

学校施設の耐震化等の状況（三重県）

校舎・屋内運動場等耐震化率 非構造部材耐震対策実施率
県立学校 100％ 17.6％

公立小中学校 99.2％ 36.9％

公立幼稚園 100％ 33.3％

平成27年 4月現在　出典：文部科学省「公立学校施設の耐震改修状況調査」

（６）子どもたちの安全確保への対応

●�　国では、中央教育審議会において、教育改革に係るさまざまな答申がなされており、我が国
の教育内容や制度が今後大きく変わっていくことから、三重県においても的確に対応していく
必要があります。
　�　公職選挙法が改正され、選挙権年齢が満18歳以上となったことから、子どもたちの主権者
としての自覚や社会に参画する力を育む教育に取り組む必要があります。

（教育改革の主な動向）
・小中一貫教育を実施することを目的とする義務教育学校の制度化
・道徳の時間を「特別の教科 道徳」として教科化
・�高大接続改革として、高等学校基礎学力テスト（仮称）、大学入学希望者学力評価テスト（仮
称）を導入予定
・中学３年生を対象とした英語の全国的な学力調査の実施
・�学習指導要領の改訂（英語教育の強化、課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習
（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）の充実等）

（７）国の教育改革等の動き
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　変化の激しい時代にあって、将来を見通すことは困難ですが、今の時代潮流をふまえると、特
に以下の点を見過ごすことなく教育施策を展開していく必要があります。

●�　少子化や人口減少が進み、三重県の子どもたちの数は、今後も減少する見込みです。人口減
少社会における学校のあり方について、検討する必要があります。

●�　グローバル化が進展していることから、異文化理解の精神や豊かな語学力、コミュニケーショ
ン能力等を持って、新しい時代に挑戦することのできる人材が求められています。

●�　新しい情報技術等の普及に伴い、情報および情報機器の適切な利用や情報モラルの確立が重
要な課題になります。

●�　知識基盤社会 5が進展し、産業構造変化が一層進む中、社会で求められる職種や能力が変化
していくものと思われます。一方で、求人と求職のミスマッチや非正規労働者の増加等、雇用
環境を取り巻く課題の拡大が危惧されます。

●�　家庭の経済状況や環境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が生じているとの指摘
があります。また、教育格差が原因となって、貧困の連鎖につながることが危惧されています。

●�　南海トラフを震源とする巨大地震等、大規模災害の発生が危惧される状況であることから、
子どもたちの安全確保の備えを万全にする必要があります。

●�　教育内容については、英語教育の強化や課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学
習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）の充実等を盛り込んだ新しい学習指導要領が、平
成32(2020) 年度から順次実施される予定であることから、的確に対応していく必要がありま
す。

●�　教育制度については、義務教育学校の制度化や、高等学校基礎学力テスト（仮称）、大学入
学希望者学力評価テスト（仮称）の導入を含む高大接続改革が予定されており、的確に対応し
ていく必要があります。

5 知識基盤社会：６ページ参照。

＜まとめ　～ 10 年先を見据えた教育環境の変化～＞

　

　

第
１
章
総 

論



10

総 

論

第
１
章

【参考】教育に係る未来年表（今後予定されている主な制度改革や行事）

平成28（2016）年度
・義務教育学校の制度化
・改正公職選挙法が施行され、選挙権年齢が満18歳以上に引き下げ
・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行
・伊勢志摩サミット、2016年ジュニア・サミットin三重の開催
・国際地学オリンピック日本大会が三重県で開催
・伊勢志摩国立公園指定70周年

平成29（2017）年度
・三重県立子ども心身発達医療センターの開設

平成30（2018）年度
・三重県を中心とした東海ブロックで、全国高等学校総合体育大会が開催
・小学校で、道徳の時間を「特別の教科 道徳」として教科化

平成31（2019）年度
・高等学校基礎学力テスト（仮称）の試行予定
・中学３年生を対象とした英語の全国的な学力調査の実施
・中学校で、道徳の時間を「特別の教科 道徳」として教科化
・斎宮歴史博物館開館30周年

平成32（2020）年度
・�小学校で、新しい学習指導要領を導入予定（内容：小学校中学年からの外国語活動の導入、
主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）の充実等）
・大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導入予定
・東海ブロックで、全国中学校体育大会が開催
・東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催

平成33（2021）年度
・中学校で、新しい学習指導要領を導入予定
・国民体育大会・全国障害者スポーツ大会が三重県で開催

平成34（2022）年度
・高等学校で、新しい学習指導要領を導入予定（平成34年度入学生から年次進行で実施）
・県立美術館開館40周年

平成36（2024）年度
・熊野古道世界遺産登録20周年
・三重県総合博物館（MieMu）開館10周年

平成37（2025）年度
・�県人口約171万人に減少。生産年齢人口は100万人を割り込み（ピーク対比約25万人減
少）、高齢化率は30％を超える。
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6 知識基盤社会：６ページ参照。
7 アクティブ・シチズン：三重県の長期構想である「みえ県民力ビジョン」で示された県政用語。社会における自
らの役割と責任を自覚し、積極的に社会に参画する、「自立し、行動する住民」のこと。

　「三重県教育ビジョン」では、三重の教育の基本的な方針や教育施策を定めた「三重県教育施
策大綱」をふまえた教育を展開していきます。「三重県教育施策大綱」の「三重の教育における
基本方針」では、子どもたちへの教育を含む、全ての教育・人づくりの方針を以下のように掲げ
ています。

三重県教育施策大綱
「三重の教育における基本方針」

（教育の意義）
●�　教育は、子どもたちをはじめとする「学ぶ人」のためのものです。それは、一人ひとりの
可能性を「開花」させ、「生き抜いていく力」を育み、人生を豊かに輝かせる営みです（個人
的意義）。

●�　特に、子どもたちは地域社会の「希望」そのものであり、教育は、子どもたち自身の希望
を創るという意味で、最も重要な政策分野だと言えます。

●�　また、教育は、それぞれの個性・能力が社会参画というかたちで咲き誇ることをとおして、
社会に発展という「実り」をもたらす創造的な活動です（社会的意義）。

●�　経済社会活動のあらゆる分野において、「人」が活力の源泉であることを考えれば、教育こ
そが「未来創造の『駆動力』」とならなければなりません。

（教育の重要性の一層の高まり）
●�　折しも、知識が社会の発展を牽引する「知識基盤社会」6が一層その進展の歩みを速めており、
今後は教育の質が地域の将来を左右する決定的要因となります。

●�　また、社会が本格的な人口減少局面を迎えつつある中、地域が持続可能な発展を遂げてい
くためには、一人ひとりの能力を最大限に高め、未来への希望を育むとともに、自らの希望
の実現に向けて主体的に社会や地域に関わる人の数（希望活動人口）を増やしていけるよう、
教育の充実を図らなければなりません。

（「新しい豊かさ」への挑戦と教育の役割）
●�　加えて、今、三重県政は、これからの時代を展望し、「経済的な豊かさ」と「精神的な豊か
さ」、そして、これまでは積極的に豊かさととらえられてこなかった「社会のシステムやつな
がりの豊かさ」の３つを全て高めることで、「新しい豊かさ」を享受できる三重の実現をめざ
しています。

●�　「新しい豊かさ」の実現のためには、一人ひとりが、自らの選択により、未来を切り拓くた
めに必要な能力を身につけ、自分らしさを発揮できる機会を見いだし、アクティブ・シチズ
ン 7として主体的に社会づくりに関わることが大切です。
　�　教育には、アクティブ・シチズンを育み支援する社会的基盤として、重要な役割が求めら
れています。

三重の教育における基本方針2
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8 第三の分水嶺：「みえ県民力ビジョン」で用いられている言葉。日本が今直面している時代の転換点を、明治維新、
第二次世界大戦の終戦に次ぐ「第三の分水嶺」と表現するもの。「分水嶺」は、異なる水系の境界線をさす地理用
語であり、ここではターニングポイントの意味で用いている。
9 協創：「みえ県民力ビジョン」で示された県政用語。県民の皆さんと行政それぞれが「公」を担う主体として自立し、
行動することで、「協働」による成果を生み出し、新しい価値を創造していくこと。

（教育に取り組む基本方針）
●�　「第三の分水嶺」8の先にある社会、新しい三重の姿を展望する時、一人ひとりの輝く未
来と希望に満ちた社会の創造に向けて、教育の果たすべき役割は多大です。

●�　そこで、人口減少等がもたらすさまざまな地域課題と向き合う中で、三重の持つ「多様性」
という強みを活かしながら、教育が「駆動力」となって、新しい時代へのブレイクスルーに
挑みます。

●�　そして、学校はもとより、家庭、地域住民、企業など、教育に携わる全ての者が、「毎日
が未来への分岐点」という共通認識のもと、明日の発展につながる教育活動を；
　　　①「生き抜いていく力」の育成
　　　②「教育安心県」の実現
　　　③「生涯現役・全員参画型社会」に向けた学習基盤の充実
　　　④　教育への県民力の結集　～「時をつなぐ協創」 9 の推進～
　　　⑤「三重ならでは」の教育の推進
　　　⑥　社会的課題をふまえた教育の充実
　を基本方針として、全力で進めていきます。

●�　将来予測が困難とされる来るべき時代においては、変化の風に凜として向き合い、確固た
る自分の軸を持ち、他者との絆を大切にしながら、豊かな未来を切り拓く力、即ち、「生き
抜いていく力」が求められます。

　�　そこで三重県は、直面する課題に自ら考え判断し、主体的に対応していく「自立」の力、
および他者との関わりの中で共に支え合い、新しい社会を創っていく「共生」の力を育む教
育を推進します。

●�　また、「何を学んだのか」だけではなく、「それをどう活かすのか」を重視し、学んだ知識を、
課題や困難を乗り越えるための知恵や実行力へと結実させること、新しい価値の創造へとつ
なげていくことができるよう、教育活動の改革・改善を図ります。

●�　特に子どもたちに関しては、一人ひとりの可能性を最大限に引き出すことができるよう、
課題となっている学力・体力の向上に向け、優先度を高くして取り組むとともに、規範意識、
郷土愛等の豊かな心を育む教育を一層推進します。併せて、「教育の原点」である家庭教育と、
人間形成の基礎を担う幼児教育の充実に向けた取組を拡充し、就学後の確かな学びにつなげ
ていきます。

(1)「生き抜いていく力」の育成
　�　三重で学ぶ人が、自らの無限の可能性を信じ、未来への希望を胸に来るべき時代
を生き抜き、夢と志を実現できるよう、「自立」「共生」する力を育む。
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●�　一方、厳しい生活環境の中で明日への夢や希望を抱くことが簡単にできない、あるいは、
まだ自信や意欲を持てず人間関係がうまく築けないなど、逆境や葛藤の中で懸命に生きてい
る子どもたちがいることをふまえ、一人ひとりが自らをかけがえのない存在として感じられ
るよう、自己肯定感の涵養を図ります。加えて、学ぶ意欲の向上、豊かな人間関係を形成す
る力の育成等を通じ、誰もが自分の可能性を信じ、人生を大切に歩んでいけるよう支援します。

●�　教育を受ける機会は、生まれ育った環境等によって決定されるのではなく、本人の能力・
意欲に応じ等しく与えられなければなりません。

　�　三重県は、家庭の経済的な事情等による学習機会や学力等の差が収入の格差につながり、
それが世代を越えて再生産されるといういわゆる「貧困の連鎖」によって、意欲ある者の将
来が閉ざされることのないよう、誰もがあらゆる制約を越えて必要な「学び」を自由に選択
できる環境を整えます。

●�　また、学校教育において、災害や交通事故、犯罪など、子どもたちをさまざまな危険から
守るとともに、いじめの根絶、不登校児童生徒への支援を図るなど、安全で安心な教育環境
を実現します。併せて、障がいの有無や国籍の如何にかかわらず、子どもたちが共に学べる
環境を整備し、一人ひとりの多様なニーズに寄り添う教育の推進を図ります。

●�　生産年齢人口が減少する中、地域社会の持続的な発展に向けて、あらゆる世代の全ての人
が能力を高め発揮する「生涯現役・全員参画型社会」の実現が求められています。

　�　そこで三重県は、経験豊かなアクティブ・シニアを含むあらゆる世代が、また、障がい者、
女性、外国人等を含む全ての人が、主体的に学習機会を選択し学ぶことのできる、生涯を通
じた学習基盤の充実を図るとともに、その成果を社会に活かすことができる環境づくりを進
めます。

●�　生涯を通じた学習基盤の充実に向けては、幼稚園・保育所から小学校、中学校、高等学校、
大学等、さらには社会人教育に至るまで、学びの各ステージにおける教育の質を高めるとと
もに、相互の連携を一層深め、時間軸を貫く学びの「縦の接続」が円滑に進むよう取り組ん
でいきます。

●�　人は誰しも、年齢や職業、考え方の異なる多様な人との魂の触れ合い、心の交流の中で、
社会性や豊かな感性を身につけ、成長していきます。学校のみならず、家庭、地域住民、企

(2)「教育安心県」の実現
　�　この三重県を、経済的・社会的な事情にかかわらず、誰もが必要な「学び」を自
由に選択できる「教育安心県」にする。

(3)「生涯現役・全員参画型社会」に向けた学習基盤の充実
　�　あらゆる世代の全ての人が能力を高め発揮する「生涯現役・全員参画型社会」の
実現に向け、学習基盤の充実を図る。

(4) 教育への県民力の結集　～「時をつなぐ協創」の推進～
　　三重の県民力を結集し、社会総がかりで教育に取り組む。
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業など社会の構成員全てが教育の当事者であり、可能性を芽吹かせ「開花」させる「土」の
役割を有すると言えます。

　�　そこで、学びに向かう者一人ひとりの輝く未来のために、三重の県民力を結集し「横の連
携・協働」を進め、社会総がかりで教育に取り組んでいきます。

●�　また、教育は未来創造の営みであり、一人ひとりの強みを伸ばし、弱みを克服する取組を、
時間をかけて積み重ねていくその先に、かけがえのない成果が生み出されるものです。そこ
で、「横の連携・協働」により結集した全ての者が、「縦の接続」を意識し、過去・未来と共
鳴し響きあう教育を進めることにより教育的な価値の創造につなげる、いわば「時をつなぐ
協創」を本県教育の根幹ととらえ、大切にしていきます。

●�　加えて、社会総がかりで教育に取り組むためには、そうした機運が脈々と息づく自立した
地域コミュニティの形成が不可欠であり、教育の営み自体がその形成・活性化の基盤となる
必要があります。

　�　そのキーワードは「絆」であり、さまざまな人びとのつながりや支え合い（社会関係資本）
を生み出す教育・学習活動を、学校や公民館等の役割を重視しつつ進めていきます。

●�　三重県は、美しい自然や豊富な人材、多彩な歴史・文化、高度な産業集積を有し、さまざ
まな資源や魅力にあふれる地域です。この自然・人材・伝統・文化・産業など、三重が持つ
「多様性」という強みを活かした「三重ならでは」の教育活動を推進することにより、「新し
い豊かさ」の実現に参画できる人を育みます。

●�　「三重ならでは」の教育の推進においては、地方創生の観点に立ち、将来世界で活躍する
者にも、郷土の未来を担う者にも、心の土壌としての郷土への思い、地域社会の発展に貢献
する意欲、異なる文化を理解する態度等を育んでいくことに意を用います。

●�　少子化・高齢化、グローバル化、環境・資源問題の深刻化、高度情報化、産業構造・雇用
環境の変化といった時代の変容がもたらすさまざまな社会的課題をふまえ、グローバル教
育、環境教育、情報教育、キャリア教育等を進めるとともに、その教育内容や手法の充実を
図ります。

●�　今後需要が見込まれる分野の専門家、人手が不足している分野の担い手、地域づくりの推
進者など、三重の活力の源泉となる産業人材・地域人材等の育成・確保（活力を生む人づくり）
に積極的に取り組むとともに、その人材が地域で活躍できる環境づくり（人を活かす地域づ
くり）を進めます。

(5)「三重ならでは」の教育の推進
　�　自然・人材・伝統・文化・産業など、三重が持つ多様な地域力を活かした「三重
ならでは」の教育を推進する。

(6) 社会的課題をふまえた教育の充実
　　�時代の変容がもたらすさまざまな社会的課題に的確に対応した教育の充実を図る。
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10 私たち：「三重の教育宣言」における「私たち」とは、学校・家庭・地域を含んだ県民全体を指している。教育ビジョ
ンでは、「三重の教育宣言」を「私たち」全員の宣言として位置づけることで、県民一人ひとりが、それぞれの役
割や立場に応じて、主体的に三重の教育に関わっていくとの決意を表している。

　「三重の教育における基本方針」をふまえ、私たち 10 は、三重の学校教育における方向性を、
以下のとおり「三重の教育宣言」として掲げ、「三重県教育ビジョン」の基本理念とします。

三重の教育宣言3

　　三重の教育宣言　　

■ 子どもたちは、一人ひとりがかけがえのない大切な存在であり、誰も
が無限の可能性を持っています。  
 
■ 将来、地域で輝き、世界で活躍する子どもたちの姿は、私たちの「希望」
であり「未来」です。
 
■ 教育には、子どもたちの可能性が芽吹く土壌をつくり、開花させ、 
実りある豊かな「未来」を創るという崇高な使命があります。
 
■ 私たちは子どもたちに、
　・生きる喜びを感じながら、志を持って夢を実現させていく力 
　・他者と支え合いながら、社会を創っていく力 
　　　　　　　　　　　　　　　   を身につけて欲しいと願っています。
 
■ 私たちは、子どもたちを信じ、「毎日が未来への分岐点」という思いの
もと、県民力を結集し、全力で三重の教育に取り組むことを、ここに宣
言します。                
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■　子どもたちという存在
　ここでは、私たちが子どもたちという存在を、どのようにとらえているかという思いを述
べています。
　全ての子どもたちは、生まれながらにして、その存在自体がかけがえのない大切なもので
あり、生まれ育った環境や障がいの有無、国籍の如何にかかわらず、無限の可能性を持って
います。
　私たちは、子どもたちの生き生きとした笑顔や、子どもたちが将来、自分らしく輝きなが
ら生まれ育った地域や世界で活躍する姿を思い浮かべると、「希望」に満ちた夢のある「未来」
を感じることができます。

■　教育の使命
　教育基本法では、教育の目的を「人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形
成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行わなければならない」
としています。
　ここでは、その実現に向けた教育の使命を植物に例えて述べています。
　教育にはまず、子どもたちの可能性という芽が出る土壌をつくる役割があります。私たち
が子どもたちを愛情と情熱で包み込みながら、未来への夢や希望に向かって安心して学ぶこ
とができる環境を整えることが大切です。
　次に、植物が適度な水や栄養、太陽の光を浴びて育ち、やがて花が開くように、さまざま
な学びや体験、人とのふれ合い等をとおして、子どもたちに学力や豊かな心、健やかな身体
を育成する役割があります。
　そして、植物が豊かな果実をもたらし、その果実の種子からまた新しい芽が芽吹くように、
子どもたちが大人となり、自らの人格を完成させ、社会の形成者として生きていくことで、
自らの幸福や社会の発展、さらには、次の世代への継承という豊かな未来につなげていくこ
とができます。
　このように、教育には子どもたちや社会の「未来」を創るという崇高な使命があるといえ
ます。

■ �子どもたちは、一人ひとりがかけがえのない大切な存在であり、誰もが無限の可
能性を持っています。

■ �将来、地域で輝き、世界で活躍する子どもたちの姿は、私たちの「希望」であり「未
来」です。

■ �教育には、子どもたちの可能性が芽吹く土壌をつくり、開花させ、実りある豊か
な「未来」を創るという崇高な使命があります。

「三重の教育宣言」に込める思い



17

■　子どもたちに育みたい力
　ここでは、学校・家庭・地域での教育を通じて、子どもたちに育みたい力を大きく２つに
整理して示しています。私たちは、変化の激しい時代にあって、教育における「不易」と「流
行」11 を十分に見極めながら、子どもたちに知・徳・体にわたって、以下のような幅広い力
を育んでいきたいと考えています。

　「生きる喜びを感じながら、志を持って夢を実現させていく力」（自立する力）は、例えば、「学
ぶ力」、「夢を描く力」、「チャレンジ精神」、「好奇心・探究心」、「自主性・自律性」、「自尊感情・
自己肯定感」、「健康・体力」、「勤労観・職業観」、「困難に立ち向かう力」等です。

　「他者と支え合いながら、社会を創っていく力」（共生する力）は、例えば、「自他の生命を
尊重する態度」、「人権を尊重する態度」、「社会性・コミュニケーション能力」、「他者と協働
する力」、「規範意識」、「感謝や思いやりの心」、「郷土を愛する心」、「公共心・社会に貢献し
ようとする態度」、「多様性を認める姿勢」等です。

■　毎日が未来への分岐点
　子どもたちが成長していくためには、私たちが子どもたちの可能性を信じ、子どもたちに
寄り添い、子どもたちの教育に日々関わっていくことが大切です。子どもたちの毎日は変化
の連続であり、私たちが見過ごすと子どもたちの未来が変わってしまうことさえあります。
まさに「毎日が未来への分岐点」であると言えます。そのため、ここでは、教育を長い時間
軸で考えると同時に、一日一日、一瞬一瞬を大切にしながら、目の前の子どもたちの教育に
全力で取り組んでいくとの思いを「毎日が未来への分岐点」との言葉に込めています。

■　県民力の結集
　子どもたちは、学校・家庭・地域等、さまざまな場での学びをとおして成長していきます。
学校や行政のみならず、全ての県民が教育の当事者としての自覚を持ち、子どもたちと向き
合っていくことで、三重の教育を推進していくことが大切です。それぞれが期待される役割は、
次のとおりです。

■ �私たちは子どもたちに、
　・生きる喜びを感じながら、志を持って夢を実現させていく力
　・他者と支え合いながら、社会を創っていく力
　を身につけて欲しいと願っています。

■ �私たちは、子どもたちを信じ、「毎日が未来への分岐点」という思いのもと、県民
力を結集し、全力で三重の教育に取り組むことを、ここに宣言します。

11  「不易」と「流行」：「不易」はいつまでも変わらないこと。「流行」は時代に応じて変化すること。不易流行とは、
いつまでも変化しない本質的なものを忘れない中にも、新しく変化を重ねているものを取り入れていくことを意味
する松尾芭蕉の言葉。
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●�　「学校」の役割
　�　学校は、教職員が高い志と使命感を持って子どもたちと向き合うことを通じ、一人ひと
りの持つ可能性を「開花」させ、「生き抜いていく力」を育みます。また、学校は、日頃の
教育活動等の情報を、良い面も悪い面も含めて積極的に公開し、家庭・地域との幅広い「協
創」体制を築く中で、地域に開かれ、信頼される学校づくりを進めます。

●�　「家庭」の役割
　�　家庭は「心の拠り所」として、安心して生活できる環境を整え、深い愛情を持って子ど
もたちを温かく育む役割があります。また、家庭は「教育の原点」、教育の第一義的責任者
として、子どもたちの心身の調和のとれた発達を図っていく役割や、学校との連携を深め、
学力・体力の向上、道徳教育等の教育効果を相乗的に高め合う役割があります。さらに、
家庭は「地域の教育力の源」として、ＰＴＡ活動等へ積極的に参加することが求められます。

●�　「地域」の役割
　�　地域の住民やＮＰＯ等は、異年齢・異世代の人びとの「絆」を深めることができる体験・
活動や交流活動や社会貢献活動等を通じて、子どもたちの多彩な成長の場を創出する役割
があります。また、学校運営への参画等により学校を支援するとともに、子育てや家庭教
育を応援し支える役割があります。

●�　「企業等」の役割
　�　企業や事業者は、インターンシップ、農業体験、環境教育、文化芸術活動への協力のほか、
施設の提供や出前授業等、専門性を活かした教育活動への参画が求められます。また、子
育てを支援する職場づくりや、障がい者雇用による能力発揮の場の提供等、さまざまな側
面から教育施策へ貢献する役割があります。

●�　「行政」の役割
　�　県教育委員会および県は、行き届いた教育を行うため、質の高い教育環境を整備・実現
します。また、ニーズや課題を把握・分析した上で、計画やシステムを整備し、必要な助
言等を行います。また、「教育への県民力の結集」の実現に向け、コミュニティ・スクール
等を推進するなど、必要な働きかけや支援等を行います。

●�　県と市町の役割分担
　�　市町等教育委員会および市町は、義務教育、幼児教育を担う自治体として、自らの判断
において教育行政を展開するとともに、その成果について住民への説明責任を果たす役割
があります。
　�　県教育委員会および県は、全県的な教育水準の維持向上に主体的な役割を果たします。
また、市町等教育委員会、市町との意見交換、情報交換を密にし、その主体性を尊重する
とともに、一層の支援に努めます。
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　前章で掲げた基本理念「三重の教育宣言」を具体的に展開するために、次の７つの「基本施策」
を推進します。

基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「学力の育成」、「外国人児童生徒教育の推進」、「グロー
バル教育の推進」、「キャリア教育の推進」、「情報教育の推進とＩＣＴの活用」、「幼児教育の推進」
の各施策に取り組みます。

●�　「学力の育成」にあたっては、学力の３要素である「基礎的・基本的な知識・技能」、「知識・
技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等」、「学習意欲などの主
体的に学習に取り組む態度」の育成に取り組みます。また、子どもたちが自立した人間として
多様な人びとと協働しながら創造的に生きていけるよう、必要な資質・能力を育成します。そ
のために、課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラー
ニング」）の充実に向けて、指導方法の改善を推進します。

●�　「外国人児童生徒教育の推進」にあたっては、三重県において日本語指導が必要な外国人児
童生徒の割合が高いことをふまえ、外国人児童生徒が、将来社会的に自立できるよう、日本語
指導や適応指導等の充実を図ります。

●�　「グローバル教育の推進」にあたっては、国における英語教育強化の方向性をふまえ、子ど
もたちの英語によるコミュニケーション能力の育成に力を入れるとともに、日本人・三重県人
としてのアイデンティティーを持ちながら、異なる文化・伝統に立脚する人びとと共生する能
力や態度を育成します。

●�　「キャリア教育の推進」にあたっては、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力
や意欲が子どもたちに身につくよう取り組みます。また、子どもたちが社会への参画と貢献に
対する意欲・態度を持つとともに、主権者としての自覚と政治に対する関心が高まるよう、政
治的教養を育む教育に取り組み、シチズンシップの涵養に努めます。

第２章　基本施策

夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成1

　子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感しながら主体的・協働的に学び、自らの
夢や希望をかなえられるよう、他者と協働しながら社会を生き抜いていける確かな学力と社
会参画力が育まれています。

めざす姿
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●�　「情報教育の推進とＩＣＴの活用」にあたっては、情報モラル教育を充実し、子どもたちの
情報活用能力の育成を図ります。

●�　「幼児教育の推進」にあたっては、幼児期が生涯の人格形成の基礎を培う大切な時期である
との認識のもと、子どもたちの心身の発達に資する質の高い幼児教育を推進します。

基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「人権教育の推進」、「道徳教育の推進」、「郷土教育の推進」、
「環境教育の推進」、「読書活動・文化芸術活動の推進」の各施策に取り組みます。

●�　「人権教育の推進」にあたっては、人権教育が総合的な教育であり、全ての教育の中で行わ
れるものであるとの基本的認識のもと、「自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行
動ができる力」を育み、人権文化を構築する主体者づくりをめざします。

●�　「道徳教育の推進」にあたっては、道徳の時間が「特別の教科 道徳」として教科化されるこ
とをふまえ、子どもたちの発達段階に応じた適切な指導を学校の教育活動全体をとおして行い
ます。

●�　「郷土教育の推進」にあたっては、子どもたちが三重を愛する心や郷土への誇りを持って、
地域や世界で活躍していけるよう、道徳教育の視点も併せながら取り組みます。

●�　「環境教育の推進」にあたっては、深刻化する地球温暖化やエネルギー問題、公害問題の歴
史等をふまえながら、子どもたちに持続可能な社会づくりの担い手となる力が身につくよう取
り組みます。

●�　「読書活動・文化芸術活動の推進」にあたっては、読書を通じて、聞く力、読む力、調べる
力を育み、生涯にわたって主体的に学び続ける力が身につくよう取り組みます。また、子ども
たちがさまざまな文化芸術にふれ親しんだり、作品等を通じて表現したりすることで、表現力
や創造力、豊かな感性、情操を育みます。

人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成2

　子どもたちが生命を大切にする心や思いやりの心、感動する心、公共心、規範意識、人間
関係を築く力等の豊かな心を持つとともに、郷土を愛し、自信を持って語り、郷土三重を担
う力を身につけています。

めざす姿

基
本
施
策



21

基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「体力の向上と運動部活動の活性化」、「健康教育の推進」、
「食育の推進」の各施策に取り組みます。

●�　「体力の向上と運動部活動の活性化」にあたっては、生涯にわたって運動に親しむ習慣を子
どもたちが身につけるとともに、スポーツの楽しさや喜びを味わえるようにすることで、体力
の向上に取り組みます。

●�　「健康教育の推進」にあたっては、性に関する問題行動、喫煙、薬物乱用、メンタルヘルス等、
子どもたちを取り巻く課題に的確に対応し、子どもたちが健康で充実した生活を送るために必
要な知識と能力を身につけることができるよう取り組みます。また、子どもたちが家庭を築く
ことや子育てに関する理解を深めることができるようライフプラン教育に取り組みます。

●�　「食育の推進」にあたっては、子どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に
つけることで、健全な食生活を実践できるよう取り組みます。

基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「特別支援教育の推進」、「特別支援学校におけるキャ
リア教育の推進」の各施策に取り組みます。

●�　「特別支援教育の推進」にあたっては、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において、
子どもたちの自立と社会参画のために必要な力を育むため、適切な指導・支援の充実、教員の
専門性の向上、特別支援学校の整備に取り組みます。

健やかに生きていくための身体の育成3

自立と社会参画をめざした特別支援教育の推進4

 子どもたち一人ひとりが、生涯にわたり心身の健康を自ら管理できるよう、健康で充実した
生活を送るために必要な知識と能力を身につけています。また、運動やスポーツに積極的に
取り組むことによって、心身の健康が保持増進され、体力が向上しています。

めざす姿

　障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、可能な限り同じ場で共に学ぶイン
クルーシブ教育システムの構築が着実に進み、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場
において、子どもたちが自立と社会参画のために必要な力を身につけています。

めざす姿
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●�　���「特別支援学校におけるキャリア教育の推進」にあたっては、計画的・組織的なキャリア教
育を進めることにより、子どもたちがそれぞれの進路希望を実現し、卒業後の地域生活への
円滑な移行がなされるよう取り組みます。

基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「いじめや暴力のない学校づくり」、「防災教育・防災
対策の推進」、「子どもたちの安全・安心の確保」、「居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒へ
の支援）」、「高校生の学びの継続（中途退学への対応）」、「学びのセーフティネットの構築」の各
施策に取り組みます。

●�　「いじめや暴力のない学校づくり」にあたっては、「いじめや暴力行為は絶対に許さない」と
の方針のもと、いじめ等の未然防止や、学校全体でいじめ等の解決に取り組む体制づくりを行
います。

●�　「防災教育・防災対策の推進」にあたっては、防災学習を通じて、子どもたちが自然災害に
対応できる力を育成します。また、全ての県立学校における校舎の耐震化および非構造部材の
耐震対策を完了するとともに、学校の防災機能を強化します。

●�　「子どもたちの安全・安心の確保」にあたっては、交通事故の発生や不審者事案の増加、校
舎の老朽化等の子どもたちを取り巻くさまざまなリスクに対応するとともに、子どもたちの危
険予測・危険回避能力が育まれるよう取り組みます。

●�　「居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）」にあたっては、全ての子どもたちが
安心でき、信頼できる学校・学級づくりを進めることや教育相談を充実することで不登校を未
然に防ぐとともに、不登校児童生徒に対しては、適切な支援を行います。

●�　「高校生の学びの継続（中途退学への対応）」にあたっては、学業不振や学校生活不適応等に
よる中途退学を未然に防ぐため、中学生の時からの的確な進路指導を行います。また、やむを
得ず高等学校を中途退学する子どもたちに対しては、再チャレンジが可能となるよう、進路変
更等に関する適切な支援を行います。

●�　「学びのセーフティネットの構築」にあたっては、子どもたちの将来が生まれ育った家庭の
経済的な環境等によって左右されることのないよう、必要な支援を行います。

笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり5

　子どもたちの危険予測・危機回避能力を育むととともに、信頼できる学校・学級づくりを
進めることで、子どもたちがいじめや暴力行為を許さない心を身につけ、安心して学校生活
を送り、意欲的に学ぶことができています。

めざす姿
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基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「開かれた学校づくり」、「学校の特色化・魅力化」、「教
職員の資質向上とコンプライアンスの推進」、「教職員が働きやすい環境づくり」、「学校施設の充
実」の各施策に取り組みます。

●�　「開かれた学校づくり」にあたっては、コミュニティ・スクール 12 や学校支援地域本部 13 の
取組を推進するなど、保護者や地域住民が参画した学校運営を進めます。また、評価・改善の
仕組みである「学校マネジメントシステム」に基づき的確な学校運営に努めます。

●�　「学校の特色化・魅力化」にあたっては、少子化の進行による子どもたちの減少や教育ニー
ズの変化等をふまえた上で、特色・魅力ある学校づくりや、学校の適正規模・適正配置、校種
を越えた連携を進めます。

●�　「教職員の資質向上とコンプライアンスの推進」にあたっては、教職員の資質向上が学校教
育充実の鍵であるとの認識のもと、高い専門性と豊かな人間性を持った教職員の採用・育成を
図ります。また、教職員のコンプライアンス意識の向上に取り組みます。

●�　「教職員が働きやすい環境づくり」にあたっては、業務の簡素化・効率化を図り、教職員が
子どもたちと向き合える時間を確保するなど、教職員のやりがいの向上に努めます。

●�　「学校施設の充実」にあたっては、県立学校における非構造部材の耐震対策を早急に講じる
とともに、バリアフリー化等の必要な施設整備を計画的に進めます。

12 コミュニティ・スクール：保護者や地域住民が、学校の方針承認や教職員の人事について、一定の権限を持って学
校運営に関与するタイプの公立学校。教育委員会が指定した学校に学校運営協議会を設置することによって実現する
もの。
13 学校支援地域本部：学校の教育活動を支援するため、地域住民の学校支援ボランティア等への参加をコーディネー
トする組織で、いわば「地域につくられた学校の応援団」。地域住民が学校を支援する取組を組織的なものとし、学
校の求めと地域の力をマッチングして、より効果的な学校支援を行い、教育の充実を図ろうとするもの。

地域に開かれ信頼される学校づくり6

　子どもたちの学びと育ちを支えるため、保護者や地域住民の学校運営等への参画が進み、学
校・家庭・地域が一体となった教育活動が行われています。
　子どもたちは、自分の興味・関心、将来の目標に応じて主体的に学び、豊かな人間性や学
ぶ力を身につけています。
　教職員は、指導力や人間性を磨き、意欲的な指導を実践し、県民からの信頼が高まってい
ます。

めざす姿
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基本的な考え方
　上記の「めざす姿」を実現するために、「家庭の教育力の向上」、「社会教育の推進と地域の教
育力の向上」、「文化財の保存・継承・活用」の各施策に取り組みます。

●�　「家庭の教育力の向上」にあたっては、家庭や地域を取り巻く環境の変化の中で、家庭の教
育力が低下している状況をふまえ、家庭での生活習慣や学習習慣が確立されるよう、多様な主
体と連携して取り組みます。

●�　「社会教育の推進と地域の教育力の向上」にあたっては、多様なニーズに応じた社会教育を
推進するとともに、社会教育関係団体やボランティア団体、地域住民等の多様な主体との連携
を図りながら、地域全体で子どもたちを育てます。

●�　「文化財の保存・継承・活用」にあたっては、子どもたちや県民が、三重の重要な文化財に
ついて学習し、親しみ、理解を深められるよう取り組みます。

多様な主体による教育の推進と文化財の保護7

　家庭において、子どもたちの豊かな情操や基本的な生活習慣、学習習慣、人を思いやる心、
自立心が育まれるとともに、地域の中で子どもたちが健やかに育っています。
　また、子どもたちをはじめとする多くの県民が文化財について学習し、親しみ、その価値
について理解を深めることで、地域の宝である文化財が保存・継承・活用されています。

めざす姿

幼児に調理を教える高校生

地域の方と一緒に味噌づくりを体験
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　７つの「基本施策」を具体的に展開するため、30の「施策」により、取組を進めます。

第３章　施策
施策体系

基本施策 施　策

1　�夢や希望をかなえる学力
と社会参画力の育成策

（１）学力の育成
（２）外国人児童生徒教育の推進
（３）グローバル教育の推進
（４）キャリア教育の推進
（５）情報教育の推進とＩＣＴの活用
（６）幼児教育の推進

2　�人との絆や自然との関わ
りの中で伸びゆく豊かな
心の育成

（１）人権教育の推進
（２）道徳教育の推進
（３）郷土教育の推進
（４）環境教育の推進
（５）読書活動・文化芸術活動の推進

6�　�地域に開かれ信頼される
学校づくり

（１）開かれた学校づくり
（２）学校の特色化・魅力化
（３）教職員の資質向上とコンプライアンスの推進
（４）教職員が働きやすい環境づくり
（５）学校施設の充実

3　�健やかに生きていくため
の身体の育成

（１）体力の向上と運動部活動の活性化
（２）健康教育の推進　
（３）食育の推進

4　�自立と社会参画をめざし
た特別支援教育の推進

（１）特別支援教育の推進
（２）特別支援学校におけるキャリア教育の推進

5�　�笑顔あふれる安全で安心
な教育環境づくり

（１）いじめや暴力のない学校づくり
（２）防災教育・防災対策の推進
（３）子どもたちの安全・安心の確保
（４）居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）
（５）高校生の学びの継続（中途退学への対応）
（６）学びのセーフティネットの構築

7�　�多様な主体による教育の
推進と文化財の保護

（１）家庭の教育力の向上
（２）社会教育の推進と地域の教育力の向上
（３）文化財の保存・継承・活用

25
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2

施策の見方

※この施策に関する現状や課題、背景等を記載しています。

※この施策で実施する主な取組を記載しています。

成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

※�学校・家庭・地域等の県民
力を結集してめざす、この
施策の成果を指標として記
載しています。

※�平成 27（2015）
年度末における
最新の実績値を
示しています。

※�平成 31（2019）
年度末までに達
成する数値を示
しています。

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

※�学校や県教育委員会等の活
動内容（活動量）をあらわ
す指標を記載しています。

※�平成 27（2015）
年度末における
最新の実績値を
示しています。

※�平成 31（2019）
年度末までに達
成する数値を示
しています。

※�この施策を推進することにより、計画期間が終了する
　平成31(2019) 年度末までに達成する姿を記載しています。

○○○○●
施策名

現状と課題

主な取組内容

数値目標

26



第 

３ 

章
夢
や
希
望
を
か
な
え
る
学
力
と
社
会
参
画
力
の
育
成

施 

策

①�　学力の育成にあたっては、学習指導要領に示された生きる力を子どもたちに育むことをめざ
し、基礎的・基本的な知識および技能を確実に習得させ、これらを活用して課題を解決するた
めに必要な思考力、判断力、表現力、その他の能力を育むとともに、主体的に学習に取り組む
態度を養うことが大切です。加えて、個性を活かす教育の充実が必要であることから、教員の
授業力の向上が不可欠です。

②�　子どもたちが社会で活躍する頃には、社会構造等が大きく変化し、一層厳しい挑戦の時代を
迎えると予想されています。新しい時代に必要となる資質・能力を育成するためには、子ども
たちが学ぶことと社会とのつながりをより意識することや、「何を教えるか」という知識の質
の改善に加え、「どのように学ぶか」という学びの質や深まりを重視することが必要です。また、
課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）
や、そのための指導方法等を充実させる必要があります。併せて、育成すべき資質・能力を育
む観点に立った学習評価とともに、新しい学びに対応した評価方法等を充実していく必要があ
ります。

③�　全国学力・学習状況調査における三重県の平均正答率は、小中学校の全ての教科（国語、算
数・数学）で、平成24(2012) 年度から４年連続で全国平均を下回る状況にあり、学力向上
の取組として、子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、授業研究に基
づく授業改善の充実が求められています。また、一部の高等学校では、義務教育段階の学習内
容の確実な定着を図る取組が必要となっています。

④�　全国学力・学習状況調査の児童生徒および学校に対する質問紙調査結果からは、教科に関す
る調査と関連があるとされる、子どもたちの生活習慣や学習習慣、読書習慣に課題がみられる
ほか、組織的・継続的に取り組む授業改善や学校体制の確立にも課題がみられます。

⑤�　学校・家庭・地域がそれぞれの役割を認識するとともに、当事者意識を持ち、一体となって
子どもたちの学力を育む取組を進める必要があります。

⑥�　小中学校においては、基本的な生活習慣の定着や学力の向上を図るため、少人数学級の編制
や少人数指導を進めていますが、より効果的な活用が図られるよう、一層取組を進める必要が
あります。

現状と課題

　

　

　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

　子どもたちが「学ぶ喜び」や「わかる楽しさ」を実感して、主体的・
協働的に学び、自信と意欲、高い志を持って社会を創造していく力を身
につけています。

学力の育成1
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⑦�　高等学校においては、全ての生徒が共通に身につけるべき資質 ･能力の育成と、多様な学習
ニーズへのきめ細かな対応を、両者のバランスに配慮しながら進めるとともに、国の高大接続
改革等の動きに的確に対応する必要があります。

⑧�　高等学校においては、引き続き、理数教育、英語教育、職業教育等、グローバル化や情報化
の進展等の社会のニーズに対応した教育を進めるとともに、思考力、判断力、表現力や主体性、
多様性、協働性を含む確かな学力を育成していく必要があります。

⑨�　家庭の経済的な事情等による学習機会や学力等の差が将来の収入の差につながり、それが世
代を越えて再生産されるという、いわゆる貧困の連鎖によって、子どもたちの将来が閉ざされ
ることがないよう、関係機関と連携し、実態に即した学習支援の充実が必要です。

1 学習・指導方法の充実
 ●�　小中学校において、全国学力・学習状況調査、みえスタディ・チェック 14、ワークシートの
３点セット等を活用した継続的な学習状況の把握や授業改善、授業研究等に組織的に取り組み
ます。

 ●�　授業において、「めあての提示」と「振り返る活動」を設けるなどの効果的な授業スタイルの
確立や授業規律の徹底に取り組みます。

 ●�　学力の定着を図るため、補充的な学習や家庭学習のための指導等の組織的な取組を進めます。
家庭学習の充実として、学校が家庭学習の課題の与え方を教員間で共通理解したり、与えた課
題の評価・指導を実施したりするなど、組織的・継続的な
取組を促進します。また、家庭学習の手引き等をとおして
具体的な取組方法を保護者に提示するなど、学校と家庭が
共通認識のもと一体となって取り組む連携体制を確立しま
す。

 ●�　「アクティブ・ラーニング」の充実に向けて、指導方法の
改善を推進します。

2 教育課程および評価方法の改善
 ●�　国の高大接続改革等の方向性を見据え、学習・指導方法の充実や教育課程の改善に向けた取
組を行います。

 ●�　子どもたちの多様な学習成果や活動を適切に評価するため、資質・能力を多面的に把握し、
評価する方法の工夫改善を図ります。

　

　

　

　

主な取組内容

施策　学力の育成

大きさをくらべる算数の授業の様子

14 みえスタディ・チェック：学習指導要領をふまえ、三重県が重点的に実施している学力向上策の一つ。知識等の
活用を中心とした問題を通じて、学習内容の定着状況を把握し、子どもたちが主体的に学習に取り組む意欲や、各
学校における授業改善、個に応じた指導の充実等を促進する取組。
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3 家庭・地域との連携
 ●�　平成 24年度から実施してきた「みえの学力向上県民運動」の趣旨をふまえて、教育関係者
や子育て世代の多い民間団体等と連携し、学校・家庭・地域が一体となった学力向上の取組を
一層充実します。

 ●�　学力との関連があるとされる生活習慣、学習習慣、読書習慣の家庭での確立に向け、ＰＴＡ
と連携してチェックシートを活用し、県内一斉の集中取組期間を設けて取り組みます。

4 効果的な少人数教育の実施
 ●�　基本的な生活習慣の定着や学力の向上を図るため、これまでの加配教員の配置等における成
果や課題をふまえ、効果的な少人数教育を実施します。

5 社会で必要となる力を身につける教育の推進
 ●�　理数教育、英語教育、職業教育等において、多様な
社会のニーズに応じた発展的な学習を行うことができ
るよう、最先端の研究を行っている大学等と連携した
講習会やセミナー、研修を実施し、高校生の学力向上
および教員の資質向上につなげます。

　

※１�　各教科（小学校国語Ａ・Ｂ、小学校算数Ａ・Ｂ、中学校国語Ａ・Ｂ、中学校数学Ａ・Ｂ）の無
解答率において、全国平均より良好である教科数。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　「前年度までに、授業の冒頭で目標（めあて・ねらい）を児童生徒に示す活動を計画的に取り入
れている」、「前年度までに、授業の最後に学習したことを振り返る活動を計画的に取り入れている」
の２つの質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学校の割合。（文部科学省「全国学力・学習
状況調査」）

　

　

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

全国学力・学習状況調査の教科
に関する調査における無解答の
状況（※１）

５ ８
（全教科）

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

「めあての提示」、「振り返る活
動」の実施状況（※２）

【小学校】
めあての提示　97.8％
振り返る活動　89.9％

【小学校】
めあての提示  100 ％
振り返る活動  94.0％

【中学校】
めあての提示　87.6％
振り返る活動　87.5％

【中学校】
めあての提示　92.0％
振り返る活動　92.0％

研究機関で再生医療について学ぶ高校生
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施策　学力の育成

30

　全国学力・学習状況調査やみえスタディ・チェック（28ページ参照）を活用して、各学
校で子どもたちの学習状況等を把握・分析することは、授業改善や一人ひとりに応じたきめ
細かな指導につながります。また、子どもたちにとっても、自分自身の学習の成果や課題が
確認でき、次の学習のポイントが明確になります。
　さらに、それらをやりっ放しにせず、分析から見えてき
たみえの子どもたちのつまずきに対応したワークシートを
授業や宿題で活用することで、子どもたちの「できるよう
になった！」という達成感や、主体的に学習に取り組んで
いく姿勢につなげていきましょう。

学校全体で授業改善！

工夫して数を求める算数の授業
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　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

①�　三重県は日本語指導が必要な外国人児童生徒の在籍率が全国１位（平成26（2014）年度）で
あり、多言語化が進んでいることから、外国人児童生徒の日本語習得を支援していく必要があ
ります。

②�　外国人児童生徒が日常生活に必要な日本語の力だけでなく、日本語で学ぶ力を身につけると
ともに、進路希望に応じた学びを支援することで、将来、社会で自立できる力を育む必要があ
ります。

③�　学校は日本語指導だけでなく、学校生活への適応指導、保護者への支援、仲間づくりの支援、
多文化共生に係る学習活動、関係機関や地域との連携等、多岐にわたる役割が求められている
ことから、これらに対応できる体制整備が必要です。

④�　外国人の子どもが就学にあたっての情報が不足していること等が原因で、就学年齢に達して
いながら不就学とならないよう、保護者等に働きかける必要があります。

1 受入体制整備の支援
 ●�　日本に来て間もない外国人児童生徒に対する教育の充実を図るため、初期指導教室の設置等、
市町が行う初期の日本語指導や学校生活への適応指導等を支援します。

 ●�　ＮＰＯや企業、関係機関等と連携しながら、受入・支援のネットワークを構築します。

2 日本語指導、適応指導の充実
 ●　外国人児童生徒への日本語指導や学校生活への適応指導の一層の充実を図るため、外国人児
　童生徒巡回相談員を学校に派遣します。

現状と課題

　学校・家庭・地域が連携し、外国人児童生徒の学び 15 を支える
体制づくりを進めることにより、子どもたちがどの地域、どの学校
に通っても、学ぶ喜びを感じ、学力を高め、自己実現を図り、社会
的に自立する力を身につけています。

外国人児童生徒教育の推進

主な取組内容

15 外国人児童生徒の学び：外国人児童生徒の教育を進めるにあたっては、日本国籍であっても文化的背景やルーツ
が外国にある子どもたちも視野に入れて取り組む。

2
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3 日本語で学ぶ力の育成
 ●�　外国人児童生徒の学力および社会参画力の育成のため、日本語で学ぶ力の育成をめざしたカ
リキュラム（ＪＳＬカリキュラム16）の考え方をもとにした事例の普及や研修を行い、各学校
において効果的な指導が進められるよう取り組みます。

4 就学の案内・相談や進路選択の取組の支援
 ●�　日本語指導が必要な外国人児童生徒や保護者等が、学
校制度や職業について理解を深め、夢や目標を持って学
校での学習や日本語・母国語の習得に意欲的に取り組む
ことができるよう、キャリアガイド（多言語の職業案内
の冊子と外国人の先輩のメッセージを紹介するＤＶＤ）
や、三重県情報提供ホームページ（Mie Info）での情報
提供を進めます。

施策　外国人児童生徒教育の推進

16 ＪＳＬカリキュラム：ＪＳＬは Japanese as a Second Language の略。日常的な会話はある程度できるものの、
学習活動への参加が難しい外国人児童生徒に対して、学習活動に日本語で参加する力を育成するため、日本語指導
と教科指導とを統合的に行う指導方法。

※１�　日本語指導を必要とする中学３年生の外国人生徒のうち、就職または高等学校等に進学した生
徒の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　「日本語指導が必要な外国人児童生徒の学力を保障するため、ＪＳＬカリキュラムの活用等によ
り日本語で学習する力の習得を支援する授業改善に取り組んでいる」と回答した公立小中学校の割
合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

日本語指導が必要な外国人生徒
のうち、就職または高等学校等
に進学した生徒の割合（※１）

― 100％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

日本語で学習する力の習得を支
援する授業改善に取り組んでい
る学校の割合（※２）

小学校  97.7％
中学校  95.8％

小学校  100％
中学校  100％

夏休みの学習会
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　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

①�　グローバル化が加速する中で、日本人・三重県人としてのアイデンティティーや郷土の文化
に対する深い理解を持った上で、異文化理解の精神、主体性、積極性、豊かな語学力やコミュ
ニケーション能力等を身につけて、さまざまな分野で活躍できるグローバル人材の育成が求め
られています。

②�　将来の夢や目標を持ち、失敗をおそれず挑戦する子どもを育てていくため、チャレンジ精神
や志の育成を図る必要があります。

③�　郷土に対する誇り・愛情等の涵養をめざし、体系的なキャリア教育、郷土教育、道徳教育と
連携して取り組む必要があります。

④�　国際的な相互理解や協力が求められていることから、語学力、とりわけ英語でコミュニケー
ションを図り、行動する力が求められています。

⑤�　小学校における英語教育の早期化、教科化に向けて、小・中・高等学校の系統性を意識した
英語教育の充実が求められています。また、教員の指導力向上に向けた取組を進める必要があ
ります。

⑥�　異なる文化や考え方を持つ人たちと触れ合うことで、
新たな発見や発想が生まれると言われています。子ども
たちが異なる文化を対等なものとして認め合い、交流
をとおして理解し合う機会を増やしていく必要がありま
す。

現状と課題

　子どもたちが、国際的な視野を持ち、自分の意見や考えを発信す
る力を身につけるとともに、日本人・三重県人としてのアイデンティ
ティーを持ちながら、異なる文化・伝統に立脚する人びとと共生す
る能力や態度を身につけています。

グローバル教育の推進3

英語でプレゼンテーションをする中学生

33



第 

３ 

章
夢
や
希
望
を
か
な
え
る
学
力
と
社
会
参
画
力
の
育
成

施 

策

1 小・中・高等学校における系統性を意識した英語教育の推進
 ●�　小学生の英語によるコミュニケーション能力を効果的に育成するために、フォニックス 17 を
取り入れたり、レゴブロック等の教材を活用したりすることにより、発達段階に応じた英語指
導モデルを構築するとともに、その普及啓発を行います。

 ●�　英語によるコミュニケーション能力を養うため、小・中・高等学校それぞれの発達段階にお
ける学習到達目標を各校で設定するとともに、その学習到達目標を反映した年間指導計画の策
定や授業の実践を促進します。

 ●�　英語での発信力やプレゼンテーション能力等を身につ
けるため、小・中・高校生を対象に「英語キャンプ」等
を実施し、実践的に英語を使用できる環境の創出と、異
年齢交流による人間的成長を促進します。

 ●�　学習指導要領の改訂や高等学校基礎学力テスト（仮
称）、大学入学希望者学力評価テスト（仮称）の導入を
見据え、小学校中学年からの英語教育を推進するととも
に、「聞くこと」、「話すこと」、「読むこと」、「書くこと」の４領域を総合的に育成し、思考力、
判断力、表現力を子どもたちが身につけるための英語教育を実施します。

2 国際理解の推進および国際交流活動の充実
 ●�　高校生の語学力の向上や国際理解を促進するため、長期留学および短期留学を支援します。
 ●�　「みえ未来人育成塾」等の取組をとおして、高校生が留学生等と交流する機会を創出し、異文
化理解の促進、将来を担う若者同士の絆と向上心を高めていく取組を進めます。

 ●�　多文化共生や国際貢献を推進するキーパーソンとなる教職員やＮＰＯ等の職員を対象とした
国際理解研修を実施します。また、身近な外国人やＡＬＴ（外国語指導助手）、国際交流員等と
のかかわりを通じて、教育の場や地域での国際交流、異文化理解を進めます。

3 チャレンジ精神の育成、「志」の育成、課題解決能力の向上
 ●�　海外研修等による異文化理解、専門性の高い知識・技術の習得、高度な検定や資格取得、各
種コンテストへの参加等の取組をとおして、将来の三重を支える子どもたちの「志」を育成す
るとともに、若者のネットワークを構築するため、高校生が学校の枠を越えて集い、主体的に
活動する機会を設けます。

4 日本人・三重県人としてのアイデンティティーの確立
 ●�　中学生が英語で日本や郷土三重について発信したり、身のまわりの課題の解決に向けた提案
をしたりする機会を設けます。

主な取組内容

施策　グローバル教育の推進

17 フォニックス：英語圏の幼稚園や小学校等で子どもたちに英語をどうやって読むかを教えるのに広く使われてい
る教育方法。

平成27年度英語キャンプ
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5 教員の専門性の向上
 ●�　子どもたちの英語力を育成するため、英語教育に携わる教員の英語運用力・実践的指導力の
向上を図る研修を充実します。

6 国際バカロレア 18認定校についての調査研究
 ●�　国際バカロレア認定校の設置に係る情報収集に取り組むとともに、国際的に通用する大学入
学資格が取得可能なディプロマ・プログラムの学習内容や指導方法について研究します。

※１�　三重県の高校生に占める、実用英語技能検定準２級を受検し合格した生徒およびそれと同等の
英語力を有する生徒の割合。（文部科学省「公立中学校及び公立高等学校における英語教育実施状
況調査」）

※２�　三重県の中学生に占める、実用英語技能検定３級を受検し合格した生徒およびそれと同等の英
語力を有する生徒の割合。（文部科学省「公立中学校及び公立高等学校における英語教育実施状況
調査」）

※３�　「CAN-DO リスト」により学習到達目標を設定している公立中学校および県立高等学校の割合。
（文部科学省「公立中学校及び公立高等学校における英語教育実施状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

高等学校卒業段階で英検準２級
以上相当の英語力を習得した生
徒の割合（※１）

31.2％
（平成26年度） 56.0％

中学校卒業段階で英検３級以上
相当の英語力を習得した生徒の
割合（※２）

29.0％
（平成26年度） 56.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

外国語における学習到達目標を
設定している学校の割合（※３）

中学校　 17.9％
高等学校18.2％
（平成26年度）

中学校　 100％
高等学校100％

　

18 国際バカロレア：国際バカロレア機構（スイス・ジュネーブに本部を置く 1968 年設立の財団法人。学生に国際
的に認められる大学入学資格を与えることや、国際理解教育の促進に資することを目的としている。）が実施する教
育プログラム。
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施策　グローバル教育の推進

モデル校における English Timeでの活動

協定の調印式

36

　三重県教育委員会は、平成 26年２月、レゴジャ
パン株式会社　レゴ　エデュケーションと「三重県
における教育振興のための研究等に関する包括協定」
を締結しました。
　グローバル人材の育成、特にコミュニケーション
能力や思考力、創造性等の一助とするために、レゴ
社と協力して、レゴブロック等を活用した効果的な
学習指導方法や教材の研究・開発を行っています。
　平成28年度には伊勢志摩サミットや国際地学オリ
ンピックが三重で開催されます。また、平成32年度
には東京オリンピック・パラリンピック競技大会が
開催されます。このような世界につながる機会をと
おして子どもたちのグローバル教育に一層取り組ん
でいきます。

レゴブロックを活用した英語教育を推進
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　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

①�　若者を取り巻く雇用環境においては、若者無業者への支援や早期離職につながる求人と求職
のミスマッチの解消等が課題となっており、キャリア教育の役割がますます重要となっていま
す。

②�　子どもたちが学校での学習と自分の将来との関係に意義を見いだして学ぶ意欲を高めるとと
もに、学校での学びを社会で役立てられるよう、キャリア教育の視点で日々の教育活動をとら
え直す必要があります。併せて、就業体験や職業理解を深める学習機会等、家庭・地域と連携
した取組を充実する必要があります。

③�　将来の生き方や進路を考える上で、上級学校への体験入学や上級学校の教員・生徒・学生に
よる出前授業等は、子どもたちが今後の進学先に対して、見通しを持ち、意欲を高める上で効
果があります。一方で、県内では、異なる校種が連携したキャリア教育を行っている学校は多
いとは言えない状況にあります。

④�　子どもたちが職業を選択する際、興味や好みを重視する傾向があります。子どもたちが自己
の能力や適性、社会や時代のニーズを理解するとともに、多様な選択肢の中から進路を決定す
る能力や態度を育成することが求められています。

⑤�　農林水産業や介護関係等、人材の確保が難しい職業分野があります。県内に魅力のある仕事
が存在することについて、子どもたちの理解を促し、地域社会で活躍する意欲を持てるように
することが必要です。また、少子化が進む中、活力ある地域づくりが求められていることから、
県内産業への関心を高め、理解を深める取組が必要です。

⑥�　特別支援学校に在籍する子どもたちが、卒業後も地域で自分らしく安心して豊かに暮らして
いけるよう、年齢や障がいの状態等に応じて、自立と社会参画を支援する取組を推進する必要
があります。

現状と課題

　子どもたちが将来、社会的・職業的に自立し、社会の一員として、
社会に貢献しながら自分らしく生きるために必要な基盤となる能力や
意欲を身につけています。

キャリア教育の推進４
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⑦�　公職選挙法が改正され、選挙権年齢が満 18歳以上となったことをふまえ、子どもたちの主
権者としての自覚や社会に参画する力を育む教育に取り組む必要があります。また、消費者教育、
金融教育、税に関する教育等を充実し、子どもたちに社会参画するための知識や意欲を育成す
ることが求められています。

1 教育活動全体をとおしたキャリア教育の充実
 ●�　各学校が子どもたちや地域の実態に応じたキャリア教育計画（全体計画・年間指導計画）を
策定し、教科活動、道徳の時間、総合的な学習の時間、特別活動および日常生活において、社
会的・職業的自立に必要な基盤となる能力や態度を育成します。

2 発達段階に応じたキャリア教育の推進
 ●�　子どもたちが将来の生き方や卒業後の進路に対して見通しを持って学ぶことができるよう、
各学校において上級学校への体験入学、上級学校の教員・生徒・学生による出前授業やそれら
の成果発表等、校種を越えた学びの機会を設けます。

 ●�　子どもたちの発達段階に応じたキャリア教育を推進するために、教員が異なる校種における
キャリア教育についての理解を深める機会を設けます。

3 学校と地域が連携したキャリア教育の充実
 ●�　子どもたちが県内に魅力のある仕事や自然、文化、歴史があ
ることへの理解を深め、地域社会で活躍する意欲を持てるよう
にするために、地元の企業等での就業体験、地域の職業人によ
る出前授業や講演、農林水産業体験等の多様な主体と連携した
学習の機会を設けます。

4 職業教育の充実
 ●�　地域産業の担い手や専門的な能力を有する職業人を育成するために、地元の企業等の協力を
得て、専門家による技術指導や商品開発等の実践的な職業教育を推進します。

5 就職支援の充実
 ●�　新規に高等学校等を卒業し就職した生徒が職場でいきいきと活躍できるよう、学校と経済団
体、関係機関、地元企業等が連携した就職支援と早期離職防止に向けた定着支援を行います。

 ●�　就職が内定しないまま卒業する生徒については、求職に係る適切な支援が受けられるよう、
関係機関へ円滑な引継ぎを行います。

6 特別支援学校におけるキャリア教育の推進
 ●�　特別支援学校の子どもたちが地域の中で自立し、社会に参画できるよう、計画的・組織的にキャ
リア教育を進めます。

 ●�　働く上でのルールやマナー等に関する情報や、実践的な実習体験の機会を提供します。

主な取組内容

施策　キャリア教育の推進

職場体験をする中学生
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7 社会へ参画する力の育成
 ●�　社会への参画と貢献に対する意欲・態度を育成するために、地域と連携した取組、体験活動
等を通じて、シチズンシップの涵養に努めます。中でも、主権者としての自覚と責任および政
治的教養を育む教育については、各教科、総合的な学習の時間、特別活動等において、模擬投票、
模擬議会、模擬裁判、討論といった体験的な活動を通じて推進します。

 ●�　消費者教育の充実を図るため、教科を越えた教員間や外部機関との連携、消費者問題の変化
に対応した教材開発、教員の学習環境の整備を行います。

※１�　県立高等学校（全日制）に在籍する３年生のうち、３年間をとおして１回でもインターンシッ
プを体験した生徒の割合。（国立教育政策研究所「職場体験・インターンシップ実施状況等調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

高等学校（全日制）においてイ
ンターンシップを体験した生徒
の割合（※１）

28.7％
（平成26年度） 35.0％

※２�　小中学校：「前年度までに、地域の人材を外部講師として招へいした授業を行いましたか」とい
う質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学校の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

　　�　高等学校：社会人講師を活用した授業等を実施したと回答した県立高等学校の割合。（三重県教
育委員会調べ）

※３�　県立高等学校のうち、キャリア教育の全体計画を策定している学校の割合。（三重県教育委員会
調べ）

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

地域等の人材を招へいした授業
等を行っている学校の割合
（※２）

小学校　 82.9％
中学校　 64.0％

　
高等学校92.6％

小学校 　87.0％
中学校　 70.0％

高等学校100％

キャリア教育の全体計画を策定
している高等学校の割合（※３）

47.1％
（平成26年度） 100％

（平成27年度）

（平成26年度）
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施策　キャリア教育の推進

「進路多様型」のモデルプログラム

　　

三重県版キャリア教育モデルプログラム 進路多様型（例）

○他者との関係を構築し、意思疎通
　を図る力
○他者と協力し、社会の一員として
　の役割を果たす力

○基本的な生活習慣を確立する力
○自己の役割を理解し、主体的に行
　動する力

○日常生活の課題に向き合う力
○自ら課題を設定し解決に向けて、
　粘り強く最後まで取り組む力

○働くことの意義や役割を理解する
　力
○主体的かつ柔軟にライフプランを
　考える力

○基礎的・基本的な知識・技能
○思考力・判断力・表現力
○学習意欲
○専門的な知識・技能

学力 人間関係形成・社会形成能力

将来の姿

自己理解・自己管理能力 課題対応能力

将来の姿 社会の一員として、主体的に考え、社会に貢献することができる／社会人として適切に意思疎通を図ることができる

キャリアプランニング能力

４ 自己分析と 職業研究

キャリア教育の観点で
取り組む諸活動 キャリア教育の観点から見た教科のねらいコアプログラム

基礎的 基本的な知識 技能

・高校生活入門講座 ・高校教員や高校生による出前授業 ・進路説明会入学前の働きかけ 例 ・高校生活入門講座 ・中学校と高校の教員による情報共有 ・中学生への情報発信 ・高校生による成果発表会中学校への働きかけ
例

キャリア教育をとおして身に付けたい力

多様な情報に触れることができる現状を認識し、個

家
庭

夏
休
み

基
本
的
な
生
活
・
学
習
習
慣
を
確
立
し

、
勤
労
観
・
職
業
観
を
身
に
付
け
る

冬
休
み

保
健
体
育

情

学
　
　
力

自
己
理
解
・
自
己
管
理
能

１
年

人
間
関
係
形
成
・
社
会
形
成
能
力

自分の考えを正しく伝達し、相手の考えを正しく認
識する語彙と理解力を身に付ける。

国
語

自分の考えを伝え、他者の考えを理解しながら、仲
間と協力して課題に取り組む力を養う。

１
年

公
民

現代社会の考察をとおして、社会の形成者としての
自覚と主体的に社会と関わっていく態度を育む。

自立した生活を行うために、自己のライフスタイル
を描き、主体的に生活を送る能力を身に付ける。

健康的な規則正しい生活を送り、時間を意識した行
動様式を体得し、実践する。

自分の興味や適性を正しく認識し、与えられた課題
を粘り強く最後まで取り組む姿勢を身に付ける。

理
科

人間と科学の関係を考察し、仲間と実験を協同で行
うことで、より良い関係を築く。

ﾎｰﾑﾙｰﾑ開き

個別面談

三者懇談会

三者懇談会

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ

科目ガイダンス 12
月

９
月
～

１
月
～
３
月

４
月
～
７
月

全
教
科

全
教
科

自己分析と
自己理解

・性格検査

・適性検査

例

職業研究

・進路ガイダンス

・業種・業態調べ

・職業別説明会

個人研究

・職業人ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ
・テーマ学習

進路研究

・進路別分野説明会

・事業所、大学見学

職業人講話

例

例

例

ライフプラン①

・２学年の学校生活計画
・マネープラン講座

進路・科目選択

個人研究

・職業人ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ
・テーマ学習

例

・ようこそ先輩
・３年生との座談会

例

進路講話

進路講話

個別面談

人権学習発表会

１学年の振り返り

基礎的・基本的な知識・技能

思考力・判断力・表現力

学習意欲

専門的な知識・技能

アクティブ
ラーニング

手法の例

多様な情報に触れることができる現状を認識し、個
人情報保護の取組とその重要性を理解する。

夏
休
み

２
年

社会における様々な問題に気付き、その解決に向け
て主体的に取り組む力を身に付ける。

相手や場面・目的に応じて話題の趣旨を適切に聞き
取って分析し、それについて話し合う力を養う。

歴史的過程や地域性を踏まえ、課題を深く探究する
姿勢と解決する力を身に付ける。

条件を整理して証明の道筋を考え、問題解決に繋が
る結論を導くことで、論理的な思考力を養う。

芸
術

国
語

芸術が生活と密接に関わっていることを理解し、人
生を豊かにするための感性を磨く。

数
学

学習活動を通して、自らの生き方や在り方を考え、
その実現に向けて、行動する力を身に付ける。

証明問題を解くことを通して、見通しを立てなが
ら、計画的に物事を解決していく力を身に付ける。

グローバル社会で必要な外国語を、生涯にわたって
生かそうとする意欲を養う。

２
年

勤
労
観
・
職
業
観
を
確
立
し

、
将
来
設
計
を
立
案
す
る

キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
能
力

情
報

外
国
語

地
理
歴
史

冬
休
み

課
題
対
応
能
力

数
学

能
力

進路講話

個別面談

三者懇談会

三者懇談会

進路講話

個別面談

１
月
～
３

４
月
～
７
月

月

全
教
科

全
教
科

インターンシップ
事前学習

インターンシップ
事後学習

テーマ学習

インターンシップ

・事業所体験

・しごと密着体験

・大学体験講座

自己表現セミナー①

・面接練習

・履歴書作成講座

志望理由書作成

ライフプラン②

事業所・進学先研究①

・求人票学習
・事業所研究

・入学試験制度研究
・大学、専門学校研究

例

体験報告・交流

例

進路・科目選択

・３学年の学校生活
計画

・３年生との座談会

科目ガイダンス

人権学習発表会

生徒への関わりから見た分掌の取組
２学年の振り返り

修学旅行計画

例

12
月

９
月
～

健やかな身体と心を育むために、保健相談と保健指導を行う。

３
年

冬
休
み

他者を思いやる気持ちや命を尊重する心を育むことができるよ
う、様々な人権課題に関する学習機会を提供する。

読書習慣を確立し心豊かな生活を送ることができるよう、朝の
読書等、様々な読書活動や学習活動を支援する。

自己の適性を見据えて進路選択ができるよう、進路情報を提
供するとともに、キャリアカウンセリングを充実する。

教
務

生
徒
指
導

より良い学校生活をつくりたいという意欲と実行力を高めるた
めに、生徒の学校行事への主体的な参画を支援する。

自己肯定感や自尊感情を身に付けることができるよう、相談し
やすい環境づくりを行う。

生
徒
会

基本的な生活習慣と規範意識を身に付けることができるよう、
挨拶指導とチャイム着席指導を行う。

生徒がホームルーム活動をとおして主体性や人間関係を形成
できるよう、学級経営を行う。

学習への興味・関心を高め、基礎学力を向上できるよう、分か
る授業づくりと基礎基本の反復学習に取り組む。

３
年

進
路
実
現
に
向
け
て
取
り
組
み

、
社
会
人
に
な
る
た
め
の
準
備
を
行
う

夏
休
み

学
年

進
路
指
導

保
健
安
全

図
書

人
権
教
育
教
育
相
談

自己表現セミナー②

社会生活・学生生活への接続

進路講話

三者懇談会

三者懇談会

個別面談

個別面談

３年間の振り返り
１
月
～

４
月
～
７
月

月

成果発表会

事前研修

テーマ学習

・地域連携学習

・小・中学校への出前講座

・デュアルシステム

選択

・自己ＰＲ作文
・模擬面接社会人セミナー

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ講座

・働くルール講座

・消費生活講座

・志望理由書作成

進路ガイダンス

・進路別説明会 ・企業、進学説明会

事業所・進学先研究②

・事業所研究
・応募前見学

・大学、専門学校研究
・オープンキャンパス

高校生活の振り返り・将来への展望

将来設計

・３年生との座談会

・レポート課題
・内定事業所訪問

・レポート課題
・プレゼンテー
ション学習

例 例

後輩

人権学習発表会

キ 教育 観点から見た部活動 ねら

２学年の振り返り

例

家庭における進路計画

12
月

９
月
～ テーマ学習

・地域連携学習

・小・中学校への出前講座

・デュアルシステム

選択

う ～
３
月

・将来設計
・１０年後の自分への手紙

後輩への
メッセージ

・仲間とともに目標に向かって挑戦する心と行動力を育む。
・忍耐力や協調性を身に付けるとともに、感動する心を育む。

キャリア教育の観点から見た部活動のねらい

・事業所訪問による定着指導 ・卒業者のいる大学との情報交換 ・卒業者状況調査 ・卒業者との座談会卒業後への接続
例
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　三重県では、学校生活の日常的な取組をキャリア教育の視
点で捉えなおし、教育活動全体で組織的・系統的にキャリア
教育を進めるため、学校におけるキャリア教育プログラムの
策定を推進しています。

　各学校のプログラムの策定が進むよう、高等学校のキャリ
ア教育モデルプログラムを作成しました。このモデルプログ
ラムは、学校の特色に応じて「進学型」「就職型」「進路多様型」
の３種類があり、キャリア教育の全体計画と年間指導計画を
１枚のシートにまとめるとともに、生徒のキャリア発達に関
連する活動のつながりや、教科・分掌・部活動等におけるキャ
リア教育の観点から見たねらい等を例示しています。
　また、各学校の取組が進むよう、高等学校における教科や
分掌・部活動等の様々な場面におけるキャリア教育の実践事
例集を作成していますので、取組の参考にしてください。

教育活動全体をとおしてキャリア教育の充実を！

地域と連携した商品開発

企業での実習

伝える力を磨く
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　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

①�　子どもたちの携帯電話やスマートフォンの所有率が高まり、友人とのつながりに、ネットワー
ク上のツールが利用されています。一方で、子どもたちがインターネットを通じた犯罪やトラ
ブルに巻き込まれる事案や、インターネット上での誹謗中傷やいじめ等の事案が発生しており、
情報モラルの向上が求められています。

②�　情報および情報機器等が社会生活に必要不可欠な基盤となる中、子どもたちにとって、ＩＣＴ
を適切に活用する能力や態度を身につけることが必要となっています。一方で、著作権や個人
情報の保護等、情報に関する基礎的・基本的な知識および技術、情報モラルに関する指導を充
実させていく必要があります。

③�　学校における教育の情報化の実態等に関する調査によれば、授業中にＩＣＴを活用して指導
する能力のある教員の割合は８割を超えていますが、さらなる向上が必要です。

④　ＩＣＴを効果的に活用したわかりやすい授業の実現が求められています。

1 情報モラル教育の充実
 ●�　情報の特徴や情報化が社会に及ぼす影響の理解、および情報モラルを身につける学習活動を
重視した取組を行い、子どもたちがインターネット利用におけるルールやマナーを身につけら
れるよう指導します。

 ●�　子どもたちがインターネットを利用することによって犯罪に巻き込まれたり、インターネッ
ト上の違法情報・有害情報にふれたりすることを防止するため、保護者等に対する携帯電話等
へのフィルタリングの普及促進や広報啓発活動等の取組を推進します。

 2 情報活用能力の育成
 ●�　情報社会を構成する一員として、社会の情報化の進展に主体的に対応するために必要となる
基礎的・基本的な知識および技術等の活用能力を子どもたちに育成する観点から、コンピュー
タ等を適切に活用して、情報収集やアプリケーションソフトの使用ができるようにします。

現状と課題

情報教育の推進とＩＣＴの活用

　急速に進展する情報化社会において、よりよいコミュニケーショ
ン等のために、子どもたちがＩＣＴを効果的に活用する能力や情報
モラルを身につけています。

主な取組内容

５
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3 ＩＣＴを活用したわかりやすい授業の推進
 ●�　教員の授業力の向上を図るために、ＩＣＴの効果的な活用方法を学ぶ研修等を実施します。
 ●�　子どもたちのインターネット活用状況等の実態を教員が把握し、適切に指導するための考え
方や指導方法について、研修を実施します。

4 ＩＣＴ環境の整備
 ●�　子どもたちが学習意欲を高め、協働して学ぶことがで
きるよう、コンピュータ教室やタブレットパソコンを活
用するために必要となる校内環境を整備するとともに、
効果的な教材や指導方法等について研究を進めます。

施策　情報教育の推進とＩＣＴの活用

※１�　授業中にＩＣＴを活用して指導する能力のある公立小中学校および県立学校の教員の割合。（文
部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」）

※２�　ＩＣＴ活用指導力の各項目に関する研修を受講した公立小中学校および県立学校の教員の割合。
（文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」）

※３�　スマートフォン等の適切な使い方、ネット社会におけるルールやマナー等、情報モラル教育を行っ
た公立小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

ＩＣＴを活用して指導すること
ができる教員の割合（※１）

82.2％
（平成26年度）

85.0％
（平成30年度）

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

ＩＣＴ活用指導力の向上に関す
る研修を受講した教員の割合
（※２）

29.3％
（平成26年度）

42.0％
（平成30年度）

情報モラル教育を行った学校の
割合（※３）

94.3％
（平成26年度）

100％
（平成30年度）

タブレットパソコンを使って学ぶ中学生
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　　　　　 夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成基本施策１

①�　幼児期における教育は、子どもたちの心身の健やかな成長を促す上で、極めて大切な時期で
あることから、幼稚園・認定こども園・保育所が家庭・地域と連携・協力し、就学前教育の充
実を図っていくことが求められています。
　�　また、子ども・子育て支援新制度の実施により、幼稚園・認定こども園・保育所の教育 ･保
育施設には、質の高い教育 ･保育の提供、子育て支援の拠点としての機能等の一層の充実が期
待されています。

②�　小１プロブレム 19 等の就学に伴うさまざまな課題があることから、幼児教育から小学校教育
への円滑な接続がなされるよう、幼稚園・認定こども園・保育所と小学校が連携して取り組む
必要があります。

③�　多様な幼児教育のニーズに応えるため、幼稚園教諭・保育教諭・保育士の資質向上が求めら
れています。

④�　健全な社会を築くために、幼児期から規範意識を培うことが大切です。そのため、幼稚園・
認定こども園・保育所が、家庭・地域と連携して課題の解決に向けた取組を積極的に行うこと
が必要です。

1 幼稚園・認定こども園・保育所における教育・保育活動の充実
 ●�　遊びや多様な体験活動等をとおして、幼児の自主性や規範意識、自尊感情、思いやりの心等
の育成が図られるよう、家庭や地域に働きかけるとともに、実践事例の普及啓発を進めます。

 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所で体を動かす多様な遊びを推進するなど、子どもたちの体力
向上に努めます。

 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所における教育・子育て相談機能の充実を図ります。

現状と課題

幼児教育の推進

　遊びをとおして、子どもたちの学びへの意欲と関心、自分の気持ちを
伝える力、自主性、規範意識、自尊感情、慈しみや思いやりの心等の生
涯にわたる人間形成の基礎が培われています。

主な取組内容

19 小１プロブレム：小学校に入学したばかりの１年生が、集団行動がとれない、授業中に座っていられない、先生
の話を聞かないなど、学校生活になじめない状態が続くこと。

６
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2 小学校教育への円滑な接続に向けた取組の推進
 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所から、小学校へ入学する際のさまざまな課題を幼保小の指導
者が共有し、解決していくため、接続期の「学び」と「育ち」の連続性・一貫性を保障する「幼
保小接続モデルカリキュラム」を作成し、普及します。

 ●�　新しい学習ステージに向けて、子どもたちが心の準備を整えていけるよう、幼稚園・認定こ
ども園・保育所と小学校の児童との体験的な交流を推進します。

3 幼児教育を担う人材の資質向上
 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所と小学校が相互に保育・授業を参観したり、指導内容や指導
方法について相互理解を図ったりできるよう、交流や合同研修等の取組を推進します。

 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所の運営の改善や、乳幼児教育に係る諸課題の解決に向けた研
修を園（所）長等を対象に行います。

 ●�　知事部局と教育委員会が連携して研修の実施体制を充実するとともに、今後の認定こども園
の増加に対応するため、幼稚園教諭・保育教諭・保育士の合同研修を実施します。

4 家庭との連携の推進
 ●�　「早寝・早起き・朝ごはん」といった基本的な生活習慣や、運動習慣が身につくよう、就学前
の子ども向け生活習慣チェックシートの活用を家庭に働きかけます。また、チェックシートの
結果に基づいた生活習慣の改善を家庭に働きかけるなど意識啓発に努めます。

施策　幼児教育の推進

※１�　小学校の児童との体験的な交流を年複数回行った幼稚園・認定こども園・保育所の割合。（三重
県および三重県教育委員会調べ）

※２�　幼稚園教諭、保育教諭、保育士、公立小学校教員等対象の幼保小連携教育に関する研修会を開催
した市町の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

小学校の児童との交流を行った
幼稚園等の割合（※１） ― 100％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

幼保小連携に関する研修を実施
している市町の割合（※２） 86.2％ 100％
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　　　　　 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成基本施策２

①�　学校において、社会の意識を背景とするさまざまな人権問題が生じていることから、「三重
県人権教育基本方針」に基づき、偏見や差別を見きわめる力、他者の痛みを共感的に受け止め、
共に解決に向けて行動する力等を育成する必要があります。

②�　子どもたちの人権意識の形成については、家庭や地域の影響が大きいことから、学校・家庭・
地域が連携しながら、日常的に人権意識を高める必要があります。

③��　教育活動全体を通じた人権教育を組織的に展開するため、全ての教職員の確かな人権意識と
指導力が求められています。

1 人権教育に関する指導内容の充実
 ●�　子どもたちが、部落問題、障がい者、外国人、子ども、
女性等、種々の個別的な人権問題を解決するために必要
な知識を身につけ、人権意識を高め、行動できるよう、
人権学習指導資料等を活用した学習を推進します。

 ●�　新たな人権課題に適切に対応できるよう、メディアリ
テラシー、ユニバーサルデザインのまちづくり、性的マ
イノリティの人権等についての学習を促進します。

 ●�　人権に関する知識や技能を具体的に行動化する場とし
てのサークル活動やフォーラム等の取組を促進します。

2 人権教育に関する指導体制の充実
 ●�　全ての学校が総合的・系統的に人権教育を展開できるよう、「人権教育推進計画」および「人
権教育カリキュラム」の作成と活用を進めます。

現状と課題

人権教育の推進

　子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践

行動ができる力を身につけています。

主な取組内容

人権をテーマにグループワークをする高校生

1
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3 人権教育推進のための地域連携の充実
 ●�　子どもたちの人権意識や自尊感情を高めるために、学校・家庭・地域が共に協議したり、活
動したりすることができるよう、地域連携の要となる人権教育推進協議会等の取組を推進しま
す。

4 教職員の指導力や人権意識の向上
 ●　全ての教職員が確かな人権意識と指導力を持って人権教育を進められるよう、人権学習指導
　資料の活用法等に関する研修を実施するとともに、実践につながる情報提供および相談支援を
　行います。
 ●�　学校における人権教育推進体制や家庭・
地域との連携体制を充実させるため、各
種研修会の実施等を通じて、管理職や人
権教育担当者のリーダーシップの向上を
図ります。

施策　人権教育の推進

※１�　県立学校の生徒を対象としたアンケート調査において、「これまでに受けた人権学習によって、
人権を守る行動をしたいと感じるようになった」と回答した生徒の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　子どもにつけたい力や、発達段階に応じた人権教育の指導内容を定めた人権教育カリキュラムを
作成し、その取組を進めている公立小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

人権学習によって、人権を守る
ための行動をしたいと感じるよ
うになった子どもたちの割合
（※１）

70.2％ 80.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

人権教育カリキュラムを作成し
ている学校の割合（※２）

65.5％
（平成26年度） 100％

　人権学習を進めるための教職員用指導資料
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　　　　　 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成基本施策２

①�　近年、深刻ないじめやインターネットでの誹謗中傷、生命を軽視する事件が発生しています。
子どもたちの情報モラルや生命倫理を確立するため、道徳教育の充実が求められています。

②�　子どもたちが社会を構成する一員としての生き方を学ぶシチズンシップ教育の視点や、多様
性の尊重、他者との共生が求められるグローバル教育の視点からも道徳教育の役割が増してい
ます。

③�　「特別の教科 道徳」が教科化される（小学校：平成30（2018）年度　中学校：平成31（2019）
年度）ことを見据え、学校全体が一体となって道徳教育を進めることが必要です。

④�　子どもたちが生活のために必要な習慣を身につけるとともに、自立心を育成し、心身の調和
のとれた発達を図る上でも、学校・家庭・地域が連携を図り、道徳教育を進めることが重要です。

1 発達段階に応じた道徳教育の推進
 ●�　子どもたちが、物事を多面的・多角的にとらえ、主体的に考えを深める中で自己をみつめ、
道徳性を養うことができるよう、発達段階に応じた教材の活用や多様で効果的な指導方法の工
夫改善を推進します。

2 三重の特色を活かした道徳教育の展開
 ●�　子どもたちの郷土を愛する心を育むため、郷土の伝統・
文化や先人の偉業等の身近な教育資源を取り上げた「三
重県　心のノート」等の積極的な活用を促進します。

現状と課題

道徳教育の推進

　子どもたちが人間尊重・生命尊重の精神のもと、公共心や規範
意識、人間関係を築く力、自尊感情を高め、よりよく生きようと
する意欲と実践力を身につけています。

主な取組内容

2

小学１年生の道徳の授業の様子
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3 三重県道徳教育推進委員会の開催
 ●�　道徳教育の推進や取組の充実を図るとともに、実施状況の調査、改善策の提案等を客観的な
視点から行うため、有識者や関係者等による懇談会「三重県道徳教育推進委員会」を開催し、
道徳教育の充実につなげます。

4 道徳の教科化へ向けた指導体制の充実
 ●�　道徳の教科化へ向けて、道徳教育推進教師を中心とする学校全体が一体となった指導体制の
充実や、高等学校における道徳教育の全体計画の充実、系統的な指導機会の構築に取り組みます。

5 家庭・地域と連携した道徳教育の推進
 ●�　学校・家庭・地域が連携した道徳教育の一層の充実を図るため、「私たちの道徳」を活用した
道徳の授業参観の実施や、学校通信等による「私たちの道徳」の内容や家庭での活用の仕方の
発信等により、家庭・地域の理解と協力のもと、道徳教育を進めます。

6 規範意識の醸成
 ●�　規範意識を醸成する教育を支援するため、学校や幼稚園・認定こども園・保育所が行う非行
防止教室等への警察職員の派遣や、教員等を対象とした薬物乱用防止・非行防止に関する研修
会等を開催します。

 ●�　子どもたちの規範意識を醸成するため、関係機関・団体やボランティアと共に推進する環境
美化活動、社会福祉活動、スポーツ活動等の社会参加活動を促進します。

7 生命を大切にする教育の充実
 ●�　子どもたちの発達段階に応じて、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を培う教育が充実
されるよう、道徳の時間を要として、各教科等の授業のほか、保護者や地域の方々の協力等に
よる体験的な学習の機会等を通じて、学校教育全体において心の教育に取り組みます。

施策　道徳教育の推進

2015年度「人権」に関するポスター優秀作品
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※１�　「人の役に立ちたいと思う」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割合。（文部
科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　「道徳教育推進教師が学習指導要領解説道徳編に示されている８つの役割を自覚し、組織の中心
となって、教職員の協力体制のもと、道徳教育が進められている」と回答した公立小中学校の割合。

（三重県教育委員会調べ）
※３�　「『私たちの道徳』および『三重県　心のノート』を年間を通じて計画的・継続的に活用していま

すか」という質問に対して、合わせて月複数回以上活用したと回答した公立小中学校の割合。（三
重県教育委員会調べ）

※４�　「『私たちの道徳』を児童生徒が家庭に持ち帰って家庭や地域等でも活用できるようにしています
か」という質問に対して、「家庭に持ち帰らせている」と回答した公立小中学校の割合。（三重県教
育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

人の役に立ちたいと思う子ども
たちの割合（※１）

小学生　93.7％
中学生　94.1％

小学生　95.0％
中学生　95.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

道徳教育推進教師を中心として
学校全体で道徳教育に取り組ん
でいる学校の割合（※２）

―
小学校　100％
中学校　100％

「私たちの道徳」および「三重
県　心のノート」を年間を通じ
て計画的・継続的に活用してい
る学校の割合（※３）

―
小学校　90.0％
（平成29年度）
中学校　80.0％
（平成30年度）

「私たちの道徳」を家庭等で活
用するよう長期休業中に持ち帰
らせている学校の割合（※４）

小学校　90.9％
中学校　84.6％
（平成26年度）

小学校　100％
（平成29年度）
中学校　100％
（平成30年度）
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施策　道徳教育の推進

私たちの道徳

50

　子どもたちの豊かな心を育むため、三重県では、「私たちの道徳」、
「三重県　心のノート」を活用して道徳教育を推進しています。
　授業参観等で「私たちの道徳」を活用した道徳の授業公開を行う
とともに、学校通信等で「私たちの道徳」の内容や家庭での活用の
仕方を発信するなど、家庭における活用を推進しています。また、「三
重県　心のノート」を活用することにより、郷土教育と関連づけた
道徳教育を推進しています。
　小中学校で道徳が教科化されることを見据え、今後とも三重の子
どもたちの豊かな心を育む教育を進めていきます。

「私たちの道徳」「三重県　心のノート」を
活用した道徳教育の推進

たゆまぬ努力で　  たゆまぬ努力で　  たゆまぬ努力で　  困困困
こ んこ んこ ん

難難難
な んな んな ん

をのりこえるをのりこえるをのりこえる
　本居宣長は、1730（享

きょう
保
ほう
15）年５月７日、松

まつ
阪
さか
本
ほん
町
まち
の江

え
戸
ど
店
たな
持ち商人、

小
お
津
づ
定
さだ
利
とし
の子どもとして生まれました。11 歳

さい
のとき、父が江戸で病気の

ためなくなり、この後、宣長を含
ふく
む家族５人は、魚

うお
町
まち
に移り住みました。

商
あきな
いがあまり得意でなかった宣長は、23 歳のとき、母の勧

すす
めもあり医者

になろうと京
きょう
都
と
へ旅立ちます。京都では、医学書を読むために、まず儒

じゅ
学
がく

を学び、次に医学を学びます。またひとりで、日本の古典や和歌も勉強し
ました。
　28 歳で松阪に帰り医者を開業した宣長は、そのかたわら松阪の歌会に
参加し、会員たちに『源

げん
氏
じ
物語』を講義しました。そんな中で宣長は、歌

や『源氏物語』が人を感動させる秘
ひ
密
みつ
は、人は「もののあはれを知る」心

を持っているからだと考えました。「もののあはれ」とは、嬉
うれ
しいこと、

悲しいこと、また四季の移
うつ
り変わりなど、物の変化に敏

びん
感
かん
に揺

ゆ
れ動く心を

いいます。（当時、特に男性は、冷静沈
ちん
着
ちゃく
でなければならないとされてい

ました。）ここに日本人の心の特
とく
徴
ちょう
があると考えた宣長は、それを証

しょう
明
めい
し

ようと、現存最古の歴史書『古
こ
事
じ
記
き
』（712 年成立）の解

かい
読
どく
を思い立ちます。

　ところが、漢字ばかりで書かれた『古事記』は難
むずか
しく歯が立ちません。

自分の勉強不足を痛
つう
感
かん
する宣長の前に現

あらわ
れたのが、江戸の国

こく
学
がく
者
しゃ
・賀

か
茂
もの
真
ま

淵
ぶち
でした。国学とは、日本固有の文化や思

し
想
そう
を、古典や歴史、また言葉の

研究で明らかにする学問です。
　1763（宝

ほう
暦
れき
13）年５月 25 日、真淵が泊

と
まっていた松阪の旅館新

しん
上
じょう
屋
や

を訪
たず
ねた宣長に、真淵は、『古事記』に注目したことは素

す
晴
ば
らしいとほめて、

「難
なん
解
かい
なこの本を読むためには、まず『万

まん
葉
よう
集
しゅう
』から勉強をしなさい。学

問は基
き
礎
そ
が大事だ。」と丁

てい
寧
ねい
に説

と
き諭

さと
し、わからないことは手紙で質問し

てくれれば答えてあげようと約束してくれます。「松阪の一
ひと
夜
よ
」とよばれ

るこのただ一度の出会いを機に宣長は真淵の弟
で
子
し
となり、その厳

きび
しい指導を

受けながら、『古
こ
事
じ
記
き
』の注

ちゅう
釈
しゃく
書『古事記伝』の執

しっ
筆
ぴつ
に取りかかったのです。

　『古事記』の冒
ぼう
頭
とう
の「天

あめ
地
つち
」という字はどのように読むのか。古代の人

は「神」をどんなふうに考えていたのか。『古事記』に登場するイルカ、
クラゲ、またタニグクとはどんな生きものか。次々に出てくる疑問を一つ
一つ丁寧に、時には街

かい
道
どう
を往

ゆ
き来

き
する旅人の知

ち
恵
え
を借

か
りながら、解

かい
明
めい
して

いったのです。
　努力が実り『古事記伝』全 44巻

かん
が完成したのは、69歳

さい
の夏でした。執

しっ

筆
ぴつ
開始から 35年がたっていました。21世紀になった現在でも本書は、『古
事記』を読む時の基本書として、また日本古典研究の方法を確立した書と
して、高く評価されています。
　宣

のり
長
なが
は、鈴

すず
と山

やま
桜
ざくら
をこよなく愛し

ました。研究で疲
つか
れたとき、鈴の音

を楽しむことで心を癒
いや
し、自宅の二

階の書
しょ
斎
さい
を鈴

すず
屋
のや
と名付けました。（後

に、宣長の家そのものを言うように
なりました。）この建物は松阪市殿

との

町
まち
の松阪公園内に移

い
築
ちく
されていて、

本居宣長記念館の横にあり、見学す
ることができます。また、山

やま
室
むろ
山
やま
に

ある奥
おく
墓
つき
には、山桜が植えられてい

ます。

本
もと

居
おり

宣
のり

長
なが

本居宣長六十一歳自画自賛像
（本居宣長記念館提供）

目標に向かって生きる
郷
きょう
土
ど
や国を愛する心を

小学校高学年の内容（本居宣長）
三重県 心のノート
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　　　　　 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成基本施策２

①�　全国学力・学習状況調査の結果によると、「地域や社会をよくするために何をすべきかを考
えることがある」と回答した子どもたちの割合は、小学６年生、中学３年生のいずれも全国平
均を下回っています。

②�　地域のよさや郷土の豊かな自然、歴史、文化について、誇りを持って語ることができる力を
身につけられるよう、郷土三重についての学習を深める必要があります。

③�　地域のさまざまな分野で活躍する人による講話や体験活動等、子どもたちの地域の理解を深
める学習を郷土教育の中で重視していく必要があります。　

④�　子どもたちが、三重の自然、歴史、文化について、楽しみながら学習できる場として三重県
総合博物館（MieMu）等の文化・社会教育施設を活用していく必要があります。

1 身近な地域や三重に関わる教材の開発と活用
 ●�　子どもたちが地域のよさや郷土の豊かな自然、歴史、
文化について、誇りを持って語ることができる力を身に
つけられるよう、教材「三重の文化」、「ふるさと三重か
るた」の活用を推進します。また、三重に関わる教材で
ある「ふるさと通信」に郷土の誇るべき先人の言葉等を
取り上げるなど、教材の開発とその活用実践を推進しま
す。

2 地域と連携した郷土教育の推進
 ●�　子どもたちが郷土への理解を深め、三重を基盤に社会で活躍する意欲と態度を身につけるこ
とができるよう、地域の伝統や産業のさまざまな分野で活躍する人への聞き取りや体験活動等、
学校の授業だけでなく、夏休み等を利用した学習をとおして、地域と連携した郷土教育を推進
します。

現状と課題

郷土教育の推進

　子どもたちが豊かな心を持ち、郷土を知り、郷土を愛し、三重
県について自信を持って語り、郷土三重を担うことができる力を
身につけています。

主な取組内容

3

「ふるさと三重かるた」でかるたとり
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 ●�　高校生が地域を学び、地域への愛着や絆を深めるため、地域活性化の取組に参画するなど、
高等学校と地域が連携した取組を推進します。

3 社会教育施設や文化財の活用
 ●�　子どもたちが、三重の自然、歴史、文化について楽しみながら学習できるよう、三重県総合
博物館（MieMu）や三重県埋蔵文化財センター、斎宮歴史博物館等の社会教育施設や文化財の
活用を推進します。

施策　郷土教育の推進

※１�　「地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがある」という質問に対して、肯定的
な回答をした児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　「『ふるさと三重かるた』を、授業、行事、遊び等で活用している」と回答した公立幼稚園・認定
こども園・小学校・中学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

地域や社会をよくするために何
をすべきかを考えることがある
子どもたちの割合（※１）

小学生　41.3％
中学生　30.0％

小学生　62.0％
中学生　50.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

「ふるさと三重かるた」を活用
している幼稚園等・小学校・中
学校の割合（※２）

幼稚園等 91.5％
小学校    91.4％
中学校    61.9％

幼稚園等100％
小学校　 100％
中学校　80.0％

ふるさと三重かるた
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　　　　　 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成基本施策２

①�　健全で恵み豊かな環境を維持しつつ、資源の循環的な利用やエネルギーの有効活用、地域の
生態系の保全等を図り、環境への負荷の少ない持続的発展の可能な社会の構築が求められてい
ます。

②�　環境省調査によると、環境問題に対して積極的に取り組んでいく姿勢を示す人は多いものの、
実際に地域の環境保全活動に参加している人は少なく、住民の意識が行動に結びついていない
面があります。

③�　次代を担う子どもたちが、地球温暖化やごみの減量化等の環境問題に対する理解を深め、主
体的に行動する実践的な態度や資質を身につけられるような環境教育を行う必要があります。

④�　森林環境教育においては、費用の調達、指導者の育成、フィールドの確保等の課題があり、
一部の学校による活動しか実施されていない状況であることから、「みえ森と緑の県民税」を活
用しながら、市町やＮＰＯ等と連携し、学校等の森林環境教育を推進していく必要があります。

1 環境に配慮した学校づくりと環境教育の推進
 ●�　子どもたちが、環境問題を自らの問題としてとらえるとともに、一人ひとりが自分にできる
ことを考え、実践できるよう、持続可能な社会づくりの担い手を育む教育（ＥＳＤ）の推進拠
点となるユネスコスクールの加盟校の増加に取り組みます。

 ●�　環境教育の中核となる、ユネスコスクールやＩＳＯ 14001認証取得校の先進的な取組事例
等を県内の学校に積極的に発信し、全ての学校で環境問題を身近なものとしてとらえられる子
どもたちを育成します。

 ●�　各教科や総合的な学習の時間等において、環境美化・環境保全活動に積極的に取り組みます。
 ●�　各学校が「学校環境デー」を中心とした創意工夫ある環境教育活動の充実を図るとともに、
取組事例等を県のＷｅｂサイトに掲載するなど、県内の学校等に広く情報発信します。

 ●�　全ての県立学校が「県立学校環境マネジメント」に基づいた環境教育の推進、環境保全活動
の充実に取り組みます。

現状と課題

環境教育の推進

　子どもたちが、環境について地球的視野で考え、さまざまな課
題を自らの問題としてとらえて行動し、持続可能な社会づくりの
担い手となる力を身につけています。

主な取組内容

4
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2 環境問題を考える機会の充実
 ●�　大学・地域・企業等と連携した環境美化・環境負荷低減の活動や、地域・企業・ＮＰＯ等が
主催する清掃活動や実践報告会等への子どもたちの参加を促します。

 ●�　地域において環境保全に携わる活動を行っている人材や、環境教育の専門家等を活用した自
然観察会等の事業を充実するとともに、公民館等の社会教育施設が取り組む環境教育活動を支
援します。

 ●�　子どもたちの「もったいない」という意識が向上するよう、さまざまなツールを活用し、各
小学校において地域のボランティアの方々や市町の担当者が講師となった出前授業を実施しま
す。

 ●�　子どもたちが自ら考えた環境保全の取組が家庭や地域へ広がっていくように、市町、民間団
体等の関係機関との連携や、三重県環境学習情報センター等の環境学習・環境教育の拠点施設
の活用を通じた体験型・参加型の環境教育に取り組みます。

3 森林環境教育の広域的・総合的な推進
 ●�　学校等が森林環境教育に取り組みやすいよう、指導者の養成を進めるとともに、みえ森づく
りサポートセンターを設置し、出前授業の実施や、市町における森林環境教育のコーディネート、
きめ細かい相談対応や森林環境教育を実施する団体等との連携を進めるなど、包括的な支援体
制を構築します。

 ●�　子どもたちが木に触れて、木の特徴やそのよさを学ぶ「木
もく
育
いく
」の取組を推進します。

施策　環境教育の推進

※１�　「県立学校環境マネジメント」等に基づき、環境保全活動に取り組んでいる県立高等学校の割合。
（三重県教育委員会調べ）

※２�　家庭・地域・企業等と連携して、学校以外の多様な主体を巻き込んだ環境教育を推進している県
立高等学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

環境保全活動に取り組んでいる
高等学校の割合（※１） 74.1％ 100％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

家庭・地域・企業等と連携して、
環境教育を推進している高等学
校の割合（※２）

84.5％ 100％
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　　　　　 人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成基本施策２

①�　新しい知識・情報・技術が、政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤
として飛躍的に重要性を増す、いわゆる知識基盤社会 20 と言われる現代において、子どもたち
が自ら情報を収集、選択、活用し、社会のあらゆる場所、場面で生涯にわたって主体的に学び
続ける力を身につけるために、読書活動を推進していくことが求められています。

②�　子どもたちを取り巻く環境は大きく変化しており、ゲーム、インターネットやスマートフォ
ン等の情報媒体が急速に普及したことから、子どもたちの読書離れが進むことが懸念されてい
ます。

③�　核家族化、共働き家庭の増加、ライフスタイルの多様化等により、保護者の価値観にも変化
が生じており、子どもたちが家族と一緒に読書に親しむ時間が少なくなり、幼児期からの読書
習慣の定着は難しくなっています。

④�　子どもたちが、文化部活動において習得した知識や技能を活用して目標に向かい協力してや
り遂げることにより、個性を伸ばし、自主性、創造性を高めるとともに、達成感や連帯感を味
わい、責任感と協力の態度を養うことが大切です。

⑤�　美しいものや優れたもの、芸術的なもの、地域や我が国の伝統文化にふれることによって、
豊かな情操を養い、生涯にわたって文化や芸術に親しみ、その継承や創造に寄与する態度や能
力を育てることが大切です。

現状と課題

読書活動・文化芸術活動の推進

　子どもたちが、読書を通じて感性を磨き、思考力、判断力、表
現力を高めるとともに、コミュニケーション能力を身につけてい
ます。また、さまざまな文化芸術にふれ親しむとともに、作品等
を通じて表現することにより、豊かな人間性を身につけています。

20 知識基盤社会：６ページ参照。

5

学校図書館で読書をする子どもたち
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1 読書環境の整備
 ●�　子どもたちの読書に対する興味や関心を育み、読書習慣を確立していくため、学校図書館の
資料および施設の充実や小中学校における学校司書の配置を促進します。

 ●�　公立図書館や公民館等において、資料および施設の充実や学校等の多様な主体との連携を促
進します。

 ●�　子どもたちに読書を習慣づけるため、ＰＴＡと連携して実施する「生活習慣・読書習慣チェッ
クシート」の普及等により家庭読書（家

うち
読
どく
）を促進します。

2 読書機会の提供　
 ●�　子どもたちに読書の楽しさを伝えるため、公立図書館
や公民館等において、子どもたちを対象とする読み聞か
せやお話し会等の読書に親しむ機会が提供されるよう働
きかけます。

 ●�　教員と学校司書等の連携を促進し、学校図書館を活用し
た授業、朝の読書（朝読）、ビブリオバトル（書評合戦）21、
　�ブックトーク 22 等の多様な取組を進めることにより、子
どもたちの読書機会の拡充に努めます。

3 読書活動の普及啓発
 ●�　子どもの読書活動の意義や重要性に関する理解を深めるため、教育・福祉関係者、図書館関
係者、読書ボランティア等を対象とした研修・講演会を実施します。

 ●�　読書活動の普及啓発を図るため、優れた取組を行っている学校や図書館、読書ボランティア
等の活動を研修会やセミナー等で紹介します。

4 授業における言語活動の成果を発表する機会等の充実
 ●�　各教科・科目において言語活動の充実に努め、その成果を文化的行事等において発表するこ
とで、コミュニケーション能力やプレゼンテーション能力の向上を図ります。

5 文化芸術にふれる機会の充実
 ●�　子どもたちの豊かな感性や情操を育むため、本物の文化芸術にふれる機会や、子どもたちが
作品等を通じて表現、発表する機会の充実を図ります。

主な取組内容

施策　読書活動・文化芸術活動の推進

21 ビブリオバトル（書評合戦）：発表者が一人５分で本を紹介し、最後に「どの本が一番読みたくなったか」につい
て投票を参加者全員で行い、最多票を集めたものを「チャンプ本」とするゲーム。発表者のみならず聴衆にも読書
への興味を高める効果がある。
22 ブックトーク：子どもや成人の集団を対象に、あらかじめ決めたテーマに沿って選んだ何冊かの本のあらすじや
著者紹介等を交えて、本への興味が湧くような工夫を凝らしながら内容を紹介すること。

学校司書と連携した図書館を活用した授業
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6 地域人材や社会教育施設等の連携による文化芸術活動の充実
 ●�　学校文化活動において、地域の人たちとの交流を深め、郷土の歴史や文化等を学ぶ機会を充
実します。

 ●�　三重県総合博物館（MieMu）や三重県立美術館、斎宮歴史博物館等において、子どもたちを
対象とした参加体験型の学習プログラムの提供や、出前授業等を実施します。

7 文化部活動の活性化と発表の機会の充実
 ●�　学校の文化部活動が、子どもたちの豊かな感性や情操
を育み、表現力や創造力を高めるための機会になるよう、
活動成果の発表の機会を確保し、文化部活動の活性化が
図られるよう支援します。

※１�　「学校の授業時間以外に、普段、１日当たりどれくらいの時間、読書をしますか」という質問に
対して、10 分以上すると回答した児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　「前年度に学校図書館を活用した授業を計画的に行いましたか」という質問に対して、学期に数
回以上実施していると回答した公立小中学校の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※３�　過去３年間の調査において、「学校行事等として、芸術鑑賞事業を実施しましたか」という質問
に対して、「実施した」と回答した県立高等学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

授業時間以外に読書をする子ど
もたちの割合（※１）

小学生　61.1％
中学生　48.6％

小学生　66.0％
中学生　55.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

学校図書館を活用した授業を計
画的に行っている学校の割合
（※２）

小学校　81.8％
中学校　44.7％

小学校　85.0％
中学校　50.0％

過去３年間に学校行事として芸
術鑑賞を実施した高等学校の割
合（※３）

87.9％ 100％

みえ高文祭　美術・工芸部門作品会場
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施策　読書活動・文化芸術活動の推進

三重県教育改革推進会議での審議の様子

58

　「三重県教育改革推進会議」は、三重の教育の改革に関する重要な事項を調査審議する有
識者会議です。保護者、企業関係者、医療・福祉関係者、学識経験者、市町行政関係者、教員・
校長など、教育関係者のみならず、幅広い分野で活躍されている委員で構成されています。
（委員については、159・160ページ参照）

　「三重県教育ビジョン」の策定にあたっては、平成26年度から平成27年度にかけて「三
重県教育改革推進会議」を計14回開催し、審議を重ねました。
　専門家としての視点、グローバルな
視点、地域や経済界からの視点、子育
ての経験等から、率直かつ真剣で、建
設的な議論を積み重ねて、「三重県教
育ビジョン」が完成しました。

「三重県教育改革推進会議」で
集中的に審議いただきました！
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　　　　　 健やかに生きていくための身体の育成基本施策３

①�　柔軟性や筋力、持久力等の基礎的な体力は、子どもたちの生涯にわたる健康の保持増進に重
要な役割を果たします。運動習慣を身につけることは、意欲や気力の充実が図られ、生活習慣
や食習慣にもよい影響を与えます。幼児期を含め、子どもたちが、日常生活の中で体を動かす
ことが少なくなっていることから、継続して遊びや運動に取り組む機会を確保することが必要
です。

②�　全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果によると、三重の子どもたちの体力は、全国の
状況を下回っており、体力の向上が求められています。

③�　中学校の保健体育科における武道とダンスの授業について、安全かつ効果的な授業づくりが
求められています。

④�　運動部活動は、子どもたちがスポーツの楽しさや喜びを味わい、責任感や連帯感を育み、良
好な人間関係を培うなど、人間形成に有益であり、生徒の心身の成長に大きな役割を果たしま
す。生徒が運動部活動に意欲的に取り組めるよう、適切な運営と効果的な指導が求められてい
ます。

⑤�　平成30(2018) 年度に、三重県を中心とする東海ブロックで全国高等学校総合体育大会を開
催します。また、平成32(2020) 年度には、全国中学校体育大会の東海ブロック開催が予定さ
れています。これらの大会開催に向けた取組を契機として、子どもたちが意欲的にスポーツに
取り組み、運動部活動が活性化することが求められています。

1 教員の指導力向上による体育授業等の充実
 ●�　幼稚園教諭や保育士等を対象とした研修会を開催し、幼稚園・認定こども園・保育所において、
子どもたちの体を動かす遊びが充実するよう働きかけます。

 ●�　子どもたちが体育の授業をとおして運動の楽しさや喜びを味わい、自ら進んで運動に親しむ
習慣を身につけるとともに、発達段階に応じた体力や技能が養われるよう、教員を対象とした
研修会を充実し、授業の工夫や改善による魅力ある授業づくりを支援します。

現状と課題

体力の向上と運動部活動の活性化

　子どもたちが体を動かすことを好きになり、運動やスポーツに
積極的に取り組むことによって、心身の健康が保持増進され、体
力が向上しています。また、各学校において、運動部活動が活発
に行われています。

主な取組内容

1
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 ●�　中学校の保健体育科における武道およびダンスの授業が、安全かつ効果的に行われるよう、
担当する教員の研修会を充実し、指導力の向上を図ります。さらに、専門的指導力を有する外
部指導者を派遣することにより、授業づくりを支援します。

2 子どもたちの体力向上に向けた運動機会の拡充
 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所で体を動かす多様な遊
びを取り入れるよう働きかけるとともに、「生活習慣・
読書習慣チェックシート」を活用し、家庭との連携を深
め、生活習慣の確立と運動機会の拡充に努めます。

 ●�　子どもたちの運動機会を拡充する学校の取組が進むよ
う、指導主事や元気アップコーディネーターが市町等教
育委員会と連携し、各学校における体力向上の目標設定
や「１学校１運動プロジェクト」（学校全体でなわとび
やマラソン等に取り組む活動）を推進します。また、体育・スポーツを学ぶ高校生を体力向上
サポーターとして小学校等に派遣し、各学校の取組を支援します。

3 体力テストの継続実施と家庭との情報共有
 ●�　子どもたちが自らの成長を実感し、達成感を得られるよう、各学校に体力テストの継続実施
を働きかけるとともに、子どもたち一人ひとりの経年変化を「体力の成長記録」として家庭と
共有できるよう取組を進めます。

4 子どもの体力向上推進会議および「親子元気アップ教室」の開催
 ●�　学識経験者、学校やスポーツ活動等の関係者、医師会、保護者等からなる、子どもの体力向
上推進会議を開催し、子どもたちの体力向上や生活習慣改善に向けた取組の検討を進めます。
また、就学前の子どもたちとその保護者を対象に、「親子元気アップ教室」を開催し、遊びをと
おして運動を体験することで、家庭の体力向上に向けた気運を醸成します。

5 運動部活動の充実
 ●�　運動部活動が適切かつ効果的に運営されるよう、顧問等を対象とした指導者研修会を通じて、
体罰の防止や指導力の向上を図ります。また、運動部活動を実施するにあたっては、生徒の健
全な心と身体を養い、豊かな人間性を育むため、適切な活動時間や休養日を設定するなど、バ
ランスのとれた運営や指導が行われるよう働きかけます。さらに、競技力の向上や顧問の負担
軽減を図るため、専門性を有する地域のスポーツ人材を外部指導者として学校に派遣します。

 ●�　運動部活動に取り組む生徒および指導者の意欲を向上させるとともに、保護者や県民の関心
を高めるため、全国大会において優秀な成績を収めた生徒および指導者を表彰します。

施策　体力の向上と運動部活動の活性化

高校生体力向上サポーターとしっぽとりで
遊ぶ幼児
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※１�　全国体力・運動能力、運動習慣等調査における総合評価が「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の児童生徒の割合。
体力テストの総合評価は、８テスト項目の合計点が高い「Ａ」から、合計点が低い「Ｅ」までの
５段階に判定される（小学５年生男女および中学２年生男女の平均値）。（文部科学省「全国体力・
運動能力、運動習慣等調査」）

※２�　「体育の授業以外で、児童の運動習慣を確立する手立てを行っている」と回答した公立小学校の
割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

体力テストの総合評価が「Ａ」・
「Ｂ」・「Ｃ」の子どもたちの割
合（※１）

75.1％ 76.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

「１学校１運動プロジェクト」
に取り組んでいる小学校の割合
（※２）

77.0％ 100％

6 全国学校体育大会の開催を契機とした運動部活動の活性化
 ●�　平成 30年度の全国高等学校総合体育大会および平成
32年度の全国中学校体育大会の開催を、三重のスポー
ツ推進と運動部活動の活性化につなげるため、中学校体
育連盟・高等学校体育連盟等の関係団体と連携しながら、
心に残る感動あふれる大会の開催をめざします。

 　�　また、子どもたちが生涯にわたって運動に親しむ意欲
や習慣を身につけられるよう、スポーツを「する」、「み
る」、「支える」といった大会への多様な関わりをとおし
て、多くの感動や達成感を味わえるよう取り組みます。 全国高等学校総合体育大会（走り幅跳び）

61



第 

３ 

章
健
や
か
に
生
き
て
い
く
た
め
の
身
体
の
育
成

施 

策

施策　体力の向上と運動部活動の活性化

全国高等学校総合体育大会の
開催ポスター

62

　平成30年度に全国高等学校総合体育大会（インターハイ）
を三重県を中心とした東海ブロックで開催します。三重県
では、32種目のうち、陸上競技をはじめとする 15種目と
総合開会式が開催されます。
　インターハイは、高校生が日頃の成果を発揮する、あこ
がれの最高の舞台であり、開催期間中には、選手・監督・
役員や保護者など 30万人以上の方々の来県が見込まれま
す。高校生の企画による三重の魅力発信やおもてなし活動
を行うなど、大会に向けた気運の醸成を進めていきます。
　
　また、平成 32年度には全国中学校体育大会を三重県を
含む東海ブロックで開催します。
　感動あふれる大会となるよう準備・運営を進めるととも
に、大会開催を契機とした競技の普及やスポーツの推進に
努めていきます。

全国高等学校総合体育大会、
全国中学校体育大会を三重県で開催！
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　　　　　 健やかに生きていくための身体の育成基本施策３

①�　家庭や社会の環境変化に伴い、子どもたちの食事、運動、睡眠等の基本的な生活習慣の確立
が難しくなりつつあります。

②�　身体活動の源となる栄養の摂取には歯と口の健康づくりが重要です。三重の子どもたちのむ
し歯の罹患率や、一人あたりの平均むし歯数が全国平均より高いことから、生涯にわたって健
康的で活力ある生活を送るためにも、子どもたちの基本的生活習慣の定着や食育等の取組と併
せて、歯と口の健康づくりの一層の充実を図る必要があります。

③�　性の問題行動や危険ドラッグをはじめとする薬物乱用等、子どもたちを取り巻くさまざまな
課題が顕在化しています。

④�　アレルギー疾患のある子どもたちの割合が年々増加していることや、心の健康に課題を抱え
る子どもの増加、インターネットやスマートフォンへの依存、過度なダイエット等、多様化す
る子どもたちの健康課題への対応や、感染症への対策が求められています。

⑤�　がんそのものの理解やがん患者に対する正しい認識を深める教育が不十分であると指摘され
ています。

⑥�　子どもたちが妊娠や出産、子育てに関する正しい知識を身につけ、自らの人生や家族の大切さ
について考え行動できるよう、性に関する指導やライフプラン教育の推進が求められています。

1 健康教育の推進
 ●�　望ましい生活習慣の確立等、子どもたちの健康課題に適切に対応し解決するため、学校にお
ける各教科、特別活動等の学校教育活動全体で健康教育を推進します。

2 保健指導の推進
 ●�　子どもたちのむし歯、歯肉炎の予防をはじめ、噛むことを通じた食育の推進を図るため、学
校歯科医等と連携した歯科保健指導を充実します。また、地域内での歯科保健活動をより一層
充実させるため、学校、行政、医療機関等が連携したネットワークの構築を図ります。

現状と課題

健康教育の推進

　子どもたち一人ひとりが、生涯にわたり心身の健康を自ら管理
できるよう、健康で充実した生活を送るために必要な知識と習慣
を身につけています。

主な取組内容

2
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 ●�　喫煙、飲酒、薬物乱用と健康との関わりについて、子どもたちが早い時期から認識を深めら
れるよう、関係機関と連携した教育の充実を図ります。

 ●�　アレルギー疾患のある子どもたちが安心して学校生活を送ることができるよう、アレルギー
疾患の理解と正確な情報の把握・共有に努めるとともに、事故の予防や緊急時の対応の充実を
図ります。

3 相談体制等の充実
 ●�　感染症や子どもたちの心のケア等への対応にあたって、地域の専門家を効果的に活用するな
ど、学校における相談体制の充実を図ります。

 ●�　アレルギー疾患対応等、子どもたちの健康課題の解決に向けた研修会を開催し、教職員の資
質向上を図ります。

4 がんに関する教育の推進
 ●�　子どもたちが、がんについて学び、正しく理解することを通じて、自他の健康と命の大切さ
について考えることができるよう、がんに関する教育を推進します。

5 ライフプラン教育の推進
 ●�　性に関する指導およびライフプラン教育を推進することをとおして、子どもたちが家庭を築
くことや子育てに関する意義を考え、妊娠・出産や適正体重を含めた母体の健康等に関する医
学的知識を正しく身につけることができるよう、ライフプラン、結婚、子育て等をテーマとし
た講演会の開催や保育実習等の機会の充実を図ります。

6 学校・家庭・地域等の連携
 ●�　学校関係者、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、地域の保健関係者等で組織する学校保健委
員会等を活用し、子どもたちの基本的生活習慣の確立や性の問題行動、薬物乱用、アレルギー、
心の健康、過度なダイエット等の健康課題の解決に向け、家庭・地域と連携を図り、子どもた
ちの健康づくりを推進します。

施策　健康教育の推進

※１�　「同じくらいの時間に寝ますか、起きますか」という質問に対して、「寝る、起きる」と回答し
た児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２　全校で給食後の歯みがきに取り組んでいる公立小学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

毎日、規則正しく寝起きしてい
る子どもたちの割合（※１）

小学生　寝る    37.6％
　　　　起きる 59.3％
中学生　寝る    31.0％
　　　　起きる 55.7％

小学生　寝る    43.0％
　　　　起きる 64.0％
中学生　寝る    36.0％
　　　　起きる 61.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

年間を通じ、給食後の歯みがき
を全校で実施している小学校の
割合（※２）

70.7％ 75.0％
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　　　　　 健やかに生きていくための身体の育成基本施策３

①�　子どもたちの健やかな成長には、健全で規則正しい食生活を送ることが大切です。しかしな
がら、近年、家庭におけるライフスタイルの多様化等に伴い、偏った栄養摂取、不規則な食事、
とりわけ朝食の欠食等、子どもたちの食生活にさまざまな課題がみられます。

②�　全国学力・学習状況調査と全国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果によると、朝食の摂
取と学力・体力との間に相関がみられることから、さらなる摂取率の向上が求められています。

③�　食育を効果的に行うためには、あらゆる教科や活動をとおして、学校教育活動全体で取り組
み、郷土教育、環境教育等とも関連づけることが必要です。

④�　食物アレルギーのある子どもたちが増加傾向にあり、安全性を最優先したより適切な対応が
求められています。

⑤�　地域の自然や文化、産業等に関する理解を深めるとともに、生産者や食に対する感謝の念を
育み、地産地消の意識を醸成するため、学校給食での地場産物の活用や農業体験等、食べ物を
育てる活動の充実が求められています。

1 学校教育活動全体での食に関する指導の充実
 ●�　子どもたちが健全な食生活を実践し、健康で豊かな人間性を育むために、栄養や食事のとり
方等について、正しい知識に基づいて自ら判断し、実践していく能力等を身につけることがで
きるよう、各教科や特別活動等と関連させ、学校教育活動全体で取り組む食の指導体制の充実
を図ります。
2 多様な主体と連携した食に関する指導の充実
 ●�　子どもたちが、地域の自然や文化、食を担う農林水産業、食料の大切さ等に関する理解を深
めるとともに、食への感謝の気持ちを持つことができるよう、家庭、生産者、地域、大学・研
究機関、企業等との連携を強化し、郷土の食材を活用したり、農業体験活動を行ったりするなど、
学校における食に関する指導の充実を図ります。

現状と課題

食育の推進

　学校・家庭・地域が一体となって食育に取り組み、子どもたち
が正しい知識に基づいて自ら判断し、実践していく能力等を身に
つけています。

主な取組内容

3
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3 学校給食の充実
 ●�　安全で安心な学校給食を提供するため、衛生管理講習会等を開催するなど、給食関係者の資
質向上および衛生管理の徹底を図ります。また、各学校において、食物アレルギーに係る安全
性を最優先した適切な対応ができるよう、教職員を対象とした研修会等を開催します。

 ●�　学校給食を食育の生きた教材として活用し、望ましい食生活や食料の生産等に対する子ども
たちの関心と理解を深めるとともに、学校給食関係者や生産者、食品製造事業者等と連携し、
学校給食における地場産物の使用割合の増加をめざします。

4 子どもたちの実践力の育成と家庭への啓発
 ●�　子どもたち自身が、地場産物を使用した朝食のメニューを考え、調理する「朝食メニューコ
ンクール」等をとおして、自らの食生活に関心を持ち、望ましい食習慣を身につけられる実践
力を育みます。
　�　また、食の大切さや地場産物とその生産者について子
どもたちの理解を深めるとともに、朝食摂取やバランス
よく栄養を摂ることの重要性等について保護者や地域に
啓発します。

施策　食育の推進

※１�　「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、「食べている」と回答した児童生徒の割合。
（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　食育推進を図るための校内委員会等を設置している公立小中学校の割合。（三重県教育委員会調
べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

朝食を毎日食べている子どもた
ちの割合（※１）

小学生　86.5％
中学生　84.0％

小学生　90.5％
中学生　88.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

食育推進のための校内委員会等
を設置している学校の割合
（※２）

小学校　64.0％
中学校　66.5％
（平成26年度）

小学校　100％
中学校　100％

　

朝食メニューコンクール小学生の部
最優秀受賞作品
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　　　　　 自立と社会参画をめざした特別支援教育の推進基本施策４

①�　発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加しています。発達障がいのある
子どもたちへの指導・支援の充実や校種間での円滑な支援情報の引継ぎ、まわりの子どもたち
の理解や適切なかかわりが大切です。

②�　特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校にも在籍していることから、全ての教員が特
別支援教育に関する一定の知識・技能を有することが必要です。

③�　一部地域の特別支援学校に在籍する子どもたちが増加しており、施設の狭
きょう
隘
あい
化等への対応が

必要です。

1 適切な指導・支援の充実
 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所、小中学校や高等学校において、発達障がいを含む特別な支
援を必要とする子どもたちへの個別の指導計画の作成と活用、パーソナルカルテを活用した支
援情報の引継ぎを行うことにより、一人ひとりの障がいの状態に応じた指導・支援の充実を図
ります。

 ●�　特別な支援を必要とする子どもを含む全ての子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を
実感できるよう、視覚情報の活用や見通しを持ちやすい展開の工夫等、授業のユニバーサルデ
ザイン化を図るとともに、障がいのある子どもへの合理的配慮 23 の提供を進めます。

 ●�　小中学校の通級指導教室で学ぶ子どもたちが、障がいの特性に応じた学び方を身につけるた
めの指導の充実を図ります。

 ●�　障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、可能な限り同じ場で共に学ぶことが
できる場面の一つとして交流および共同学習を進めます。

現状と課題

特別支援教育の推進

　障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、可能な限
り同じ場で共に学ぶインクルーシブ教育システムの構築が着実に
進み、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において、子
どもたちが自立と社会参画のために必要な力を身につけています。

主な取組内容

23 合理的配慮：障がいのある子どもが、他の子どもと平等に「教育を受ける権利」を享有・行使することを確保す
るために、学校の設置者および学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことであり、障がいのある子どもに対し、
その状況に応じて、学校教育を受ける場合に個別に必要とされるものである。なお、学校の設置者および学校に対
して、体制面、財政面において、均衡を失した、または過度の負担を課さないもの。（共生社会の形成に向けたイン
クルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）に示された定義。（平成 24（2012）年７月 23 日 
中央教育審議会初等中等教育分科会））

1
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2 教員の専門性の向上
 ●�　特別支援学校のセンター的機能として、小中学校等への教育相談や特別支援教育に係る研修
会を実施することにより、小中学校等の教員の専門性の向上を支援します。

 ●�　各校に配置されている特別支援教育コーディネーターが、特別な支援を必要とする子どもた
ちに対して適切な指導と支援ができるよう、市町等教育委員会と連携して研修の支援等を行い
ます。

 ●�　大学等と連携し、認定講習等による特別支援学校教諭免許状の取得を進めます。

3 特別支援学校の整備
 ●�　三重県立子ども心身発達医療センターおよび三重県立かがやき特別支援学校を新たに整備し、
医療、福祉、教育が連携した専門性の高い支援を行います。

 ●�　「三重県特別支援教育推進基本計画」に基づき、三重
県立特別支援学校東紀州くろしお学園（本校）、三重県
立松阪地域特別支援学校（仮称）の整備を進めます。

 ●�　在籍する子どもたちの増加や車両の老朽化に対応した
スクールバスの配備と更新を進めるとともに、特別支援
学校の計画的な施設改修等を行います。

施策　特別支援教育の推進

※１�　特別支援学級が設置されている公立小中学校のうち、特別支援学級においてパーソナルカルテ
が活用されている学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　公立小中学校の通常の学級および県立高等学校において、個別の指導計画を作成した学校の割合
（ただし、作成する必要のある該当者がいない学校数を除く）。（文部科学省「特別支援教育体制整
備状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

特別支援学級においてパーソナ
ルカルテを活用している小中学
校の割合（※１）

59.2％ 100％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

小中学校の通常の学級および高
等学校において個別の指導計画
を作成した学校の割合（※２）

小学校　83.3％
中学校　65.3％
高等学校89.4％

小学校　 100％
中学校　 100％
高等学校100％

　東紀州くろしお学園のイメージ図
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　　　　　 自立と社会参画をめざした特別支援教育の推進基本施策４

①�　特別支援学校においては、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を行っていま
すが、障がいが重度・重複化、多様化する傾向があるため、卒業後も地域の中で安心して暮ら
していけるよう、年齢や障がいの状態等に応じたキャリア教育の推進等、教育内容の一層の充
実が必要です。

②�　企業における業務内容が変化してきていることから、企業のニーズに応じた職業教育の充実
に加え、生徒本人の適性に合った職種の選択ができるよう、新たな職域の拡大につながる職場
開拓が求められます。卒業後に福祉事業所を利用する生徒については、基本的生活習慣の確立
を図るとともに、地域の中で自分らしく生きていくため、本人の願いや思いを尊重した支援が
求められます。

③�　卒業後の地域生活への円滑な移行が可能となるよう、地域の医療、福祉、労働等関係機関と
のさらなる連携が必要です。

1 計画的・組織的なキャリア教育の推進
 ●�　自立と社会参画に向けて、各発達段階に応じて育みたい能力や養いたい態度を考慮した特別
支援学校版キャリア教育プログラムを各校で作成し、計画的・組織的なキャリア教育を進めま
す。

 ●�　一人ひとりの教育的ニーズに対応するため、個別の指導計画に基づく指導とその評価を的確
に行います。

 ●�　一人ひとりの障がいの状況や特性に応じた指導を進めるために、幼稚部、小学部から高等部
までの計画的・組織的な指導、キャリア教育の充実、適切な指導形態の設定等の視点から、教
育課程の見直しを進めます。

現状と課題

特別支援学校におけるキャリア教育の推進

　特別支援学校において計画的・組織的なキャリア教育が実施さ
れ、子どもたちがそれぞれの進路希望を実現するとともに、卒業
後の地域生活への移行が円滑になされることで、地域の中で安心
して、自分らしく暮らしています。

主な取組内容

2
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2 進路希望の実現　
 ●�　特別支援学校高等部の企業就労については、生徒本人
の適性を十分に把握した上で、適した職種・業務と必要
な支援の方法を企業に提案する形の職場開拓を行いま
す。　

 ●�　早期から計画的に職場実習を実施し、職業観・勤労観
を育む職業教育を充実させることで、進路希望を実現す
るとともに、同じ職場で働き続けられるよう、関係機関
と情報共有を図り定着支援を行います。

 ●�　卒業後に福祉事業所を利用する生徒については、本人の願いや思いを受け止められるよう、
自己選択・自己決定の機会を増やすとともに、自立的な生活に必要な力を育みながら、必要な
支援について本人・保護者および関係機関等との調整を図ります。

3 地域生活への円滑な移行に向けた支援
 ●�　卒業までに、学校から地域の支援機関へと支援の主体が円滑に移行され、卒業後の生活が安
定して継続できるよう、個別の移行支援計画 24 等を活用し、教育機関と地域の医療、福祉、労
働等関係機関との一層の連携を進めます。

施策　特別支援学校におけるキャリア教育の推進

※１�　一般企業への就職を希望している県立特別支援学校高等部の生徒の就職率（就労継続支援Ａ型
事業所 25を除く）。（三重県教育委員会調べ）

※２�　県立特別支援学校のうちキャリア教育プログラムを作成した学校の割合。（三重県教育委員会調
べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

特別支援学校高等部の一般企業
就職希望者の就職率（※１）

100％
（平成26年度） 100％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

特別支援学校版キャリア教育プ
ログラムを作成した特別支援学
校の割合（累計）（※２）

25.0％
（平成26年度） 100％

24 個別の移行支援計画：卒業後の就労・生活支援への円滑な移行を見通し、在学中から関係機関等と連携して一人
ひとりのニーズに応じた支援を行うための計画であり、個別の教育支援計画の一部のこと。
25 就労継続支援Ａ型事業所：一般企業に雇用されることが困難であり、雇用契約に基づき就労が可能である障がい
者に対し、就労機会を提供するとともに、就労に必要な知識および能力の向上のために必要な訓練や支援を行う、
就労系の障がい福祉サービス事業所のこと。

製造現場で実習する高等部の生徒
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　小中学校、高等学校、特別支援学校におけるいじめの認知件数は減少傾向となっていますが、
より丁寧にいじめの認知を行うことが必要です。一方、暴力行為の発生件数については、自分
の考えや気持ちをうまく伝えられず、感情を抑えられないなどの理由から小学校での件数が増
加傾向にあり、早い段階からの指導の充実と、中学校への指導の継続が求められています。

②�　いじめや暴力行為等を未然に防止するためには、学校の教育相談体制を充実させることや、
教職員が子どもたちの行動や言葉のわずかな変化等の兆候を察知し、適切に対応することが必
要です。

③�　「いじめ防止対策推進法」や「三重県いじめ防止基本方針」等に基づいた未然防止およびい
じめ事案発生時の組織的対応を充実させていくことが求められています。また、「学校いじめ
防止基本方針」に基づき、それぞれの学校の実情等に応じて、実効性のある取組を行っていく
必要があります。

④�　スマートフォンの急激な普及により、ＳＮＳ 26 等でのトラブルやいじめが社会問題となって
おり、子どもたちのインターネット利用に関わる情報モラル向上や、保護者への啓発をどのよ
うに進めていくかが課題となっています。

⑤�　心理的、家庭的に複雑な背景を抱える子どもたちの行動に対して、学校だけでは対応が困難
な事案が増加しており、学校と関係機関との連携を強化しながら対応していくことが必要と
なっています。

1 いじめや暴力を許さない子どもたちの育成
 ●�　道徳教育・人権教育をはじめ、学校教育活動全体を通じて、子どもたちが生命を大切にし、
いじめや暴力を許さず、相手を思いやる心や個性を認め合う態度等を身につけられるよう支援
に努めます。また、県、市町、学校、保護者等の責務や役割等を明記した総合的な視点での「い

現状と課題

いじめや暴力のない学校づくり

　子どもたちが互いに認め合い、自ら問題解決に向けて適切に行
動できる力を身につけています。また、いじめや暴力事案に対して、
学校全体で解決に取り組む体制が整っています。

主な取組内容

26 ＳＮＳ：５ページ参照。

1
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じめ防止条例（仮称）」の制定を検討します。

2 教職員の教育相談に関する資質の向上
 ●�　子どもたちの行動や言葉のわずかな変化等の兆候を察知し、不安や葛藤等の内面の感情に寄
り添った支援ができるよう、教職員が教育相談に関する専門的内容を学ぶ研修会、教育相談に
携わる教職員が相互につながり、地域でのネットワークを広める研修会を開催します。

3 学校内外の教育相談・支援体制の充実
 ●�　いじめや暴力行為等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、学校現場において、
スクールカウンセラーを効果的に活用するとともに、学校の要請に応じて、生徒指導特別指導
員やスクールソーシャルワーカー等からなる専門家チームを派遣します。

 ●�　いじめ問題等に悩む子どもたちや保護者を対象とした毎日24時間対応の「いじめ電話相談」
を実施するとともに、臨床心理相談専門員（臨床心理士）による専門的な教育相談を実施します。

4 いじめの実態把握と組織的な対応の推進
 ●�　いじめ等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、「三重県いじめ防止基本方針」お
よび「学校いじめ防止基本方針」に基づいた、組織的な対応が推進されるよう取り組みます。

 ●�　各学校における学期に１回以上のアンケート調査や、県が実施するいじめ問題に係るアンケー
ト調査を行うなど、きめ細かな実態把握ができるよう工夫し、いじめの解消に向けた組織的な
対応が推進されるよう取り組みます。

 ●�　いじめを受けた子どもおよびその保護者に対して情報を適切に提供するため、知事の諮問に
応じて、三重県いじめ調査委員会で調査審議を行います。

5 スマートフォン等に対応した情報モラル教育の推進
 ●�　子どもたちがインターネット利用に関わるルールやマ
ナー等の情報モラルを主体的に身につけるための取組を
進めます。また、保護者への啓発のため、ネット啓発講
座等を実施します。

6 学校と関係機関との連携
 ●�　学校だけでは対応が困難な事案に対し、学校と関係機
関が連携してよりよい問題解決に向けて、スクールソー
シャルワーカー等の活用を図ります。

施策　いじめや暴力のない学校づくり

高校生スマホサミット
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※１�　公立小中学校および県立高等学校の児童生徒 1,000 人あたりの暴力行為発生件数。（文部科学
省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」）

※２�　いじめや暴力行為等に関するきまりや対応の基準を明確にしたものを保護者会やＷｅｂサイト等
で公表し、理解と協力を得ることをとおして、いじめや暴力行為等の未然防止に取り組んでいる公
立小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

小・中・高等学校における1,000人
あたりの暴力行為発生件数
（※１）

小学校　  2.7 件
中学校　10.5 件
高等学校  2.8 件
（平成26年度）

小学校　  1.6 件
中学校　  9.5 件
高等学校  2.0 件

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

いじめや暴力行為等に関するき
まりや対応の基準を明確にした
ものを保護者や地域住民等に公
表し、理解と協力を得るよう取
り組んでいる学校の割合（※２）

93.0％ 100％
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施策　いじめや暴力のない学校づくり施策　いじめや暴力のない学校づくり
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　いじめが背景事情として認められる生徒の自殺事案の発生を深刻に受けとめ、平成24年、
三重県知事と県教育委員会委員長の連名による「かけがえのない命！いじめを絶対に許さ
ない緊急アピール」を行いました。また、平成 26年には、「三重県いじめ防止基本方針」
を策定し、いじめ防止に向けたさまざまな取組を進めています。
　「いじめは、どの子にも、どの学校にも起こりうる」との認識のもと、子どもたちが発す
るサインを見逃さないようにして、いじめの未然防止、早期発見・早期対応に努めること
が重要です。

いじめの根絶に向けて組織的に
取り組みます！

かけがえのない命！いじめを絶対に許さない緊急アピール

平成24年７月 20日

三　重　県　知　事　　　　鈴　木　英　敬

三重県教育委員会委員長　　丹　保　健　一

　児童生徒が自らの尊い命を絶つという痛ましい事案が発生してお

り、この事態を深刻に受け止めているところであります。

　いじめは、決して許されないものです。どの子どもにも、どの学校

でも起こり得るものです。いま、子どもたちのため、学校はもとより、

地域の大人一人ひとりが、改めてこの問題の重大性を認識してくだ

さい。そして、いじめの兆候をいち早く把握し、迅速に対応してく

ださい。

　子どもたちに関わる、私たち一人ひとりが、「いじめは絶対に許さ

ない」「子どもたちを徹底して守り通す」という覚悟のもと、相互に

連携を深めて、それぞれの役割や責任を果たしていくことが必要で

す。
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　三重県においては、南海トラフ地震の発生が危惧されるとともに、局地的大雨等の風水害が
発生しています。南海トラフ地震や津波、風水害等の自然災害から子どもたちの命を守るため、
防災学習教材の充実、教職員の防災に関する意識や知識の向上等に引き続き取り組み、防災教
育を推進していく必要があります。

②�　学校は、地震、台風、局地的大雨等による災害発生時においては、子どもたち等の安全を確
保するとともに、地域住民の緊急避難場所や避難所となる場合もあることから、学校施設の防
災機能の充実や、学校と家庭・地域との連携が求められています。

③�　小中学校の耐震対策の工事を行う市町に対して、情報提供と助言を積極的に行っていますが、
財政事情等により耐震対策の取組が遅れている市町があります。

1 子どもたちの防災学習の充実
 ●�　子どもたちが自分の命は自分で守る力を身につけられるよ
うに、学校現場の意見をふまえ、「防災ノート」等の防災学
習教材の充実を図るとともに、防災タウンウォッチング・防
災マップづくり等の体験型防災学習や防災訓練等の実施を支
援し、学校における防災教育を推進します。

 ●�　学校における防災教育・防災対策をより一層推進するため、
みえ防災・減災センター等と連携して、教職員の防災に関す
る研修を充実します。

2 家庭・地域との連携
 ●�　子どもたちの安全を確保するとともに、子どもたちが支援者となる視点から、発達段階に応
じて地域の一員として行動できるように、学校と保護者や地域住民、近隣学校等が連携した防

現状と課題

防災教育・防災対策の推進
　防災学習を通じて、子どもたちが、地震や津波、風水害等の自然
災害に対して、自分の命は自分で守る力を身につけています。また、
子どもたちが安全で安心して学習できるよう、全ての学校におい
て、校舎の耐震化および非構造部材の耐震対策が進んでいるとと
もに、緊急避難場所や避難所に指定されている学校の防災機能が
強化されています。

主な取組内容

防災ノートで学習する小学生

2
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災学習や避難訓練等を実施するなど、家庭・地域と連携した取組を進めます。

3 防災機能の強化を取り入れた学校施設の整備
 ●�　県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策については、本ビジョンの計画期間中に完了
するよう整備を進めます。

 ●�　必要に応じて避難経路、屋外トイレ、外階段等の整備を進めます。太陽光発電設備の整備に
おいては、自立運転機能の付加、蓄電池の設置を併せて行います。

4 市町に対する防災・耐震対策に係る情報提供と助言
 ●�　市町において非構造部材の耐震対策等の防災・耐震対策が計画的に完了するよう支援します。

施策　防災教育・防災対策の推進

※１�　児童生徒のいる家庭で、通っている学校の防災教育の内容を知っていて、家庭で防災対策につ
いて話し合ったことがある県民の割合。（三重県調べ）

※２�　家庭・ＰＴＡ・自主防災組織・地域住民等、他の主体と連携した防災の取組を実施している公立
小中学校および県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

学校の防災教育の内容を知って
いて、家庭で防災対策について
話し合ったことのある県民の割
合（※１）

15.3％ 30.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

家庭や地域と連携した防災の取
組を実施している学校の割合
（※２）

― 100％

小学校と山をつなぐ避難路
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　子どもたちの交通人身事故発生件数は、減少傾向で推移していますが、いまだ多くの子ども
たちが交通事故により死傷するなど、憂慮すべき状況にあります。特に、子どもたちが関わる
交通事故のうち、自転車乗用中の交通事故が最も多く発生していることから、基本的な自転車
の乗り方や交通ルールの徹底等、発達段階に応じた実効性のある交通安全教育を継続的に行っ
ていく必要があります。また、通学路をはじめとする道路の交通安全確保についても、教育委
員会、学校、家庭、道路管理者、警察等が連携し、継続的に取り組んでいくことが必要です。

②�　子どもたちが被害者となる性犯罪や、その前兆である声掛け、つきまとい等の事案が後を絶
ちません。ソフト・ハード両面から子どもたちの安全・安心を確保するための環境整備を推進し、
地域社会全体で子どもたちを見守る体制の整備を一層図るとともに、子どもたちが防犯意識を
高め、自分の命は自分で守るための危険予測・危険回避能力を身につけることが必要です。

③�　子どもたちの急増期に建築された学校施設の老朽化が進んでおり、安全面や機能面において
改善を図ることが喫緊の課題です。

④�　子どもたちへの安全指導や学校施設の安全点検・整備の取組にも関わらず、依然として学校
施設・設備に起因する事故が起こっています。

⑤�　依然としてなくならない飲酒運転の根絶のためには、社会全体で「飲酒運転をしない、させ
ない、許さない」という意識の定着に取り組む必要があります。このため、「飲酒運転０（ゼロ）」
をめざした教育を推進する必要があります。

⑥�　県内児童相談所における平成26（2014）年度の児童虐待相談対応件数は、1,112件に達し
ています。児童虐待は子どもたちの健やかな成長を妨げるとともに、重篤化すると子どもたち
の命に危険を及ぼすことから、未然防止および早期発見・早期対応の取組をより一層充実させ
ることが必要です。

現状と課題

子どもたちの安全・安心の確保

　地域全体で学校内外における子どもたちの安全確保に取り組む
体制の構築が進むとともに、学校施設における安全性が確保され
ています。また、安全教育の推進により、子どもたちが危険予測・
危険回避能力を身につけています。

3
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1 通学路の安全対策
 ●�　子どもたちが通学路等を点検し、犯罪が起こりやすい
場所や安全な場所を見つけてマップにあらわす「地域安
全マップ」づくりや交通上危険な箇所をまとめた「交通
安全マップ」づくりに取り組む学校を支援します。

 ●�　子どもたちの登下校時の安全を確保するため、「通学
路交通安全プログラム」に基づく通学路の合同点検や安
全対策の改善・充実を、各地域の教育委員会、学校、家庭、
道路管理者、警察等の関係機関が連携・協働しながら繰
り返し実施します。

 ●�　通学路等において防犯活動を行うさまざまな機関・団体のネットワークを活用して、子ども
たちの安全確保活動の一層の充実を図ります。

2 交通安全教育・防犯教育の推進
 ●�　学校教育活動全体をとおして、子どもたちに対する交通安全教育・防犯教育に取り組みます。
 ●�　子どもたちが交通事故の当事者とならないため、歩行者・自転車利用者に重点を置いた参加・
体験・実践型の交通安全教室を各学校等において実施します。

 ●�　交通ルールやマナーについて、法制度の改正もふまえながら、具体的な事例を適宜取り上げ、
家庭と連携しながら指導に努めます。

 ●�　高校生の防犯意識を高め、危険予測・危険回避能力を育成するための実践的な防犯教育を推
進するとともに、教職員等研修を実施し、効果的な防犯
教育・防犯対策を推進します。

 ●�　犯罪被害を回避する能力等が子どもたちに身につくよ
う、学年や理解度に応じて紙芝居や演劇、ロールプレイ
方式等を用いた参加・体験型の防犯教室を開催します。

 ●�　「三重県飲酒運転０（ゼロ）をめざす条例」をふまえ、
発達段階に応じた飲酒運転防止のための教育を実施しま
す。

3 教員の安全教育に係る研修の充実
 ●�　学校における交通安全教育および防犯教育に関わる教員を育成するため、学校安全教室講習
会や不審者侵入対応訓練を実施します。また、教員等を対象にした自転車等交通安全指導者研
修を実施します。

4 学校・家庭・地域・関係機関等が連携した安全確保の推進
 ●�　地域社会全体で子どもたちを守るため、学校・家庭・地域および関係機関が連携し、学校安
全ボランティア（スクールガード）による登下校時の見守り活動や巡回活動等の取組と体制整
備を推進します。

主な取組内容

施策　子どもたちの安全・安心の確保

交通安全マップづくりに取り組む子どもたち

高校生による防犯教室
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 ●�　子どもたちが犯罪等の被害に遭わず、安心して登下校できるよう、通学路や通学時間帯に重
点を置いた警察官によるパトロールを強化します。

 ●�　子どもたちが被害に遭った事案等の発生情報を保護者や地域住民と迅速に共有するため、警
察と学校等関係機関との情報共有体制を強化するとともに、警察本部のＷｅｂサイトや電子
メール等を活用した情報発信活動を推進します。

 ●�　子どもたちが犯罪等の被害に遭いにくい環境を整備するため、自治体や自治会等による犯罪
抑止インフラの整備拡充を促進します。

5 福祉犯対策の推進
 ●�　子どもたちの福祉を害する犯罪（福祉犯）の被害を受けた子どもたちの発見・保護のため、
児童買春・児童ポルノ事犯をはじめとする福祉犯の取締りを推進します。

6 学校施設の安全・防犯対策
 ●�　県立学校については、学校施設の安全対策および長寿命化改修を取り入れた老朽化対策工事
を計画的に実施するとともに、学校施設に係る法定点検および各種自主点検を定期的に実施し
ます。

 ●�　県立学校の防犯対策として、不審者情報があったり、子どもたちへの被害の発生が予見され
たりする場合等において、犯罪抑止効果を含む有効性を総合的に判断し、防犯カメラの設置等
を検討します。

 ●�　小中学校については、国の補助制度を市町が活用できるよう支援することで、安全・防犯対
策を進めます。

7 児童虐待の防止
 ●�　児童虐待の未然防止および早期発見・早期対応のため、各市町に設置されている要保護児童
対策地域協議会を中心に、教育委員会、学校、児童相談所、警察等の関係機関が緊密に連携し、
子どもの保護・支援に努めます。また、子どもや保護者に対する児童虐待防止のための教育や
啓発に努めます。

8 青少年の健全育成
 ●�　有害な図書等、青少年の健全な成長を阻害するおそれのある環境から、青少年を保護するた
め、「三重県青少年健全育成条例」に基づき、書店やコンビニエンスストア、携帯電話販売店等
への立入調査を行います。
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施策　子どもたちの安全・安心の確保

※１　18 歳以下の子どもの交通人身事故発生件数。（三重県警察本部調べ）

※２�　交通安全教育の観点から、校区の危険な箇所等をまとめた交通安全マップを児童等が作製してい
る公立小学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

子どもの交通人身事故発生件数
（※１） 383件 300件

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

児童等が交通安全マップを作製
している小学校の割合
（※２）

74.6％
（平成26年度） 100％

スクールガードに見守られ登校する子どもたち

交通ルールやマナーを学ぶ
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　三重県の小中学校の不登校児童生徒数は、増加傾向にあります。学年別でみると、中学１年
生で急増する傾向にあることから、適切な対応が必要です。

②�　多様化・複雑化する不登校の問題に対応するためには、子どもたちに対する途切れのない支
援が求められており、学校や中学校区での教育相談体制を充実させる必要があります。特に小
学校の不登校が増加傾向にあることから、早期からの対応が必要です。

③�　不登校の背景に家庭環境が影響していると思われる事例もあることから、スクールソーシャ
ルワーカーを活用し、福祉的な支援を行う必要があります。

④�　全ての子どもたちにとって居心地の良い集団づくりを行うために、子どもたちが基本的な生
活習慣や学習規律等を身につける必要があります。

⑤�　子どもたちの行動や言葉の裏側にある心理的な意味を理解し、子どもたちや保護者に適切な
支援ができるよう、教職員の教育相談に関する資質の向上を図る必要があります。

⑥�　学校だけでは対応が困難な不安や悩みを抱える子どもたちもいることから、学校以外におい
ても教育相談の場を提供する必要があります。

⑦�　将来の社会的自立に向け、学力保障や進路保障の面から、不登校の子どもや保護者を支援す
る必要があります。

⑧�　不登校の子どもや保護者への支援を専門的に行う教育支援センター（適応指導教室）の指導
員の教育相談に関する資質向上を図る必要があります。

現状と課題

居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）

　子どもたち一人ひとりの自尊感情や充実感を高め、社会性や自
立心を育む教育活動を展開することで、子どもたちが互いに尊重
する心を身につけています。

4
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1 魅力ある学校・学級づくり
 ●�　一人ひとりの子どもたちが安心して意欲的に学ぶことができる、魅力ある学校・学級づくり
を行うために、子どもたちの仲間づくり等の自主的・自律的な活動を推進します。

 ●�　子どもたちへのアンケート調査や日常の観察、教育相談等による実態把握をとおして、子ど
も理解に努めます。

 ●�　中学１年生で急増する不登校に対応するため、小学校と中学校の連携を図り、円滑な中学校
生活への移行を進めます。

2 教職員の教育相談に関する資質の向上
 ●�　教職員の教育相談に関する資質向上を図るため、教育相談に関する専門的内容を学ぶ研修会
や家庭・地域、保健・福祉等との連携のあり方を学ぶ研修会を開催するとともに、研修会を通
じて教育相談に携わる教職員のネットワークづくりを進めます。

 ●�　地域の教育支援センター（適応指導教室）指導員の資質向上を図るため、指導員が不登校の
子どもの心の理解と対応方法について学ぶとともに、幼稚園・認定こども園・保育所および小
中学校と連携を深めるための研修会を開催します。

3 学校内外の教育相談・支援体制の充実
 ●�　不登校やいじめ等の未然防止および早期発見・早期解決を図るため、県立学校および中学校
区に配置しているスクールカウンセラーを活用した教育相談を行います。また、学校の要請に
応じてスクールソーシャルワーカー等からなる専門家チームの派遣や、福祉等の関係機関と連
携した支援を行います。

 ●�　臨床心理相談専門員（臨床心理士）による子どもや保護者を対象とした専門的教育相談の実
施や、教職員を対象とした教育相談に係る指導・助言を行います。

 ●�　学校・家庭・地域が相互に協力・補完しながら、多様な学習の機会を提供することにより、
子どもの社会的自立に向けて支援します。

4 関係機関との連携
 ●�　不登校の背景が多様化・複雑化していることから、スクールソーシャルワーカーを活用した
福祉的なアプローチによる学校内外のネットワークづくりに加え、教育支援センター（適応指
導教室）やフリースクール、ＮＰＯ等との連携を図ります。

主な取組内容

施策　居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）
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※１�　公立小中学校および県立高等学校の児童生徒 1,000 人あたりの不登校児童生徒数。本調査にお
ける不登校児童生徒数とは、年度内に連続または断続して 30 日以上欠席した児童生徒のうち、「不
登校」を理由とする者をいう。（文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する
調査」）

※２�　子どもたちの居場所づくり・絆づくりに関わる校内研修やケース会議等を実施した公立小中学校
の割合。（三重県教育委員会調べ）

※３�　「前年度までに学校生活の中で、児童生徒一人ひとりのよい点や可能性を見つけ、児童生徒に伝
えるなど積極的に評価しましたか」という質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学校の割合。

（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

小・中・高等学校における1,000人
あたりの不登校児童生徒数
（※１）

小学校　    4.7 人
中学校　  28.9 人
高等学校  14.8 人
（平成26年度）

小学校　    3.9 人
中学校　  26.2 人
高等学校  14.4 人

　

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

子どもたちの居場所づくり・絆
づくりに関わる校内研修等を実
施した学校の割合（※２）

91.9％
（平成26年度）

100％
（平成30年度）

学校生活の中で子どもたち一人
ひとりのよい点や可能性を見つ
け、子どもたちに伝えるなど積
極的に評価した学校の割合
（※３）

小学校  97.6％
中学校  99.4％

小学校  100%
中学校  100%
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施策　居心地の良い集団づくり（不登校児童生徒への支援）

84

　平成 27年 4月に「地方教育行政の組織及び運
営に関する法律の一部を改正する法律」が改正施
行されました。これに伴い、知事と教育委員会が
教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層、
県民の皆さんの思いを反映した教育行政を推進す
るため、「三重県総合教育会議」が設置されました。

　平成 27年度は、総合教育会議を 11回開催し、
今後４年間の三重県の教育・人づくりの大きな方向性を示す「三重県教育施策大綱」につ
いて議論するとともに、子どもたちの学力や体力の向上、幼児教育・家庭教育の充実、い
じめや暴力のない学校づくり等について協議しました。

　三重県教育ビジョンは、「三重県教育施策大綱」の「三重の教育に関する基本方針」等を
ふまえ、その取組内容や数値目標を示しています。
　無限の可能性を持つ子どもたちの未来が輝くために、行政や学校が何をしていくべきか、
知事と教育委員会がしっかり議論を行い、三重県庁全体で教育に全力で取り組んでまいり
ます。

知事と教育委員会が協議する
「三重県総合教育会議」

三重県総合教育会議での協議の様子
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　三重県では、ほとんどの子どもたちが高等学校に進学している状況にあります。しかし、目
的を持たずに高等学校へ進学した生徒の中には、学校生活や学業にうまく適応できずに中途退
学に至る者がいます。

②�　中学生が自分の興味・関心や適性に応じて主体的に学校を選択することができるよう、中学
校の進路指導や高等学校の情報発信を一層充実する必要があります。

③�　中途退学者数は減少傾向にあるものの、学習の遅れが原因で中途退学する生徒がいることか
ら、授業の改善や個々に応じた指導の充実を図る必要があります。

④�　社会が急激に変化するとともに、子どもたちや保護者のニーズが多様化していることから、
高等学校の一層の特色化・魅力化に取り組む必要があります。

⑤�　学ぶ意欲のある生徒や、やむを得ず中途退学に至った子どもたちに対しては、転入学や編入
学制度の活用、関係機関と連携した適切な支援をしていく必要があります。

1 中学生の主体的な学校選択を促す取組
 ●�　進学を希望する中学生が、自らの興味・関心や適性に
基づいて目的意識を持って進学できるよう、中学校にお
ける進路指導やキャリア教育の充実を図ります。

 ●�　高等学校での学習を十分に理解した上で進学できるよ
う、体験入学や授業公開、県のＷｅｂサイトによる情報
発信等を一層進め、入学前後のイメージのギャップが原
因となる中途退学を減少させます。

現状と課題

高校生の学びの継続（中途退学への対応）

　子どもたちが、自分の興味・関心や適性に応じて選択した高等
学校で、意欲を持って学習活動を行い、社会に参画する力を身に
つけています。

主な取組内容

高校生活入門講座での体験実習

5
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2 学習指導の充実と高等学校の一層の特色化・魅力化
 ●�　学習の遅れが原因となる中途退学を防止するため、義務教育段階での学習内容の確実な定着
を図ります。

 ●�　生徒が意欲を持って学習に取り組むことができるよう、多様なニーズに対応できる高等学校
の特色化・魅力化を一層推進します。

3 組織的な教育相談体制の充実
 ●�　生徒が高等学校での生活に早期に適応し、意欲を持って学習を継続できるよう、ガイダンス
やオリエンテーション、個別面談等、教員やスクールカウンセラーによる教育相談体制の充実
を図ります。

4 多様な背景を抱える生徒への支援
 ●�　多様な家庭背景を抱える生徒が、安心して高等学校での学習を継続していけるよう組織的に
取り組みます。また、スクールソーシャルワーカー等の活用を図るなど、専門家や関係機関と
も連携し、積極的な支援に努めます。

5 学びの継続と中途退学者への支援
 ●�　学ぶ意欲のある生徒や、やむを得ず中途退学に至った子どもたちに対し、学習の継続や学び
直しの機会として、転入学や編入学制度を適切に活用した支援を行います。

 ●�　地域若者サポートステーション等の関係機関との連携を図り、子どもたちの社会参画に向け
た活動を支援します。

施策　高校生の学びの継続（中途退学への対応）

※１�　県立高等学校（全日制）の中途退学率。（文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問
題に関する調査」）

※２�　県立高等学校入学者を対象としたアンケートにおいて、「中学生のときに、在籍校を含めて複数
の学校の高校生活入門講座に参加した」と回答した生徒の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

高等学校（全日制）における中
途退学率（※１）

0.83％
（平成26年度） 0.80％以下

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

中学生のときに複数の学校の高
校生活入門講座に参加した生徒
の割合（※２）

― 100％
（平成30年度）
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　　　　　 笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり基本施策５

①�　我が国の子どもの貧困率は16.3％（平成24（2012）年）に達しており、家庭の経済状況や環
境等により、子どもたちの進学機会や学力等に差が生じているとの指摘があります。また、教育
格差が原因となって、貧困の連鎖が生まれるなどの悪循環が生じているとの指摘もあります。

②�　子どもたちの不登校や問題行動等の背景の一因には、家庭的な要因が考えられるため、スクー
ルソーシャルワーカーやスクールカウンセラー等の専門家が連携を図りながら、チームとして
支援していくことが必要です。

③�　平成 26(2014) 年４月以降、世帯所得が一定額未満であるなどの要件を満たす世帯に就学支
援金が支給されています。この要件に該当する世帯においては、高等学校の授業料の負担はあ
りませんが、授業料以外の費用（実習材料費、学年会費、ＰＴＡ費等）は、特に低所得世帯に
負担となっています。

④�　各地域や学校においては、子どもたちの学びと育ちに関わるさまざまな活動が展開されてい
ますが、放課後や土曜日、長期休業期間を活用し、学校・家庭・地域の連携のもとで、子ども
たちの教育環境の一層の充実を図る必要があります。

⑤�　家庭の経済的な環境等を背景として生じる子どもたちの自尊感情や学習・進路選択に対する
意欲の低下を防ぐ必要があります。

⑥�　里親や児童養護施設等の社会的養護のもとで生活している子どもたちに対する理解を深める
とともに、児童相談所等の関係機関との連携強化を図っていく必要があります。

1 支援体制と相談機能の充実
 ●�　学校を子どもの貧困対策のプラットフォーム 27 として位置づけ、スクールソーシャルワー
カーやスクールカウンセラーの効果的な活用を進めていくことにより、福祉等の関係機関と連
携した支援や教育相談体制の充実を図ります。

現状と課題

学びのセーフティネットの構築

　子どもたちの将来が、生まれ育った家庭の経済的な環境等によっ
て左右されることのないよう、必要な支援が行われることにより、
子どもたちが意欲的に学んでいます。

主な取組内容

27 学校を子どもの貧困対策のプラットフォーム：国の「子供の貧困対策に関する大綱」の教育の支援において用い
られているキーワード。ここでは、学校を核として、さまざまな関係者や専門家がつながり、子どもたちを多面的
にサポートするとの趣旨で用いている。

6
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2 就学に係る経済的支援の推進
 ●�　授業料以外の就学に必要な経費を軽減するため、国公立高等学校等の子どもたちの保護者の
うち、低所得世帯に属する者に対し、返還不要の高校生等奨学給付金を支給します。

 ●�　経済的な理由により高等学校等における修学が困難な者を支援するため、三重県高等学校等
修学奨学金を貸与します。また、ひとり親家庭については、貸与に係る収入基準の見直しによ
り支援の充実を図ります。

3 学習支援の充実と進路保障
 ●�　地域住民の知識や経験、技能を活用した学習や体験活動等が充実するよう、環境整備に取り
組みます。また、子どもたちの学習環境が一層充実するよう、放課後の補充学習や地域未来塾 28

の取組、土曜日の授業や土曜学習等の効果的な活用を推進します。
 ●�　ひとり親家庭や生活困窮家庭（生活保護世帯を含む。）等の子どもたちへの学習を支援します。

4 自尊感情、学習・進路選択に対する意欲の向上
 ●�　教育的に不利な環境のもとにある子どもたちの自尊感情、学習・進路選択に対する意欲を高
めるために、学校・家庭・地域が連携して学習支援や体験活動等に取り組む「子ども支援ネッ
トワーク」の活動を促進します。

5 社会的養護が必要な子どもたちへの支援
 ●�　教職員等に対し、里親や児童養護施設のもとで生活している子どもたちへの理解促進や里親
委託制度の周知を図ります。また、社会的養護が必要な子どもたちに対して、関係機関との連
携による必要な支援を行います。

施策　学びのセーフティネットの構築

28 地域未来塾：経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身について
いなかったりする中学生等への学習支援。

※１�　生活保護世帯に属する生徒であって、中学校を卒業した翌年度に高等学校（特別支援学校高等
部を含む）、高等専門学校または専修学校の高等課程等に入学した者の割合。（厚生労働省「就労
支援等の状況調査」）

※２�　「前年度に、放課後を利用した補充的な学習サポートを実施しましたか」という質問に対して、
週２回以上実施したと回答した公立小中学校の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

生活保護世帯に属する子どもの
高等学校等進学率（※１）

93.5％
（平成26年度） 98.8％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

放課後を利用した補充的な学習
サポートを週２回以上実施した
学校の割合（※２）

小学校  22.7％
中学校  13.7％

小学校  27.0％
中学校  18.0％
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　　　　　 地域に開かれ信頼される学校づくり基本施策６

①�　子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化する中で、学校だけ
でなく、社会全体で子どもたちを育てることが求められています。

②�　子どもたちの豊かな育ちを支えるため、学校・家庭・地域の関係者が目標や課題を共有し、
地域のニーズを的確かつ機動的に反映させるコミュニティ・スクール 29 等の取組により、「地
域とともにある学校」となることをめざす必要があります。

③�　地域の実情にあわせ、コミュニティ・スクールや学校支援地域本部 30 等を活用し、学校と
地域が連携した取組が進められています。コミュニティ・スクールに比べて導入しやすい学校
支援地域本部の設置校が多いことから、学校支援地域本部の設置拡大を図りながら、コミュニ
ティ・スクールへのステップアップを促進する必要があります。

④�　子どもたちや保護者、地域住民の期待に応える学校づくりを実現するため、対話と気づきを
大切にした教職員の主体的な取組による組織的かつ継続的な改善活動をさらに進めていく必要
があります。

⑤�　地域の人材を活用した教育を進めるとともに、学校施設等の教育資源の地域開放や学校の情
報発信を進める必要があります。

1 「地域とともにある学校づくり」の推進
 ●�　子どもたちを中心に据えた「地域とともにある学校づくり」を推進するため、地域とともに
ある学校づくりサポーターの派遣等を通じて、コミュニティ・スクール等の地域と一体となっ
て子どもたちを育む仕組みの導入を図ります。

 ●�　学校支援地域本部等を導入することにより、大学生や退職教員等の地域住民の知識・技能を
活用した学校支援体制づくりを促進します。

現状と課題

開かれた学校づくり

　子どもたちの学びと育ちを支えるため、保護者や地域住民の学
校運営等への参画が進み、学校・家庭・地域が一体となった教育
活動が行われています。

主な取組内容

29 コミュニティ・スクール：23 ページ参照。
30 学校支援地域本部：23 ページ参照。

1
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 ●�　保護者や地域住民が当事者意識を高め、学校運営に積極的に
参画するよう働きかけるとともに、地域の人びとが集い学ぶ場
づくりを進め、学校を核とした地域づくりの取組を広げます。

 ●�　コミュニティ・スクール等の導入・促進を図るため、人事規
定のあり方や指定校への常勤職員の配置等を国に提言・提案し
ていきます。また、コミュニティ・スクールへの認識を深める
ため、教職員研修を実施します。

2 学校マネジメントの質的向上
 ●�　学校マネジメントを組織的に進め、教育活動その他の学校運営の質的向上を図ることで、子
どもたちや保護者、地域住民から信頼され活力ある学校づくりを推進します。そのために、校
長をはじめとする全ての教職員が「学校マネジメントシステム」について理解を深め、学校自
らが対話と気づきによる継続的な改善活動を実践できるよう支援します。

3 学校評価の充実
 ●�　小中学校および県立学校が、「学校マネジメントシステム」の考え方をもとにした学校自己評
価を、学校関係者評価により客観性を持たせることで充実させ、継続的な改善活動につなげて
いきます。また、学校関係者評価が実効性のある取組となり、改善活動に対する保護者や地域
住民の協力が得られるよう、実践事例の普及に努めます。

4 地域による学習支援の体制づくりの推進
 ●�　地域住民の知識や経験、技能を活用した学習や体験活動等が充実するよう環境整備に取り組
みます。また、子どもたちの教育環境が一層充実するよう、土曜日の授業や土曜学習等の効果
的な活用についての普及に努めます。

施策　開かれた学校づくり

※１�　「今住んでいる地域の行事に参加していますか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童
生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　「家の人が、授業参観や運動会などの学校の行事に来ますか」という質問に対して、肯定的な回
答をした児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

地域の行事に参加している子ど
もたちの割合（※１）

小学生  72.0％
中学生  50.7％

小学生  80.0％
中学生  60.0％

家の人が、授業参観や運動会等
の学校の行事に来る子どもたち
の割合（※２）

小学生  97.6％
中学生  78.9％

小学生　 98.0％
中学生 　84.0％

地域の方と一緒に苗の植えつけ
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※３�　「コミュニティ・スクールの取組を推進している」と回答した公立小中学校の割合。（三重県教育
委員会調べ）

※４�　「学校支援地域本部の取組を推進している」と回答した公立小中学校の割合。（三重県教育委員会
調べ）

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

コミュニティ・スクールに取り
組んでいる小中学校の割合
（※３）

14.6％ 27.0％

学校支援地域本部に取り組んで
いる小中学校の割合（※４） 42.0％ 50.8％
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施策　いじめや暴力のない学校づくり施策　開かれた学校づくり

文部科学省Ｗｅｂサイトより

92

　コミュニティ・スクールは、
学校と保護者や地域の皆さん
がともに知恵を出し合い、学
校運営に意見を反映させるこ
とで、協働しながら子どもた
ちの豊かな成長を支え「地域
とともにある学校づくり」を
進める仕組みです。

　コミュニティ・スクールを推進している学校や地域では、学校・家庭・地域が協働した多
様な活動が展開されています。子どもたちの学びや体験活動の充実はもとより、保護者や地
域の人々にとっても、学校を中心としてネットワークが広がるなど、学校と地域の活性化に
つながっています。

コミュニティ・スクールで
　　　　　　学校も地域も元気に！

お餅つきで地域の方のサポート

教職員・保護者・地域住民による熟議 学校内の地域交流スペース
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　　　　　 地域に開かれ信頼される学校づくり基本施策６

①�　学校種ごとの節目の時期においては、生活環境や学習環境の著しい変化から、小１プロブレ
ム 31 や中１ギャップ 32、高校１年生時の長期欠席生徒の増加等、子どもたちが学校に十分適応
できない状況が生じやすい傾向があり、校種を越えた一貫した理念に基づくきめ細かな教育の
推進が求められています。

②�　「学校教育法」等が改正され、小中一貫教育が制度化されました。また、「少子化に対応した
活力ある学校づくりに向けた公立小中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」が国から示
されたことから、市町がこれらの動きに適切に対応できるよう､ 情報提供していく必要があり
ます。

③�　グローバル化の進展等、社会の変化やニーズをふまえるとともに、子どもたちによる主体的
な進路選択が可能となるよう、学校の特色化 ･魅力化を進める必要があります。

④�　少子化や県外流出による人口の減少が課題となっている中で、学びの場の視点から県内大学
や企業等との連携を一層推進することにより、将来地域を創造していくことができる人材を育
成する必要があります。

⑤�　少子化の急速な進行により、小中学校では従来の学校規模の維持が難しくなるなどの状況が
生じており、教育効果の面で課題が指摘されています。また、高等学校では、学校の活力を維
持するという観点や地域の状況、高等学校が地域に果たす役割等についても総合的に考えて適
正規模・適正配置を進める必要があります。

1 幼児期からの一貫した教育の推進
 ●�　校種を越えた相互交流や引継ぎ方法の研究等について、市町と連携しながら取り組むことで、
子どもたち一人ひとりの学習意欲の向上および能力の伸長に努めます。

現状と課題

学校の特色化・魅力化

　子どもたちが学校生活全体を通じ、自分の興味・関心や将来の
目標に応じて、多様な選択肢の中で主体的に学ぶとともに、集団
の中で切磋琢磨することで、豊かな人間性や学ぶ力を身につけて
います。

主な取組内容

31 小１プロブレム：43 ページ参照。
32 中１ギャップ：小学校から中学校に進学したときに、学習内容や生活リズムの変化になじむことができず、いじ
めが増加したり不登校になったりする現象。

2
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 ●�　小１プロブレムの解消等、幼児教育から小学校教育への円滑な接続に向けて、幼稚園・認定
こども園・保育所と小学校が連携した取組の充実を図ります。

 ●�　小中一貫教育を推進するため、市町全域での先導的な取組
等を支援し、その普及を図るとともに、小中学校教員の交流
促進や小中学校両方の教員免許を有する教員の適切な配置等
に努めます。

 ●�　中高一貫教育については、その理念や期待される教育効果、
課題を明確にしつつ、県内各地域の状況やニーズ等をふまえ、
検討を進めます。

 ●�　大学教員等による高等学校での出前授業、高校生の大学で
の講義受講、大学の施設等を利用した実験・実習等、高等学
校と大学との連携に取り組みます。

2 高等学校の特色化・魅力化
 ●�　各学校において、教育課程の工夫・改善等に取り組み、学
校の特色を活かして理数教育、英語教育、職業教育等、選択
幅の広い教育の推進や活力ある教育活動を展開します。

 ●�　職業系専門学科において、企業や地域産業、大学、専修・
各種学校等と連携し、実務的な職業教育の充実やインターン
シップの拡大に取り組むとともに、商品開発等を通じて、子
どもたちが社会に参画する意義を体感できる取組を推進します。

 ●�　子どもたちの能動的な学びと探究的な活動の推進や、グローバル人材の育成を目的とした普
通科系専門学科等の設置を検討します。

 ●�　県内の工業高校が持つポテンシャルを活かしつつ、一層高度なものづくり教育を行う魅力的
な教育環境を整備するため、北勢地域に工業高校の専攻科を設置します。

 ●�　地域や産業の発展に貢献できる人材育成を推進するため、地域活性化に関する教育活動の充
実や、地域に根ざしたより特色ある専門学科等の設置・拡充を検討します。また、専門高校の
教育内容の充実を図るとともに、産業教育設備の整備・充実に取り組みます。

3 地域と連携した特色ある学校づくり
 ●�　地域とともに生きる自立した社会人の育成をめざして、専門性を持つさまざまな分野の人材
をキャリア教育等に活用することにより、地域の特色や資源を活かした学校づくりを進めます。

 ●�　特色ある学校づくりのため、家庭・地域と連携した体験活動を充実するとともに、学校や地
域の特色を活かした道徳教育、郷土教育、環境教育等を進めます。

4 学校の適正規模・適正配置の推進
 ●�　子どもたちの学習環境の充実を図る観点から小中学校の適正規模・適正配置をめざし、新た
な学校づくりに取り組む市町等教育委員会に対して、三重県および他県における取組状況や廃
校施設の有効活用等の情報提供を行います。

施策　学校の特色化・魅力化

幼児と小学生のふれあい活動

介護実習の授業
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※１�　「目標の達成をめざして、学習や活動ができていますか」という質問に対して、肯定的な回答を
した公立小中学生および県立高校生の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　地域の活性化に向けて地域課題に対応する学習や人材育成に取り組んでいる県立高等学校の数。
（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

目標を持って学習や活動に取り
組んでいる子どもたちの割合
（※１）

75.7％ 80.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

地域の活性化に向けて特色ある
教育活動に取り組んでいる高等
学校の数（※２）

14校 35校

 ●�　今後の中学校卒業者数の減少をふまえ、地域と連携した高等学校の活性化の取組を進めると
ともに、高等学校が活力ある教育活動を行い、生徒の社会性を育む場であり続けられるよう、
地域の状況や学校の果たす役割、学校の特色等に配慮しながら、適正規模・適正配置に取り組
みます。
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志摩市

鳥羽市
伊勢市

いなべ市

四日市市

鈴鹿市鈴鹿市

伊賀市

名張市

亀山市

津市

松阪市

東員町

菰野町

木曽岬町

朝日町
川越町

明和町

多気町

大台町

大紀町

紀北町

尾鷲市

熊野市

御浜町

紀宝町

南伊勢町

玉城町

度会町

桑名市

3

4 1
3

5

4

5

2

6
716

10
17

14
159
8 13

12

1

7
6

210 9

8

1

5

24
6

8
12
9
11
127 10

13
14

15
2
1

3

4

5

13

6

8

6

14

15

1
3 4
52

7

119

17
18

10

9

11

21

3

4

5

16

6

7

11

2

3    

3

11

中勢地域

2
1

4

8

14

12

3

7
6
5

9
10
11

13

15

神戸
白子
石薬師
稲生
飯野
亀山
津
津西
津東
津工業
津商業
みえ夢学園
久居
久居農林
白山

伊賀地域

1
2
3
4
5
6
7

上野
伊賀白鳳
あけぼの学園
名張桔梗丘
名張青峰
名張西
名張

特別支援学校

1
2
3
4
5
6
7

8
9

盲学校
聾学校
くわな特別支援学校
特別支援学校西日野にじ学園
特別支援学校北勢きらら学園
杉の子特別支援学校
杉の子特別支援学校
　石薬師分校（高等部）
稲葉特別支援学校
城山特別支援学校
城山特別支援学校草の実分校（～Ｈ28）
緑ヶ丘特別支援学校（～Ｈ28）
かがやき特別支援学校
　平成29年度開校予定
かがやき特別支援学校草の実分校
かがやき特別支援学校あすなろ分校
　平成29年度開校予定
松阪地域特別支援学校（仮称）
　平成30年度開校予定
特別支援学校玉城わかば学園
度会特別支援学校
特別支援学校伊賀つばさ学園
特別支援学校東紀州くろしお学園
　（小・中学部　有馬校舎　～Ｈ28）
　（高等部　木本校舎　～Ｈ28）
特別支援学校東紀州くろしお学園
　平成29年度移転開校予定
特別支援学校東紀州くろしお学園
　おわせ分校

北勢地域

3
2

4
5

9

16

6

8

12
11

7

10

13

15
14

17

桑名
桑名西
桑名北
桑名工業
いなべ総合学園
川越
四日市
四日市南
四日市西
朝明
四日市四郷
四日市農芸
四日市工業
四日市中央工業
四日市商業
北星
菰野

1

松阪地域

1
2
3

5
4

6

松阪
松阪工業
松阪商業
飯南
相可
昴学園

南勢志摩地域

8

1
2

9

6

3
4
5

7

11
10

宇治山田
伊勢
伊勢工業
宇治山田商業
伊勢まなび
明野
南伊勢（南勢校舎）
南伊勢（度会校舎）
鳥羽
志摩
水産

東紀州地域

２
１

3

尾鷲
木本
紀南

10
11

12

13

14
15
16
17

18

19

施策　学校の特色化・魅力化

三重県立学校の所在地 

平成28年４月１日時点
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　　　　　 地域に開かれ信頼される学校づくり基本施策６

①�　多様化・複雑化する教育課題に組織的に対応できるよう、教職員は専門性をより高めるとと
もに、教職生活全体を通じて学び続ける意欲や探究心を持ち続ける必要があります。

②�　今後、多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれており、力量のある教職員の確保、知識等
の継承、若手および中堅・中核教員の育成が必要になっています。その際、教職員が教職経験
年数等に応じたライフステージごとに求められる力を明確にし、人材育成を計画的に進める必
要があります。

③�　「教職員は学校で育つ」ことから、職場の中で互いに力を磨こうとする「育てる文化」を醸
成することが求められています。

④�　子どもたちの学力向上に向けて、授業研究を中心とした校内研修の充実や活性化を図り、教
員一人ひとりの授業力を高め、授業改善につなげる必要があります。

⑤�　教職員が学校を離れて研修を受講することが難しくなってきていることから、市町の教育研
究機関等、関係機関と連携・協働した取組が求められています。

⑥�　教職員には、確かな人権感覚と社会人としての良識に富み、子どもたちや保護者との間に深
い信頼関係を築けることが求められています。

⑦�　教職員採用において、学校現場の課題や取組の状況を理解し、高い専門性と豊かな人間性を
備えた人材を確保する必要があります。そのため、県教育委員会と大学等教員養成機関との連
携の強化が求められています。

⑧�　あらゆる機会をとおして服務規律の確保について周知徹底していますが、不祥事の根絶、服
務規律確保の徹底には至っておらず、研修の実施等、信頼される学校づくりに向けてさらなる
取組が必要です。

⑨�　教職員による体罰は年々減少傾向にあるものの、依然として体罰事案が発生していることを重
く受け止める必要があります。体罰を根絶するため、教職員がいかなる場合も決して体罰を行わ
ず、子どもたちへの理解に基づいた粘り強い組織的な指導を進めることが求められています。

現状と課題

教職員の資質向上とコンプライアンスの推進

　教職員が協力・協働によるたゆみない研さんによって指導力や人
間性を磨き、子どもたちや保護者、地域からの期待に応えて、意
欲的な指導を実践しています。また、教職員のコンプライアンス
意識が向上し、県民からの教職員に対する信頼が高まっています。

3
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1 ライフステージに応じた研修の充実
 ●�　教職員がライフステージごとに求められる力を確実に身につけ、授業力等の高い専門性と豊か
な人間性を備えるため、「若手教員の実践的指導力の向上に向けた研修」、「中堅・中核教員の企
画力・指導力の向上に向けた研修」、「ベテラン教員の企画力・指導力の向上に向けた研修」、「管
理職のマネジメント力向上に向けた研修」を実施します。

2 授業力の向上を重視した研修の充実
 ●�　子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教員の授業力向上や授業改善
につながる授業研究を中心とした研修を推進します。

3 ＯＪＴの活性化・校内研修体制の確立
 ●�　教職員が職場の中で互いの力を磨こうとする「育てる
文化」を醸成するため、校長のマネジメント力の向上を
図るとともに、授業力向上につながる授業研究の充実に
向けた組織的な取組を推進します。さらに、指導教諭 33

が自校を中心に公開授業や師範授業を行うなど、教員の
授業力向上に向けた研修を実施します。また、学校の枠
を越えて教職員同士がつながり、教育課題を解決する研
修を支援します。

4 学校の組織体制の確立
 ●�　学校自らがよりよい学校づくりを進めていくため、校長をはじめとする全ての教職員の学校マ
ネジメント力の向上を図ります。また、主幹教諭 34 が教頭業務の一定部分を担い、関係主任と
連携して校長と教頭を補佐するなどの学校組織体制の確立に向けた取組を推進できるよう研修を
実施するとともに、改善活動を先導する中核的な人材を育成します。

5 新たな人事評価制度の導入
 ●�　教職員に対して新たな人事評価制度を導入し、主体的な教育実践や自己啓発を促して能力・意
欲の向上を図るとともに、組織の目標を共有し、教職員の協力・協働を促進するなど、組織力の
向上をめざします。

6 教職員の採用に向けた教員養成機関との連携
 ●�　教員採用選考試験において、優れた受験者を確保するため、教員養成系大学等において学生対
象の出前授業等や教員採用選考試験説明会を実施します。

主な取組内容

施策　教職員の資質向上とコンプライアンスの推進

33 指導教諭：授業を受け持ちつつ、自校を中心に必要に応じて地域内の教員の資質向上、授業力の向上に向けた指
導助言を行うため、公立小中学校に配置される職。
34 主幹教諭：授業を受け持ちつつ、教頭業務の一定部分を担い、関係主任と連携して校長と教頭を補佐するため、
公立小中学校および県立学校に配置される職。

同僚と授業について語りあうワークショップ
型の校内研修
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7 高い専門性と豊かな人間性を備えた人材の採用
 ●�　本県の「教員として求める人物像」として示す情熱と使命感、課題解決能力、豊かな人間性を
兼ね備えた人材を採用するため、毎年、教員採用選考試験の実施方法、応募要件等の点検・見直
しを行い、改善に努めます。

8 コンプライアンス意識の確立
 ●�　教職員一人ひとりが常に自己の使命と職責の重大さを認識し、自らを厳しく律し、教育に対す
る県民の信頼の確保に努めるよう、各種研修会等において綱紀粛正および服務規律の確保につい
て周知徹底に努めます。また、教職員のコンプライアンス意識の向上をめざし、校内研修の実施
等、各学校での取組を促進します。

9 体罰の根絶
 ●�　体罰禁止に係る教職員の認識を徹底するための校内研修等の実施および子どもたちへのアン
ケート調査等による実態把握等、体罰の根絶に向けた各学校の取組を促進します。また、生徒指
導担当者や部活動顧問等を対象とした研修会をとおして、子どもたちへの理解に基づいた体罰に
よらない指導の徹底を図ります。

※１�　「前年度までに受けた授業では、学級やグループの中で自分たちで課題を立てて、その解決に向
けて情報を集め、話し合いながら整理して、発表するなどの学習活動に取り組んでいたと思いま
すか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習
状況調査」）

※２　研修担当が主催・支援する研修への教職員一人あたりの年間参加回数。（三重県教育委員会調べ）
※３�　毎年７月に実施する教員採用選考試験の全校種全教科を合わせた受験者数。（三重県教育委員会

調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

授業で主体的・協働的に学習に
取り組んでいると感じる子ども
たちの割合（※１）

小学生　71.0％
中学生　69.9％

小学生　80.0％
中学生　78.0％

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

教職員一人あたりの研修への参
加回数（※２） 2.74 回 2.79 回

教員採用選考試験受験者数
（※３） 2,920人程度 3,100人
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施策　教職員の資質向上とコンプライアンスの推進

100

　県民の皆さんとともに、三重の教育のあるべき姿について考えるため、「三重の教育を考
える県民懇談会」を四日市市、松阪市、尾鷲市の３会場で開催しました。（平成 26年 11
月～ 12月）
　参加者を募集したところ、保護者、地域で教育に関わる方、大学生、教員など、54名に
ご応募いただきました。
　懇談会では、子どもたちに育みたい力や学力について、多くのご意見をいただきました。
また、学校現場の多忙化、家庭の教育力の低下（二極化）を懸念する声もありました。
　この懇談会には、三重県教育改革推進会議委員や県教育委員も参加しました。いただい
たご意見を三重県教育ビジョンの策定や教育施策に活かしています。

（主なご意見）
　〇�　子どもたちがスキルだけでなく、Will（夢）が持てるような三重の教育であってほ
しい。

　〇�　テストで測ることができる学力だけでなく、芸術や家庭などの教育を大切にし、子
どもたちの感性を育んでほしい。

　〇�　子どもたちには、人とつながる力や共感する力、郷土愛や体力などを身につけてほ
しい。

　〇�　教員は、良いこと、悪いことを毅然とした態度で指導してほしい。

県民の皆さんから“三重の教育への思い”を
お聞きしました！

四日市会場 尾鷲会場

松阪会場
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　　　　　 地域に開かれ信頼される学校づくり基本施策６

①�　よりよい教育活動をしていくためには、教職員が元気で意欲を持って子どもたちと向き合う
ことが大切であることから、子育てや介護等の理解や支援を含めて教職員同士が互いを認め合
い、さまざまなハラスメントがなく協力し合える組織風土づくりが必要です。

②�　教職員満足度調査では、職務の「やりがい」は上位であるものの、「総勤務時間」、「休暇の
取りやすさ」が下位にとどまっており、ワーク・ライフ・バランスの観点から、総勤務時間の
縮減をはじめとする取組をより一層行うことが必要です。

③�　子どもや保護者、地域の価値観の多様化・複雑化、関係者からの意見・要望の増加に伴い、
その対応に学校現場は追われている状況です。特に、生徒指導上の課題はますます多様化・複
雑化しており、スクールソーシャルワーカー等専門家チームの充実およびその派遣等の支援が
引き続き必要です。

④�　地域に開かれた学校づくり、安全で安心な教育環境づくり等の学校に求められる役割の多様
化に伴い、業務の簡素化・効率化が求められています。

⑤　教職員が職場の中で互いに力を磨こうとする「育てる文化」が薄れてきています。

⑥�　全ての市町で地域住民の知識・技能を活用した学習支援をはじめとする学校支援活動を定着
させる取組が必要です。

⑦�　教職員の業務の多忙化や困難化は、心身のストレスの増加をもたらし、特に心の健康を害す
る教職員が増加傾向にあることから、一人で問題を抱え込まないような相談体制の確立や、復
職支援等のメンタルヘルス対策を充実させていく必要があります。

1 総勤務時間縮減に向けた取組
●�　各学校で総勤務時間を縮減するために、校内での議論を通じて学校の方針を定めて学校全体
で取り組み、校長が率先して取組状況を把握するなどの取組を促進します。

現状と課題

教職員が働きやすい環境づくり

　教職員の子どもたちと向き合う時間が確保されるとともに、教

職員が協力し合い、教育活動に意欲的に取り組んでいます。

主な取組内容

4

101



第 

３ 

章
地
域
に
開
か
れ
信
頼
さ
れ
る
学
校
づ
く
り

施 

策

●�　教職員の総勤務時間の縮減に向けて、時間外労働や休暇取得の状況を把握します。また、教
職員が休暇を取得しやすいよう、長期休業中に県教育委員会主催の会議や研修等を開催しない
期間を設けます。

●�　各学校において、それぞれの実情に即して教職員の意識向上を図り、総勤務時間縮減の取組
が一層進められるよう、「総勤務時間の縮減に向けた学校における取組事例集」の効果的な活用
等を促進します。

2 業務の簡素化・効率化の取組
●�　教職員が子どもたちと向き合う時間を確保するため、調査報告・会議等の実施方法を見直す
など、業務の簡素化・効率化を図ります。
●�　業務の簡素化・効率化のため、ＩＣＴの活用、教材のデータベース化を推進します。県立学
校においては、子どもたちの成績等に関する情報を一元管理する校務支援システムを構築しま
す。

3 学校の組織力の向上に向けた研修の実施
●�　校長をはじめとする全ての教職員が、学校マネジメントについて理解を深め、対話と気づき
による継続的な改善活動を実践するために、学校マネジメントに係る研修を実施します。
●�　教職員が職場の中で互いの力を磨こうとする「育てる文化」を醸成できるよう、校内研修の
活性化に向けた取組を支援します。
●�　日々の教育活動や学校運営の質的向上を図るために、管理職と共に改善活動を先導する中核
的な人材を育成します。

4 各種課題対応における専門家や外部人材の活用
●�　いじめや暴力行為等の問題行動の早期解決を図り、子どもたちが安心して学ぶことができる
環境づくりを強化するため、スクールカウンセラーを配置するとともに、退職した教員や警察
官からなる生徒指導特別指導員、スクールソーシャルワーカーを派遣します。

●�　職場定着サポーター等の専門的な知識や経験を有する外部人材を各学校の教育活動の目標に
沿って積極的に活用します。
●�　市町における、大学生や退職教員等の地域住民の知識・技能を活用した学校支援活動による
子どもの学力向上等を図る取組を支援し、地域住民による学校を支援する体制づくりを促進し
ます。

 5 教職員の満足度の向上に向けた取組　
●�　教職員の満足度状況を定期的に調査・分析し、取組を進めます。　
●�　セクシャル・ハラスメント、パワー・ハラスメントのない職場づくりのため、それぞれの指
針に沿った取組を進めます。
●�　「子育てアクションプラン」に基づいて、次世代育成を支援する職場風土づくりを進めます。
●�　障がい者の雇用について、障がいの程度に応じた業務の構築や、就労者や職場をサポートす
るなどの取組を進めます。

施策　教職員が働きやすい環境づくり
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6 教職員の健康管理対策
●�　教職員が健康で働けるよう、安全衛生委員会や職場巡視、安全衛生研修を実施し、安全衛生
管理体制の充実を図ります。また、健康診断および事後指導等により疾病予防対策を進めます。

●�　過重労働に該当する教職員の健康状態や疲労度の把握に努め、校長や産業医による面接を行
います。

7 教職員のメンタルヘルス対策
●�　教職員への啓発や各種研修の充実を図るとともに、「労働安全衛生法」に基づくストレスチェッ
クを行い、教職員自らが積極的に心身の健康づくりに取り組めるよう支援します。

●�　心身の不調が認められる教職員への相談を実施し、早期に対応することにより、病気の予防
や早期回復を支援します。
●�　精神神経系疾患により休職中の教職員の円滑な職場復帰と再発予防のため、職場復帰訓練や
臨床心理士による支援を実施します。

●�　校長・教頭等への研修や相談を実施し、管理職による教職員のメンタルへルスケアを支援し
ます。

※２�　平成 27（2015）年３月に作成した「総勤務時間の縮減に向けた学校における取組事例集」を参
考として、本ビジョンの計画期間中に新規に取組を実施した公立小中学校および県立学校の割合。

（三重県教育委員会調べ）
※３�　公立小中学校および県立学校の在職者に占める精神神経系疾患による休職者の割合。（文部科学

省「公立学校教職員の人事行政状況調査」）

※１�　教職員満足度調査（公立小中学校および県立学校対象）における満足度の合計点。（三重県教育
委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

教職員の満足度（※１） 61.9 点 63.5 点

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

総勤務時間縮減に向けた取組を
新たに実施した学校の割合
（※２）

― 80.0％

在職者に占める精神神経系疾患
による休職者の割合
（※３）

0.59％
（平成26年度）

0.53％以下
（平成30年度）
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施策　教職員が働きやすい環境づくり

104

　「三重県教育ビジョン」の策定にあたって、ビジョンの中間案に対する県民の皆さんのご
意見を募集しました。（平成27年 10月 16日～ 11月 16日）
　その結果、228件という多くのご意見・ご提案をいただきました。県民の皆さんの教育
への関心の高さを感じ、とても心強く思います。

（いただいたご意見より）
〇�　子どもたちが、将来、社会に出た時に真に必要とされる力が育つような取組を進めて
ほしい。

〇　各学校の実態に応じた、工夫した取組が進むようにしてほしい。
〇�　子どもたちの育ちのためには、困難を抱える家庭への支援のシステムづくりが必要で
ある。

　全てのご意見をここでご紹介できませんが、県民の皆さんと思いを共有して、「子どもた
ちの希望と未来のために」三重の教育に全力で取り組んでまいります。

パブリック・コメントを　　　　　　　
ありがとうございます！
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　　　　　 地域に開かれ信頼される学校づくり基本施策６

①�　学校施設は、地震、台風、局地的大雨等の災害発生時には、子どもたち等の安全を確保する
場所であるとともに、地域住民の緊急避難場所や避難所となります。そのため、校舎の耐震化や、
つり天井等の非構造部材の耐震対策を早急に講じる必要があります。
　�　県立学校では、校舎の耐震化は完了していますが、屋内運動場等の天井等落下防止対策が必
要な棟は131棟（平成27（2015）年４月１日現在）あります。
　　小中学校の耐震化については、財政事情等により取組が遅れている市町があります。

②�　子どもの急増期に建築された学校施設の老朽化が進んでおり、安全面や機能面において改善
を図ることが喫緊の課題です。

③�　「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に基づき、学校施設のバリアフリー
化を引き続き進めていく必要があります。

④�　「みえ公共構築物等木材利用方針」に基づく県産木材等を利用した施設整備やエアコンの整
備等、子どもたちにとって快適な学習環境となるよう、学校整備を推進する必要があります。

⑤�　太陽光発電設備の整備やＬＥＤ照明への更新等を推進し、引き続き環境に配慮した学校整備
を推進する必要があります。

1 非構造部材の耐震対策
 ●�　県立学校の屋内運動場等の天井等落下防止対策については、本ビジョンの計画期間中に完了
するよう整備を進めます。また、市町においても早期に完了するよう支援します。

2 学校施設の安全対策および長寿命化改修を取り入れた老朽化対策工事の実施
 ●�　県立学校において、校舎の経年劣化の回復や水道・電気・ガス管等ライフラインの更新等に
併せて、建物の機能や性能を向上させる工事を行います。また、市町においても、老朽化対策
が推進されるよう支援します。

現状と課題

学校施設の充実

　耐震化やバリアフリー化が進んだ安全・快適な学校施設で、子

どもたちが安心して学校生活を送っています。

主な取組内容

5
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3 学校施設のバリアフリー化の推進
 ●�　県立学校において、洋式トイレ、多機能トイレ、スロープ、エレベーター等の設置を計画的
に実施します。また、市町においてもバリアフリー化が推進されるよう支援します。

4 快適な学習環境づくりの推進
 ●�　子どもたちにとって快適な学習環境づくりを行うため、県産木材等の利用等の施設整備を行
います。

 ●�　高等学校へのエアコン整備に係る計画の策定と整備に向けた調整を行います。

5 環境負荷の低減等を考慮した施設整備の推進
 ●�　環境負荷の低減や環境教育の教材となるよう、県立学校
における太陽光発電設備の整備やＬＥＤ照明への更新等を
順次行います。

施策　学校施設の充実

※１�　つり天井の撤去や照明設備の落下防止等が必要な体育館や武道場等のうち、対策が未完了となっ
ている棟数。市町立学校は幼稚園を含む。（三重県教育委員会調べ）

※２　身体障がい者等対応エレベーターを設置している県立学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

学校の屋内運動場等の天井等落
下防止対策の未完了数（※１）

県立学校　 131棟
市町立学校   92 棟
（平成26年度）

県立学校　　 ０棟
市町立学校  23 棟

　

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

県立学校の身体障がい者等対応
エレベーター設置率（※２） 56.8％ 60.0％

太陽光発電設備
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　　　　　 多様な主体による教育の推進と文化財の保護基本施策 7

①�　少子化の進行や共働き家庭の増加等、家庭を取り巻く環境が変化する中、家庭の教育力の低
下が懸念されています。また、子育て中の保護者が育児について相談する相手や機会が少ない
ことから、保護者の孤立感や不安感が増大する傾向があります。

②�　共働き家庭等においては、子どもの小学校入学を機に仕事と育児の両立が困難になる「小１
の壁」が課題となっていることから、放課後児童クラブ等の設置を進めるなど、子育てしやす
い環境づくりが求められています。

③�　三重県の子どもたちが家庭において、計画を立てて学習したり、授業の復習に取り組んだり
する割合は増加し、改善が見られるものの、依然として読書時間は全国平均よりも低く、家庭
における学習習慣に課題がみられます。

④�　家庭において男性と女性が協力して子育てができるよう、男性の育児参画について、社会全
体としての意識を高めていく必要があります。

1 家庭への働きかけ・啓発
 ●�　家庭教育を応援するための基本となる方針・戦略を取りまとめるとともに、家庭教育の充実
に向けた知見の収集等により、家庭に対する啓発手法を確立します。

2 学校・家庭・地域等と連携した子育て支援の推進
 ●�　地域企業や子育て支援団体と連携して、親子の絆づくり
や地域で子どもたちの育ちを支える取組を行い、子どもた
ちが豊かで健やかに育つことができる家庭や地域社会づく
りを進めます。また、子どもたちの社会を生き抜いていく
力を育むため、野外体験保育の普及啓発を進めるなど、自
然体験を通じた子育て環境づくり等を進めます。

現状と課題

家庭の教育力の向上１

　家庭において、子どもたちの豊かな情操や基本的な生活習慣、学
習習慣、人を思いやる心、自立心等が育まれています。また、社
会全体で家庭の教育を支える気運が醸成され、仕組みづくりが進
められています。

主な取組内容

親子でふれ合い遊び
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 ●�　男性の育児参画を進める中で、企業や関係団体と連携して、父親等を対象に、子育てに関し
て家庭においてできることを考える場づくりを促進します。

 ●�　地域において、子どもたちが安全・安心に放課後を過ごせる居場所を確保し、地域住民の参
画を得て、学ぶ機会や多様な体験・活動が充実するよう、放課後児童クラブや放課後子ども教
室の設置・運営について支援します。

 ●�　子育て中の親同士の交流等に取り組む市町の支援や、祖父母世代における子育て応援講座の
開催等、子育て家庭を応援する取組を促進します。

3 家庭での生活習慣や学習習慣の確立に向けた支援
 ●�　「生活習慣・読書習慣チェックシート」を活用して「早寝・早起き・朝ごはん」といった基本
的な生活習慣や、家庭での学習習慣、運動習慣が身につくよう取り組みます。また、チェックシー
トの結果に基づいた生活習慣等の改善をＰＴＡと連携して家庭に働きかけるなど意識啓発に努
めます。

 ●�　子どもたちに読書習慣が身につくよう、家庭読書（家
うち
読
どく
）を促進します。

 ●�　インターネット利用に関わるルールやマナー等の情報モラルを子どもたちが主体的に身につ
けるための取組を進めます。また、保護者に対してネット啓発講座等を実施します。

4 保護者の相談機能の充実
 ●�　幼稚園・認定こども園・保育所における教育・子育て相談機能の充実を図ります。
 ●�　支援が必要な家庭に対して、スクールソーシャルワーカーを効果的に活用し、福祉の関係機
関等と連携した支援を行います。

5 親となるための教育の充実
 ●�　小・中・高等学校の子どもたちが、幼稚園や保育所等の乳幼児とふれ合う体験活動等を通じて、
家庭や家族の役割についての理解を深め、将来、親になったときの心構えを持てるよう取組を
推進します。

施策　家庭の教育力の向上

乳幼児とふれ合う高校生

108



第 

３ 

章
多
様
な
主
体
に
よ
る
教
育
の
推
進
と
文
化
財
の
保
護

施 

策

※２�　「生活習慣・読書習慣チェックシート」の家庭での取組の実施後、結果の集約を行い、児童生徒
への生活指導、保護者との情報共有等に活用している公立小中学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

※３�　県立高等学校において、ライフプランや結婚、妊娠・出産や性、子育てについての専門医等によ
る講演会、保育実習等を実施した割合。（三重県教育委員会調べ）

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

「生活習慣・読書習慣チェック
シート」の家庭での取組後、生
活指導等に活用している小中学
校の割合（※２）

小学校　87.5％
中学校　81.9％

小学校 100％
中学校 100％

高等学校においてライフプラン
教育に関する取組を実施した割
合（※３）

38.6％
（平成26年度） 100％

※１�　家庭学習を平日１時間以上、休日１時間以上していると回答した児童生徒の割合。（文部科学省
「全国学力・学習状況調査」）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

子どもたちの家庭学習の状況
（※１）

小学生　平日  58.4％
　　　　休日  45.8％
中学生　平日  66.5％
　　　　休日  59.9％

小学生　平日  63.0％
　　　　休日  57.0％
中学生　平日  70.0％
　　　　休日  69.0％
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施策　いじめや暴力のない学校づくり施策　家庭の教育力の向上

110

　三重県では、県ＰＴＡ連合会等と連携し、発達段階に応じた生活習慣や、家庭での学習
習慣、運動習慣、読書習慣を確認する「生活習慣・読書習慣チェックシート」の集中取組
期間を年複数回設けて、就学前や小中学校の子どもたちの家庭での生活習慣や読書習慣等
の確立に取り組んでいます。
　大人も一緒に本を読み、読んだ本について、子どもと一緒に語り合ったり、家庭でスマー
トフォン等の使用についてのルールを話し合ったりしていきましょう。

「生活習慣・読書習慣チェックシート」の活用を！

できるかな！

おうちの人もいっしょに確認してください。

ひづけ

こうもく
／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ 

じ ふんにおきる

じぶんできがえをする

あさごはんをたべる

うんちをする

すすんであいさつをする

からだをうごかしてあそぶ

テレビをみる・ゲームをするじかん

ふんいない

おうちのひとといっしょに

ほんをよむ

はみがきをしてから、

じ ふんにねる

三重県教育委員会

マスコットキャラクターみえびぃ

✿ おきるじこくやねるじこくなどをおうちのひとときめましょう。

✿ したのことができたら に、いろをぬったりシールをはったりしましょう。

くみ：

なまえ：

就学前の子ども向け

※チェック項目等については、幼稚園教育要領および三重県チェックシート（小学生版・中学生版）等を踏まえて作成しました。
※この用紙は、「みえの学力向上県民運動」ホームページよりダウンロードできます。

 
 三重県・三重県教育委員会・三重県ＰＴＡ連合会

三重県健康福祉部
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からのひとこと

※チェック項目等については、平成２６年度全国学力・学習状況調査結果や平成２６年度全国体力・運動能力、
運動習慣等調査結果を踏まえて作成しました。

※この用紙は、「みえの学力向上県民運動」ホームページよりダウンロードできます。
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　　　　　 多様な主体による教育の推進と文化財の保護基本施策 7

①�　地域社会では、子どもたちの健やかな成長に資するため、さまざまな体験活動や学習活動の
機会が提供されています。さらに地域の教育力を子どもたちの成長に活かしていくためには、
ＰＴＡや子ども会等の社会教育関係団体や、ボランティア団体等の市民団体、大学等の高等教
育機関、地域住民等、多様な主体との連携・協働を進めていく必要があります。

②�　急速な高齢化や少子化等の社会構造の変化に伴って、県民の価値観や行動様式が多様化し、
学習ニーズも多様化しています。社会教育の推進にあたっては、こうした学習ニーズに的確に
対応していく必要があります。

③�　多様な地域課題や学習ニーズに対応する必要があることから、社会教育関係者の資質向上を
図ることが求められています。

1 多様な主体との連携・協働による体験活動や学習活動の推進
 ●�　地域コミュニティの団体、ＮＰＯ、企業、ボランティア等の社会教育に携わる多様な主体が
情報交換・情報共有できる場の提供を行い、多様な主体が参画するネットワークを構築します。

 ●�　高等教育機関の持つ専門的知識や技能を、学校や公民館活動等で活かすために作成した教育
プログラム（言語、理数教育、体験活動等）を活用した学習や活動を支援します。

 ●�　子どもたちが農山漁村地域で農作業や自然体験活動をしたり、農林漁業体験民宿等に宿泊し
生活体験をしたりすることにより、自立する力と共生する力を育むことができるよう、地域と
連携して体験指導者の育成や受入体制の整備を図ります。

2 多様な学習ニーズへの対応
 ●�　市町の公民館や図書館等に対し、情報提供や情報交換の場の提供等の支援を行い、連携を図
るとともに、市町や公民館等の社会教育担当者に対し、地域住民のニーズに応じた講座を開催
するスキル向上のための研修を実施します。

現状と課題

社会教育の推進と地域の教育力の向上２

　社会教育関係団体やボランティア団体等の市民団体、地域住民等の
多様な主体が連携することにより、地域の中で子どもたちを健やかに
育む環境が整備されています。また、各地域で住民のニーズに応じた
多様な学習機会が提供されています。

主な取組内容
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 ●�　青少年の健全育成を目的とした県立の鈴鹿
青少年センターおよび熊野少年自然の家を活
用し、利用者が興味・関心を持って自然体験
や集団宿泊体験ができるよう、研修プログラ
ムの一層の充実を図ります。

 ●�　子どもたちが三重県の自然や文化等につい
て興味を持って学ぶことができるよう、三重
県総合博物館（MieMu）等の社会教育施設の
利用を促進します。

3 社会教育に携わる人びとの資質の向上
 ●�　地域コミュニティの団体、ＮＰＯ、企業、ボランティア等の社会教育に携わる関係者の資質
向上のために、ベンチマーキングや地域ごとの課題に対応した研修等を実施します。

 ●�　県や市町の社会教育委員を中心とした社会教育関係者への情報提供や意見交換のため、全県
およびブロック別の会議を実施します。

 ●�　社会教育による学習成果が個人の知識や技能等にとどまることなく地域社会の課題解決に活
用されるよう、学習成果を公民館等の社会教育施設や学校等で活かす機会づくりを促進します。

施策　社会教育の推進と地域の教育力の向上

※１�　地域において子ども等を対象とした教育活動に取り組む関係者によって構築するネットワーク
（集まり・つながり）への参画者数。（三重県教育委員会調べ）

※２�　地域で社会教育に取り組む県民が情報交換・情報共有を行うための交流の場の開催回数。（三重
県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

地域の教育関係者のネットワー
クへの参画者数（※１） ― 500人

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

交流の場の開催回数（累計）
（※2） ― 40回

プロ棋士を招いた子ども囲碁教室
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　　　　　 多様な主体による教育の推進と文化財の保護基本施策 7

①�  古来より東西文化が交わり、交通の要衝として栄えてきた三重県には、世界遺産「紀伊山地
の霊場と参詣道」等、特色ある歴史的風土に育まれた多くの有形・無形の文化財が残されてい
ます。今後、新たに文化財としての価値が認められた場合、指定等の手続きを的確に進め、保存・
継承・活用を図っていく必要があります。

②�　文化財には、経年劣化による修復や少子高齢化、過疎化等による後継者の不足等、保存・継
承に向けた課題が多く、的確な対応が求められています。また、開発等によって自然環境が大
きく変化しつつある中、動植物の天然記念物の衰亡が危惧されており、保存に向けた対応が求
められています。

③�　文化財の保存・継承を進めるためには、多くの県民が文化財について学び、親しみ、その価
値を理解することが大切であり、地域を中心とした多様な主体の参画によって、文化財を守り、
活かしていく魅力ある地域づくりに向けた取組が求められています。

1 文化財の指定等
 ●�　文化財を将来にわたって保存・継承するため、県にとって特に重要なものについては、文化
財保護審議会への諮問・答申を経て、指定を行います。また、国にとって重要とされるものに
ついては、国指定等となるよう、国や所有者等関係者との調整を行います。

2 文化財の保存・継承
 ●�　国・県指定等の文化財がき損・滅失していないか、また、天然記念物の生息状況等の現状を
把握するため、文化財保護指導委員による巡視や必要な調査を行います。

 ●�　国・県指定等文化財で、修復や再生、継承のための取組が必要なものについては、所有者や
市町等と調整の上、保存に向けた取組を支援します。

現状と課題

文化財の保存・継承・活用３

　子どもたちをはじめとする多くの県民が文化財について学び、親し
み、その価値についての理解を深めることで、地域の宝である文化財
が保存・継承 ･活用されています。

主な取組内容
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3 文化財の活用
 ●�　県民の文化財に対する理解を深め、多様な担い手が参
画して文化財を守っていこうとする気運を醸成するた
め、文化財の修復に併せて行う、文化財の公開や活用イ
ベント、所有者と子どもたちによる文化財体験イベント
等、地域活性化や世代間交流等の取組を支援します。

 ●�　学校教育において文化財を活用した学習を進めること
で、子どもたちの文化財に対する認識を高めるとともに、
郷土への愛着を醸成します。

 ●�　多くの県民が文化財についての理解を深めたり、学校で活用したりできるよう、世界遺産「紀
伊山地の霊場と参詣道」（熊野古道）や海女漁技術等の魅力ある文化財について、Ｗｅｂサイト
の活用等による情報発信を進めます。

 ●�　多くの県民および子どもたちが文化財についての理解を深めることができるよう、学校、三
重県総合博物館（MieMu）、斎宮歴史博物館、埋蔵文化財センター等との連携を強めます。

施策　文化財の保存・継承・活用

※１�　三重県が管理運営する、文化財に関するＷｅｂサイトの年間アクセス数。（三重県教育委員会調
べ）

※２　国の指定、選定、選択、登録文化財、県の指定、選択文化財の合計。（三重県教育委員会調べ）

数値目標
成果指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

文化財情報アクセス件数
（※１）

203,945件
（平成26年度） 228,000件

活動指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

三重県内の国・県指定等文化財
数（累計）（※２）

1,078件
（平成26年度） 1,200件

文化財を活用した小学校での出前授業
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　三重の教育を取り巻く課題は多岐にわたっています。子どもたちの「希望」と「未来」のため
に、優先度の高い課題や、10年先を見据え、今、取り組むべき課題を「重点取組」として掲げ、
計画期間中に特に注力して取り組んでいきます。
　「重点取組」は、第３章で位置づけている「施策」の取組を横断的、あるいは深化させるかたち
で再編成することで、課題に対して効果的な取組としていきます。

（１）学力の向上
　�　三重県の全国学力・学習状況調査の結果は、平成24（2012）年度から４年連続で全国平均
を下回る状況にあり、子どもたちの学力の定着や向上に課題があります。本調査は子どもたち
の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の改善や学校における指導の充実等に役立てるこ
となどを目的にしており、実施にあたっては、序列化や過度な競争が生じないようにするなど、
教育上の効果や影響等に十分配慮しつつ、学校・家庭・地域が情報共有を図り、一体となった
取組をより一層推進していく必要があります。
　�　また、変化の激しい時代にあって、自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的・協働的に
探究する力や、成果を表現し、実践に活かしていける力を子どもたちに育むことが求められて
います。

　（取組の方針）
　●�　教員の授業力の向上を図り、「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」が実感できる授業づくりに取り
組みます。また、課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティ
ブ・ラーニング」）や、そのための指導方法を充実します。

　●�　学校・家庭・地域の連携を一層深め、子どもたちが主体的に学習する意欲の向上や、生活習慣・
学習習慣の確立に取り組みます。

　●�　子どもたちの感性や思考力を育むため、読書活動を推進します。

（２）体力の向上と学校スポーツの推進
　�　平成 30（2018）年度に三重県を中心とした東海ブロックで全国高等学校総合体育大会を、
平成32（2020）年度に三重県を含む東海ブロックで全国中学校体育大会を開催します。また、
平成 32年には東京オリンピック・パラリンピック競技大会が、平成33（2021）年には三重
県で国民体育大会・全国障害者スポーツ大会の開催が予定されています。子どもたちが運動や
スポーツに親しむことで体力を向上させるとともに、学校スポーツを推進する必要があります。

第４章　重点取組

重点取組の考え方1

計画期間中に特に注力する取組２
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　（取組の方針）
　●�　子どもたちが運動やスポーツに親しみ、体力が向上するよう、体育授業の充実と体力向上
に向けた学校の取組を推進します。

　●�　�運動部活動が活性化するよう、指導者の指導力向上に取り組みます。
　●�　中学生・高校生の競技力の向上に取り組み、夢や目標の実現に向け、創造性やチャレンジ
精神を育むとともに、生涯を通じてスポーツに親しむ習慣を培います。

　●�　子どもたちが「する」、「みる」、「支える」といった大会への多様な関わりをとおして、スポー
ツへの関心が高まるよう取り組みます。

（３）心の教育の推進
　�　近年、深刻ないじめやインターネットでの誹謗中傷、生命を軽視する事件が発生しています。
幼児期からの発達段階に応じた心の教育を行うことで、人権意識や規範意識を高めることが必
要です。

　（取組の方針）
　●�　生涯にわたる人格形成の基礎である幼児期から、子どもたちに、将来、社会の一員として
よりよく生きるための基礎を培うよう取り組みます。

　●�　発達段階に応じた適切な指導を学校の教育活動全体をとおして行うことで、人権意識や規
範意識の向上を図ります。

（４）グローカル人材 35の育成
　�　グローバル化が進む中、世界にあっても、地域にあっても、グローバルな視野を持つことが
求められています。教育においては、小学校中学年からの外国語活動の導入が検討されるなど
英語教育の強化が図られています。このような中、三重県の子どもたちに、異文化理解の精神、
主体性、積極性、語学力やコミュニケーション能力等に加え、郷土の文化に対する深い理解や
社会への参画と貢献に対する意欲・態度を育むことが求められています。

　（取組の方針）
　●�　高い志を持ち、さまざまな課題に対して自ら考え挑戦し、立ちはだかる壁を乗り越え、未
来を切り拓いていく力である「主体性」を育みます。

　●�　郷土への愛着と誇りを持ちながら、それぞれのアイデンティティーを確立・確認し、それ
を心の土壌として、異なる文化・伝統に立脚する人びととも協働しながら共に成長し、未来
を創造していく「共育力」を育みます。

　●�　グローバル化が急速に進展し、相互理解や国際協力等が求められる中、語学力、とりわけ
国際的共通語となっている英語によりコミュニケーションを図り行動する「語学力」を育み
ます。

　●�　県内に魅力ある仕事があることや社会参画に対する理解を深めることで、県内を基盤に活
躍し、社会に貢献しようとする意欲を育みます。

35 グローカル人材：グローカルとは、グローバル（地球的）とローカル（地域的）を組み合わせた造語。グローカ
ル人材とは、「地球的な視野で考えながら、自分の地域で活動できる人材」、「地域や異文化に対する深い理解を持ち
ながら、地球的な規模で活動できる人材」の意味で用いている。
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（５）特別支援教育の推進
　�　発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加していることから、早期からの
一貫した支援を行う必要があります。また、卒業後も地域の中で安心して暮らしていけるよう、
子どもたちの自立と社会参画のために必要な力を育む必要があります。

　（取組の方針）
　●�　障がいのある子どもたちへの支援が早期から行われ、学校間で支援情報が引き継がれるよ
う、早期からの一貫した支援体制を推進します。

　●�　特別支援学校における計画的・組織的なキャリア教育を進め、一人ひとりの進路希望を実
現します。

　●�　特別支援学校の施設・設備の充実を図ります。

（６）誰もが安心できる学び場づくり
　�　地震や風水害等の自然災害に備え、子どもたちの命を守るため、防災教育・防災対策を充実
していく必要があります。また、いじめ問題や貧困の連鎖等の課題をふまえ、子どもたちが安
心して学習できる環境を整える必要があります。

　（取組の方針）
　●�　�防災教育・防災対策を推進し、災害時の子どもたちの安全の確保を図ります。
　●�　�子どもたちや教職員の安全を確保するため、学校施設の防災機能の強化を図ります。
　●�　�いじめや暴力を許さない子どもたちの育成と組織的な指導体制の確立を図ります。
　●�　家庭の経済的な環境や国籍等で子どもたちの将来が左右されることのないよう、実質的な
教育の機会均等化を図ります。

（７）地域に開かれ輝く学校づくり
　�　子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化する中で、学校だけ
でなく、社会全体で子どもたちを育てることが求められています。また、グローバル化の進展等、
社会の変化やニーズをふまえるとともに、子どもたちによる主体的な進路選択が可能となるよ
う、学校の特色化 ･魅力化を進める必要があります。

　（取組の方針）
　●�　コミュニティ・スクール 36 等の導入を推進するなど、保護者や地域住民が参画した学校運
営を推進します。

　●�　社会の変化や多様な学習ニーズに対応して、主体的な進路選択が可能となるよう、学校の
特色化・魅力化を進めます。

36 コミュニティ・スクール：23 ページ参照。
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（８）教職員の資質向上
　�　近年の社会状況や子どもたちの変化等を背景に、学力や体力の向上、いじめや不登校への対
応、障がいのある子どもたちへの対応等、教育課題が多様化・複雑化しています。また、課題
の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）の充
実、ＩＣＴを活用したわかりやすい授業、道徳の教科化への対応、グローバル化に対応した英
語教育等が求められており、教職員はこれまで以上に、意欲や探究心を持ち、教職生活全体を
通じて学び続け、より専門性を高めていく必要があります。

　（取組の方針）
　●�　子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感するとともに、自ら課題を発見して、
主体的・協働的に探究し、成果等を表現していくことができるよう、教員の授業力向上に取
り組みます。

　●�　多様な教育課題に対応した教育を実践できるよう、教職員の専門性の向上を図ります。
　●�　教職員が学校の目標の達成や課題への対応等に意欲的に取り組むことができるよう、組織
運営体制を強化し、教育活動の質の向上を図ります。
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※この取組を重点的に実施するにあたっての背景を記載しています。

取組の背景

 ※この重点取組の方針（基本的な考え方）を記載しています。

※この重点取組で実施する主な取組を記載しています。

取組の方針

重点取組の見方

重点取組 ○○○○○●
重点取組名

数値目標

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

※�この重点取組全体の成果を
示す指標を記載していま
す。

※�平成 27（2015）
年度末における
最新の実績値を
示しています。

※�平成 31（2019）
年度末までに達
成する数値を示
しています。

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

※�「主な取組内容」の柱立て
（12等）に対応する指標
を記載しています。

※�平成 27（2015）
年度末における
最新の実績値を
示しています。

※�平成 31（2019）
年度末までに達
成する数値を示
しています。
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主な取組内容

　三重県の全国学力・学習状況調査の結果は、平成 24（2012）年度から４年連続で全国平均
を下回る状況にあり、子どもたちの学力の定着や向上に課題があります。本調査は子どもたち
の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の改善や学校における指導の充実等に役立てるこ
となどを目的にしており、実施にあたっては、序列化や過度な競争が生じないようにするなど、
教育上の効果や影響等に十分配慮しつつ、学校・家庭・地域が情報共有を図り、一体となった
取組をより一層推進していく必要があります。
　また、変化の激しい時代にあって、自ら課題を発見し、その解決に向けて主体的・協働的に
探究する力や、成果を表現し、実践に活かしていける力を子どもたちに育むことが求められて
います。

●　�教員の授業力の向上を図り、「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」が実感できる授業づくり
に取り組みます。また、課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわ
ゆる「アクティブ・ラーニング」）や、そのための指導方法を充実します。

●　�学校・家庭・地域の連携を一層深め、子どもたちが主体的に学習する意欲の向上や、
生活習慣・学習習慣の確立に取り組みます。

●　子どもたちの感性や思考力を育むため、読書活動を推進します。

取組の背景

1 授業力の向上
①�　全国学力・学習状況調査問題および結果分析等を活用した指導方法の改善に取り組むととも
に、課題を克服し必要な力を育む授業づくりに活かします。また、子どもたちの学習の成果や
課題を、みえスタディ・チェック 37 やワークシート等を用いて継続的に確認し、授業改善に活
かすとともに、子どもの実態に応じた指導を行うことにより、主体的な学習につなげます。

②�　学力向上アドバイザーや指導主事等による学校訪問をとおして、小中学校における授業改善
と教員の意識向上を図ります。また、指導教諭 38 を配置し教科指導の改善や充実を図ります。

取組の方針

１

37 みえスタディ・チェック：28 ページ参照。
38 指導教諭：98 ページ参照。
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③�　「教員は学校で育つ」ことから、同僚の教員と日常的に学び合う校内研修が充実するよう取り
組むとともに、校長のリーダーシップのもと、授業研究を中心とした組織的・継続的な取組を
推進し、教員一人ひとりの授業力を高めます。

④�　子どもたちが生涯にわたって主体的に学び続ける力等の育成すべき資質・能力を身につけら
れるよう、「アクティブ・ラーニング」の充実に向けて、指導方法の改善を推進します。

2 家庭・地域の教育力の向上　
①�　県の広報誌やＷｅｂサイト等を活用した広報や啓発活動により、子どもたちの家庭での生活
習慣や学習習慣の確立を促進します。　

②�　地域の住民やＮＰＯ、企業等との連携・協働による学習・体験活動や、学校支援地域本部 39

等の地域の教育力を活用した取組を推進します。

3 読書活動の推進　
①�　読書量と学力との間に一定の関連がみられることから、担任と司書教諭、学校司書等の連携
による学校図書館を活用した授業、朝の読書（朝読）や家庭読書（家

うち
読
どく
）を促進します。　

②�　ビブリオバトル（書評合戦）40 の普及等を通じて、読書活動を推進し、子どもたちの思考力、
判断力、表現力の向上につなげます。

39 学校支援地域本部：23 ページ参照。
40 ビブリオバトル（書評合戦）：56 ページ参照。

重点取組　学力の向上

朝の読書（朝読）学びあう子どもたち
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※３�　「各教科（小学校国語、小学校算数、中学校国語、中学校数学）の授業の内容はよく分かりますか」
という質問に対して、肯定的に回答した児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※４�　家庭学習を平日１時間以上、休日１時間以上していると回答した児童生徒の割合。（文部科学省
「全国学力・学習状況調査」）

※５�　「学校の授業時間以外に、普段、１日当たりどれくらいの時間、読書をしますか」という質問に
対して、10 分以上すると回答した児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�授業内容を理解している子ど
もたちの割合（※３）

小学校国語　82.2％
　　　算数　81.3％
中学校国語　76.3％
　　　数学　75.4％

小学校国語　88.0％
　　　算数　88.0％
中学校国語　84.0％
　　　数学　77.0％

2　�子どもたちの家庭学習の状況
（※４）

小学生 平日　58.4％
　　　 休日　45.8％
中学生 平日　66.5％
　　　 休日　59.9％

小学生 平日　63.0％
　　　 休日　57.0％
中学生 平日　70.0％
　　　 休日　69.0％

3　��授業時間以外に読書をする子
どもたちの割合（※５）

小学生　61.1％
中学生　48.6％

小学生　66.0％
中学生　55.0％

※１�　各教科（小学校国語Ａ・Ｂ、小学校算数Ａ・Ｂ、中学校国語Ａ・Ｂ、中学校数学Ａ・Ｂ）の平
均正答率において、全国平均を上回った教科数。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

　　�　全国学力・学習状況調査の教科に関する結果は、学力の一部分であること、学校における教育
活動の一側面であることなどに留意しつつ、児童生徒や学校への質問紙調査の結果と合わせて総
合的に活用することが重要です。

※２�　「ものごとを最後までやり遂げてうれしかったことがある」、「難しいことでも失敗を恐れないで
挑戦する」、「自分にはよいところがあると思う」の３つの質問に対して、肯定的な回答をした児
童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

全国学力・学習状況調査におい
て全国平均を上回った教科数
（※１）

０ ８（全教科）

子どもたちの自尊感情の状況
（※２）

小学生　82.1％
中学生　78.1％

小学生　83.0％
中学生　80.0％

数値目標
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重点取組　学力の向上

124

　三重県では、子どもたちが自らの夢や希望をかなえ、他者と支え合いながら、社会を創っ
ていく力を身に付けられるよう、平成24年度から「みえの学力向上県民運動」を展開して
います。
　全国学力・学習状況調査の結果の分析では、学校での組織的な取組（校長による授業の見
回りや、教員による授業での「目標の提示」と「振り返る活動」等）については、一定の改
善が見られるものの、特に家庭での過ごし方について、スマートフォンの使用時間、家庭学
習（学習時間や復習）、自主的な読書等に課題が見られ、生活習慣、学習習慣、読書習慣の
一層の確立が必要です。
　子どもたち一人ひとりが達成感や自尊感情を持って、物事に粘り強く挑戦していくことが
できるようになるためには、学校・家庭・地域の多くの大人が関わることが重要です。平成
28年度からの県民運動の次なるステージでは、今まで以上に、大人も本を手にとって、読
んで思ったことを子どもに話したり、スマートフォンを自己管理しながら使っている姿を子
どもに見せたりしながら、大人が力を合わせて学力向上の足取りを確かなものにしていきま
しょう。

学力の向上に向けて、県民力の結集を！
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体力の向上と学校スポーツの推進

主な取組内容

　平成 30(2018) 年度に三重県を中心とした東海ブロックで全国高等学校総合体育大会を、平
成 32(2020) 年度に三重県を含む東海ブロックで全国中学校体育大会を開催します。また、平
成 32 年には東京オリンピック・パラリンピック競技大会が、平成 33(2021) 年には三重県で
国民体育大会・全国障害者スポーツ大会の開催が予定されています。子どもたちが運動やスポー
ツに親しむことで体力を向上させるとともに、学校スポーツを推進する必要があります。

取組の背景

1 子どもたちの体力向上
①�　子どもたちが、体育の授業をとおして運動が好きになるよう、教員を対象とした研修会を充
実し、指導力向上を図ります。　

②�　子どもたちの運動機会を拡充する小中学校の取組が進むよう、「みえ子どもの元気アップシー
ト」を活用した体力向上の目標設定や「１学校１運動プロジェクト」（学校全体でなわとびやマ
ラソン等に取り組む活動）を推進します。

2 運動部活動の活性化と指導力向上
①�　教員採用選考試験において、競技実績を有し、今後、指導者として活躍が期待できる者を中
学校・高等学校の保健体育科教員として採用することにより、指導者の確保を図ります。

②�　地域のスポーツ指導者を運動部活動の外部指導者として学校に派遣するなど、地域と学校と
の連携を深め、運動部活動の充実を図ります。

重点取組

取組の方針

２

●　�子どもたちが運動やスポーツに親しみ、体力が向上するよう、体育授業の充実と体
力向上に向けた学校の取組を推進します。

●　�運動部活動が活性化するよう、指導者の指導力向上に取り組みます。

●　�中学生・高校生の競技力の向上に取り組み、夢や目標の実現に向け、創造性やチャ
レンジ精神を育むとともに、生涯を通じてスポーツに親しむ習慣を培います。

●　�子どもたちが「する」、「みる」、「支える」といった大会への多様な関わりをとおして、
スポーツへの関心が高まるよう取り組みます。
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③�　運動部活動の指導者を対象とした研修会等をとおして、指導方法や部活動運営等に関する指
導力の向上を図ります。

④　運動部活動の強化指定や合同練習会の開催等により、競技力の向上を図ります。

⑤　優秀な成績を収めた選手や指導者を顕彰することにより、活動意欲の向上を図ります。

⑥　運動部活動に必要な環境整備や、全国大会等に出場する生徒への支援を行います。

3 大規模大会の開催を契機とした学校スポーツの推進
①�　大会開催に関わる関係機関、学校体育団体、競技団体等と連携・協働し、大会の円滑な開催準備・
運営を進めます。

②　大会の開催に向けた取組をとおして、各競技の普及に努めます。

③�　三重県の子どもたちが大会の開催準備・運営に主体的に関わるとともに、大会の観戦等、さ
まざまな交流を通じて豊かな人間関係を築き、スポーツを「する」、「みる」、「支える」立場か
ら多くの感動や達成感を味わうことができるよう取り組みます。

④�　全国から訪れる多くの人びとを温かい「おもてなし」の心を持って迎え、参加者の心に残る
夢と感動にあふれる大会開催をめざします。また、三重の豊かな自然や文化・歴史的景観等の
多様な魅力を積極的に発信し、地域の活性化を促進します。

重点取組　体力の向上と学校スポーツの推進

※１�　全国体力・運動能力、運動習慣等調査における本県の体力合計点の全国との比較（小学５年生
男女および中学２年生男女の都道府県別平均値との比較指数）。

※２�　「運動やスポーツをすることは好きですか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒
の割合。（文部科学省「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」）

※３�　全国中学校体育大会、全国高等学校総合体育大会、全国高等学校選抜大会、国民体育大会にお
ける中学生・高校生の入賞件数。（三重県教育委員会調べ）

※４�　大会の開催準備、総合開会式の出演、競技種目別大会補助員等に関わった高校生の合計。（三重
県教育委員会調べ）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

全国体力・運動能力、運動習慣
等調査の結果（※１） 48.5 51.0

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　��運動やスポーツをすることが
好きな子どもたちの割合

　　（※２）
88.3％ 89.2％

2　�全国大会での入賞件数 （※３） 127件
（平成26年度） 162件

3　�平成 30 年度全国高等学校総
合体育大会の準備・大会開催
に関わった高校生の数（累計）
（※４）

０人 7,900人
（平成30年度）
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重点取組 心の教育の推進

主な取組内容

　近年、深刻ないじめやインターネットでの誹謗中傷、生命を軽視する事件が発生しています。
幼児期からの発達段階に応じた心の教育を行うことで、人権意識や規範意識を高めることが必
要です。

取組の背景

1 幼児教育の推進
①�　遊びを中心としたさまざまな体験をとおして、子ども
たちに学びへの意欲と関心、自分の気持ちを伝える力、
自主性、規範意識、自尊感情、思いやりの心等を育みます。

②�　小１プロブレム 41 等の就学に伴うさまざまな課題があ
ることから、幼児教育から小学校教育への円滑な接続が
なされるよう、幼稚園・認定こども園・保育所と小学校
の連携に取り組みます。

2 人権教育の推進
①�　子どもたちが、部落問題、障がい者、外国人、子ども、女性等、種々の個別的な人権問題を
解決するために必要な知識を身につけ、人権意識を高め、行動できるよう、人権学習指導資料
等を活用した学習を推進します。

②�　新たな人権課題に適切に対応できるよう、メディアリテラシー、ユニバーサルデザインのま
ちづくり、性的マイノリティの人権等についての学習を促進します。

３

取組の方針

●�　�生涯にわたる人格形成の基礎である幼児期から、子どもたちに、将来、社会の一員
としてよりよく生きるための基礎を培うよう取り組みます。

●　�発達段階に応じた適切な指導を学校の教育活動全体をとおして行うことで、人権　
意識や規範意識の向上を図ります。

41 小１プロブレム：43 ページ参照。

幼児と小学生のふれあい活動
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3 道徳教育の推進
①�　子どもたちの発達段階に応じて、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を培う教育が充実
されるよう、道徳の時間を要として、各教科等の授業のほか、保護者や地域の方々の協力等に
よる体験的な学習の機会等を通じて、学校教育全体において心の教育に取り組みます。

②�　学校・家庭・地域が連携した道徳教育の一層の充実を図るため、「私たちの道徳」を活用した
道徳の授業参観の実施や、学校通信等による「私たちの道徳」の内容や家庭での活用の仕方の
発信等により、家庭・地域の理解と協力のもと、道徳教育を進めます。

重点取組　心の教育の推進

※１�　「自分には、よいところがあると思う」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割
合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

※２�　小学校の児童との体験的な交流を年複数回行った幼稚園・認定こども園・保育所の割合。（三重
県および三重県教育委員会調べ）

※３�　県立学校の生徒を対象としたアンケート調査において、「これまでに受けた人権学習によって、
人権を守る行動をしたいと感じるようになった」と回答した生徒の割合。（三重県教育委員会調べ）

※４�　「道徳教育推進教師が学習指導要領解説道徳編に示されている８つの役割を自覚し、組織の中心
となって、教職員の協力体制のもと、道徳教育が進められている」と回答した公立小中学校の割合。

（三重県教育委員会調べ）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

自分には、よいところがあると
思う子どもたちの割合（※１）

小学生　75.1％
中学生　69.4％

小学生　81.0％
中学生　75.0％

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�小学校の児童との交流を行っ
た幼稚園等の割合（※２） ― 100％

2　�人権学習によって、人権を守
るための行動をしたいと感じ
るようになった子どもたちの
割合（※３）

70.2％ 80.0％

3　�道徳教育推進教師を中心とし
て学校全体で道徳教育に取り
組んでいる学校の割合（※４）

― 小学校　100％
中学校　100％
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重点取組 グローカル人材 42 の育成

主な取組内容

　グローバル化が進む中、世界にあっても、地域にあっても、グローバルな視野を持つことが
求められています。教育においては、小学校中学年からの外国語活動の導入が検討されるなど
英語教育の強化が図られています。このような中、三重県の子どもたちに、異文化理解の精神、
主体性、積極性、語学力やコミュニケーション能力等に加え、郷土の文化に対する深い理解や
社会への参画と貢献に対する意欲・態度を育むことが求められています。

取組の背景

1 自ら考え判断し主体的に行動する力の育成
①�　高校生が自ら課題を発見し、その解決に向けて探究する取組を進めます。また、地域や地元
の小中学生を対象に、さまざまな提案や体験メニューの提示ができるような学習活動をとおし
て、子どもたちのチャレンジ精神や自信、目的意識を育みます。

②　高校生の海外留学を支援し、実践的な英語の使用機会を創出するとともに、海外留学等をと
　おして、異文化を理解し、グローバルな視野を持って、自ら行動する力を育みます。

③�　中学生が地域や社会で起こっている問題や出来事に関心を持ち、一人ひとりが役割を認識し
ながら主体的にコミュニケーションを図りつつ、仲間と共に身のまわりの課題を解決する態度
を育みます。

４

取組の方針

●�　�高い志を持ち、さまざまな課題に対して自ら考え挑戦し、立ちはだかる壁を乗り越
え、未来を切り拓いていく力である「主体性」を育みます。

●�　�郷土への愛着と誇りを持ちながら、それぞれのアイデンティティーを確立・確認し、
それを心の土壌として、異なる文化・伝統に立脚する人びととも協働しながら共
に成長し、未来を創造していく「共育力」を育みます。

●�　�グローバル化が急速に進展し、相互理解や国際協力等が求められる中、語学力、と
りわけ国際的共通語となっている英語によりコミュニケーションを図り行動する
「語学力」を育みます。

●�　�県内に魅力ある仕事があることや社会参画に対する理解を深めることで、県内を基盤
に活躍し、社会に貢献しようとする意欲を育みます。

42 グローカル人材：116 ページ参照。
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2 共に成長しながら新しい社会を創造する力の育成
①�　高校生および大学生等が広くテーマを設定して、大学教授や企業人等の講義を受けたり、ディ
スカッションを行ったりするなどの環境を創出し、将来の三重を支える志を育成するとともに、
学校の枠を越えた三重の若者のネットワークを構築します。

②�　県内大学等との連携をとおして、地域を支える人材の育成を進めます。

③　中学生が郷土三重についての学習を深め、英語で積極的に発信できる力を育みます。

④�　子どもたちの郷土を愛する心を育むため、郷土の伝統・文化や先人の偉業等の身近な教育資
源を取り上げた「三重県　心のノート」等の積極的な活用を促進します。

⑤�　身近な外国人との交流をとおして、異なる文化や習慣を理解し、共に生きていくことができ
るよう、多文化共生社会に必要な態度や資質・能力を育みます。

⑥�　伊勢志摩サミットの開催を契機として、子どもたちが郷土三重のすばらしさを再認識すると
ともに、世界の子どもたちに関わる諸問題に関心を持ち、考える機会を創ります。

3 外国語で積極的にコミュニケーションを図る力の育成
①　外国語活動の中核となる小学校教員、中・高等学校の英語教員を対象に、英語運用力・実践
　的指導力の向上を図る研修を実施します。

②�　小・中・高校生を対象に、「英語キャンプ」等を実施し、実践的に英語を使用できる環境の創
出と異年齢交流による人間的成長を促進します。

4 意欲を持って社会に参画し、未来を切り拓く力の育成
①�　子どもたちが、県内に魅力のある仕事があることへの理解を深め、将来、三重を基盤に社会
で活躍しようとする意欲と態度を身につけることができるよう、就業体験や職業講話、職業人
とのディスカッション等、県内で活躍する人とのふれ合いの機会を創出します。

②�　子どもたちが学校での学習と自分の将来との関係に意義を見いだし、学習意欲を高めるとと
もに、今学んでいることを将来の生活や職業生活で活用することができるよう、キャリア教育
の充実を図ります。

③�　社会への参画と貢献に対する意欲・態度の育成を図るため、
地域と連携した取組、体験活動等を通じて、シチズンシップの
涵養に努めます。中でも、主権者としての自覚と責任および政
治的教養を育む教育については、各教科、総合的な学習の時間、
特別活動等において、模擬投票、模擬議会、模擬裁判、討論といっ
た体験的な活動を通じて推進します。

重点取組　グローカル人材の育成

模擬投票をする高校生
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※２�　２週間未満のホームステイ、２週間～１年未満の短期語学留学（個人）、１年以上の長期留学（個
人）または学校が主催する短期海外研修旅行等に参加した県立高等学校の生徒の数。（三重県教育
委員会調べ）

※３�　「中学生からの提案・発信」および「郷土三重を英語で発信！～ワン・ペーパー・コンテスト～」
に参加した公立中学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

※４�　 英 検 準 １ 級 以 上、TOEFL の PBT550 点 以 上、CBT213 点 以 上、iBT80 点 以 上 ま た は
TOEIC730 点以上を取得している英語担当教員の割合。（文部科学省「公立中学校及び公立高等学
校における英語教育実施状況調査」）

※５�　小中学校：「前年度までに、地域の人材を外部講師として招へいした授業を行いましたか」とい
う質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学校の割合。（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

　　�　高等学校：社会人講師を活用した授業等を実施したと回答した県立高等学校の割合。（三重県教
育委員会調べ）

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　��海外留学（短期留学を含む）
や海外研修等に参加した高校
生の数（※２）

287人
（平成26年度） 480人

2　��生徒が社会の出来事や郷土三
重について、自分の考えや意
見を発信する取組を実施して
いる中学校の割合（※３）

41.4％ 50.0％

3　�英検準１級以上相当の英語力
を有する英語教員の割合

　　（※４）

中学校　 32.3％
高等学校 62.0％
（平成26年度）

中学校　 55.0％
高等学校 77.0％

4　�地域等の人材を招へいした授
業等を行っている学校の割合
（※５）

小学校　 82.9％
中学校　 64.0％

高等学校 92.6％

小学校　 87.0％
中学校　 70.0％

高等学校 100％

※１�　「将来の夢や目標を持っていますか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割合。
（文部科学省「全国学力・学習状況調査」）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

将来の夢や目標を持っている子
どもたちの割合（※１）

小学生　85.3％
中学生　71.7％

小学生　90.0％
中学生　75.0％

数値目標

（平成27年度）

（平成26年度）
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重点取組　グローカル人材の育成

サミット会場の賢島

132

　サミット（先進国首脳会議）が平成28年 5月 26日・
27日にわたって志摩市の賢島において開催されます。 
全世界の注目を浴びる伊勢志摩サミットの開催は、子
どもたちが世界に目を向けるとともに、三重県のすば
らしさを再認識する絶好の機会となります。
　参加各国から若者が集まり、世界の課題について討
議する2016ジュニアサミット in三重（平成28年４
月 22日～ 28日）の開催や、参加各国の料理を学校
給食に取り入れるなどの取組を通じて、サミットの成
功につなげていきます。

伊勢志摩サミットの開催
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重点取組 特別支援教育の推進

主な取組内容

　発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加していることから、早期からの
一貫した支援を行う必要があります。また、卒業後も地域の中で安心して暮らしていけるよう、
子どもたちの自立と社会参画のために必要な力を育む必要があります。

取組の背景

1 早期からの一貫した支援の推進
①�　幼稚園・認定こども園・保育所、小・中・高等学校、特別支援学校間で指導・支援に必要な
情報が確実に引き継がれるよう、情報引継ぎツールであるパーソナルカルテを活用した支援体
制の整備を進めます。加えて、パーソナルカルテの充実のために個別の指導計画の作成と活用
を促進します。

②�　適切な支援が早期から行われるよう、支援ツール「ＣＬＭ（Check List in Mie：発達チェッ
クリスト）と個別の指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入を促進します。

③�　三重県立子ども心身発達医療センター、国立病院機構三重病院および三重県立かがやき特別
支援学校が連携することにより、専門性の高い医療、福祉、教育が連携した支援を行います。
また、各市町に設置が進められている保健、福祉、教育が連携した総合相談機能の整備を働き
かけるとともに、中核となる専門性の高い人材育成等の支援を行い、支援が必要な子どもの早
期発見と発達段階に応じた適切な支援体制の構築に取り組みます。

2 特別支援学校におけるキャリア教育の推進
①�　自立と社会参画に向けて、各発達段階に応じて育みたい能力や養いたい態度を考慮した特別
支援学校版キャリア教育プログラムを各校で作成し、幼稚部、小学部から高等部まで、計画的・
組織的にキャリア教育を進めます。

５

取組の方針

●　�障がいのある子どもたちへの支援が早期から行われ、学校間で支援情報が引き継が
れるよう、早期からの一貫した支援体制を推進します。

●　�特別支援学校における計画的・組織的なキャリア教育を進め、一人ひとりの進路希
望を実現します。

●　�特別支援学校の施設・設備の充実を図ります。
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②�　特別支援学校高等部の企業就労については、生徒本人の適性を十分に把握した上で、適した
職種・業務と必要な支援の方法を企業に提案する形の職場開拓を行います。　

③�　早期から計画的に職場実習を実施し、職業観・勤労観を育む職業教育を充実させることで、
進路希望を実現するとともに、同じ職場で働き続けられるよう、関係機関と情報共有を図り定
着支援を行います。　

④�　卒業後に地域生活へ円滑に移行するため、個別の移行支援計画 43 等を活用し、教育機関と地
域の医療、福祉、労働等関係機関との一層の連携を進めます。

3 特別支援学校の整備　
①�　「三重県特別支援教育推進基本計画」に基づき、三重県立特別支援学校東紀州くろしお学園（本
校）、三重県立かがやき特別支援学校、三重県立松阪地域特別支援学校（仮称）の整備を進めます。

重点取組　特別支援教育の推進

※１�　県立特別支援学校高等部卒業生のうち、一般企業（就労継続支援Ａ型事業所 44 を除く）に就職
した者の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　特別支援学級が設置されている公立小中学校のうち、特別支援学級においてパーソナルカルテが
活用されている学校の割合。（三重県教育委員会調べ）

※３�　県立特別支援学校のうちキャリア教育プログラムを作成した学校の割合。（三重県教育委員会調
べ）

※４�　特別支援学校東紀州くろしお学園（本校）、かがやき特別支援学校、松阪地域特別支援学校（仮称）
のうち、整備された学校数。

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

特別支援学校高等部卒業生の就
職率（※１）

30.3％
（平成26年度） 32.0％

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�特別支援学級においてパーソ
ナルカルテを活用している小
中学校の割合（※２）

59.2％ 100％

2　�特別支援学校版キャリア教育
プログラムを作成した特別支
援学校の割合（累計）（※３）

25.0％
（平成26年度） 100％

3　�「三重県特別支援教育推進基
本計画」に基づき整備された
特別支援学校数（累計）（※４）

― ３校

43 個別の移行支援計画：70 ページ参照。
44 就労継続支援Ａ型事業所：70 ページ参照。
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重点取組 誰もが安心できる学び場づくり

主な取組内容

　地震や風水害等の自然災害に備え、子どもたちの命を守るため、防災教育・防災対策を充実
していく必要があります。また、いじめ問題や貧困の連鎖等の課題をふまえ、子どもたちが安
心して学習できる環境を整える必要があります。

取組の背景

1� 防災教育・防災対策の推進
①�　子どもたちが自らの命を守るため、自然災害に対応する力を身につけられるよう、防災学習
教材の提供、体験型防災学習の支援、教職員の防災研修等、防災教育の充実に取り組みます。

②�　県立学校については、非構造部材の耐震対策等の学校施設における防災機能の強化を進めま
す。

③�　小中学校については、国の補助制度を市町が活用できるよう支援することで、耐震対策を進
めます。

2 いじめ対策の推進　
①�　いじめや暴力を許さない子どもたちを育成するため、道徳教育・人権教育をはじめ、学校教
育全体をとおして、生命を大切にし、相手を思いやる心や個性を認め合う態度等を育みます。
また、いじめの未然防止および早期発見・早期対応のため、「学校いじめ防止基本方針」に基づ
く組織的な指導体制の確立を図ります。　

②�　スクールカウンセラーの効果的な活用や、いじめ問題に悩む子どもや保護者を対象とした「い
じめ電話相談」の実施等の相談体制の充実に努めます。　

③�　情報モラル教育を推進するとともに、教職員や保護者等の情報技術への対応力の向上を図り、
インターネットにおけるいじめ等のトラブルの未然防止、早期発見・早期対応に努めます。

６

取組の方針

●　防災教育・防災対策を推進し、災害時の子どもたちの安全の確保を図ります。

●　子どもたちや教職員の安全を確保するため、学校施設の防災機能の強化を図ります。

●　いじめや暴力を許さない子どもたちの育成と組織的な指導体制の確立を図ります。

●　�家庭の経済的な環境や国籍等で子どもたちの将来が左右されることのないよう、実
質的な教育の機会均等化を図ります。

135



計
画
期
間
中
に
特
に
注
力
す
る
取
組

重
点
取
組

第
４
章

3 教育の機会均等化
①�　学校を子どもの貧困対策のプラットフォーム 45 として位置づけ、福祉等の関係機関と連携し
た支援を行うスクールソーシャルワーカーや、心理的な支援を行うスクールカウンセラーの効
果的な配置を進めます。
　�　また、学力に課題のある子どもたちへの補充学習や土曜日の授業等の効果的な活用等の学習
支援を充実します。加えて、ひとり親家庭、生活困窮家庭の子ども等、支援を要する緊急度の
高い子どもたちに対して、学習支援を行います。

②�　子どもたちの修学に係る経済的支援を推進するため、高校生等奨学給付金の支給を行うとと
もに、三重県高等学校等修学奨学金の貸与を行います。

③�　外国人児童生徒の学力および社会参画力の育成のため、日本語で学ぶ力の育成をめざしたカ
リキュラム（ＪＳＬカリキュラム 46）の考え方をもとにした事例の普及や研修を行い、効果的
な指導の推進に取り組みます。

重点取組　誰もが安心できる学び場づくり

※１�　「学校で、いじめや暴力の心配がなく、安心して学習することができますか」という質問に対し
て、肯定的な回答をした公立小中学生および県立高校生の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　講義形式に加えて体験型の防災教育に取り組んでいる公立小中学校および県立学校の割合。（三
重県教育委員会調べ）

※３�　公立小中学校および県立学校から報告があったいじめの認知件数のうち、年度内に解消したもの
の割合。（文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」）

※４�　生活保護世帯に属する生徒であって、中学校を卒業した翌年度に高等学校（特別支援学校高等部
を含む）、高等専門学校または専修学校の高等課程等に入学した者の割合。（厚生労働省「就労支援
等の状況調査」）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

学校生活に安心を感じている子
どもたちの割合（※１） 92.3％ 95.0％

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�「自助」の力を育む防災教育
に取り組んでいる学校の割合
（※２）

73.5％ 100％

2　�いじめの認知件数に対して、
年度内に解消したものの割合
（※３）

92.0％
（平成26年度） 100％

3　�生活保護世帯に属する子ども
の高等学校等進学率

　　（※４）

93.5％
（平成26年度） 98.8％

45 学校を子どもの貧困対策のプラットフォーム：87 ページ参照。
46 ＪＳＬカリキュラム：32 ページ参照。
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重点取組 地域に開かれ輝く学校づくり

主な取組内容

　子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、教育課題が多様化・複雑化する中で、学校だけ
でなく、社会全体で子どもたちを育てることが求められています。また、グローバル化の進展等、
社会の変化やニーズをふまえるとともに、子どもたちによる主体的な進路選択が可能となるよ
う、学校の特色化 ･魅力化を進める必要があります。

取組の背景

1 地域とともにある学校づくり
①�　子どもたちを中心に据えた「地域とともにある学校づくり」を推進するため、地域とともに
ある学校づくりサポーターの派遣等を通じて、コミュニティ・スクール等の地域と一体となっ
て子どもたちを育む仕組みの導入を図ります。

②�　学校支援地域本部 48 等を導入することにより、大学生や退職教員等の地域住民の知識・技能
を活用した学校支援体制づくりを促進します。

③�　保護者や地域住民が当事者意識を高め、学校運営に積極的に参画するよう働きかけるととも
に、地域の人びとが集い学ぶ場づくりを進め、学校を核とした地域づくりの取組を広げます。

2 学校の特色化・魅力化　
①�　小中一貫教育を推進するため、市町全域での先導的な取組等を支援し、その普及を図るとと
もに、小中学校教員の交流促進や小中学校両方の教員免許を有する教員の適切な配置等に努め
ます。

７

取組の方針

●　�コミュニティ・スクール 47 等の導入を推進するなど、保護者や地域住民が参画し
た学校運営を推進します。

●　�社会の変化や多様な学習ニーズに対応して、主体的な進路選択が可能となるよう、
学校の特色化・魅力化を進めます。

47 コミュニティ・スクール：23 ページ参照。
48 学校支援地域本部：23 ページ参照。
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②�　中高一貫教育については、その理念や期待される教育効果、課題を明確にしつつ、県内各地
域の状況やニーズ等をふまえ、検討を進めます。

③�　子どもたちの能動的な学びと探究的な活動の推進や、グローバル人材の育成を目的とした普
通科系専門学科等の設置を検討します。

④�　県内の工業高校が持つポテンシャルを活かしつつ、一層高度なものづくり教育を行う魅力的
な教育環境を整備するため、北勢地域に工業高校の専攻科を設置します。

⑤�　地域や産業の発展に貢献できる人材育成を推進するため、地域活性化に関する教育活動の充
実や、地域に根ざしたより特色ある専門学科等の設置・拡充を検討します。

重点取組　地域に開かれ輝く学校づくり

※１�　学校生活についてのアンケート（授業内容の理解、相談や質問ができる雰囲気、学校生活の安
心感、目的意識の４項目）の平均値から算出した、学校に満足している公立小中学生および県立
高校生の割合。（三重県教育委員会調べ）

※２�　「コミュニティ・スクールや学校支援地域本部の取組を推進している」と回答した市町の割合。（三
重県教育委員会調べ）

※３�　地域の活性化に向けて地域課題に対応する学習や人材育成に取り組んでいる県立高等学校の数。
（三重県教育委員会調べ）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

学校に満足している子どもたち
の割合（※１） 82.5％ 86.5％

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�コミュニティ・スクール等に
取り組んでいる市町の割合

　　（※２）

65.5％
（19/29市町）

86.2％
（25/29市町）

2　�地域の活性化に向けて特色あ
る教育活動に取り組んでいる
高等学校の数（※３）

14校 35校
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重点取組 教職員の資質向上

主な取組内容

　近年の社会状況や子どもたちの変化等を背景に、学力や体力の向上、いじめや不登校への対応、
障がいのある子どもたちへの対応等、教育課題が多様化・複雑化しています。また、課題の発
見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる「アクティブ・ラーニング」）の充実、
ＩＣＴを活用したわかりやすい授業、道徳の教科化への対応、グローバル化に対応した英語教
育等が求められており、教職員はこれまで以上に、意欲や探究心を持ち、教職生活全体を通じ
て学び続け、より専門性を高めていく必要があります。

取組の背景

1 授業力の向上
①�　子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感できるよう、教員の授業力向上や授業改
善につながる授業研究を中心とした研修を推進します。また、教職員が自ら学ぼうとする意欲
的・主体的な取組が活性化され、授業力向上が図られるよう、自主的研修の促進に向けた研究
団体活動を支援します。

②�　子どもたちが、実社会や実生活の中で知識・技能を活用しながら、自ら課題を発見し、主体的・
協働的に探究し、成果等を表現していくことができるよう、指導方法の改善に向けて、研修の
実施や実践事例の普及を進めます。

③�　全ての教員がＩＣＴを活用してわかりやすい授業を行うことができるよう、研修の実施や実
践事例の普及を進めます。

８

取組の方針

●　�子どもたちが「学ぶ喜び」、「わかる楽しさ」を実感するとともに、自ら課題を発見
して、主体的・協働的に探究し、成果等を表現していくことができるよう、教員の
授業力向上に取り組みます。

●　�多様な教育課題に対応した教育を実践できるよう、教職員の専門性の向上を図りま
す。

●　�教職員が学校の目標の達成や課題への対応等に意欲的に取り組むことができるよ
う、組織運営体制を強化し、教育活動の質の向上を図ります。
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2 多様な教育課題への対応
①�　全ての教職員が特別支援教育に関する一定の知識・技能を習得し、適切な指導・支援が行え
るよう、特別支援学校のセンター的機能として、教育相談や研修会を実施するとともに、各学
校に配置されている特別支援教育コーディネーターの専門性の向上を図ります。

②�　教職員が子どもたちの行動や言葉のわずかな変化等の兆候を察知し、適切に対応することが
できるよう、教育相談に関する専門的内容を学ぶ研修会や、教育相談に携わる教職員のネット
ワークを広める研修会を実施します。

③�　教職員がメディアリテラシー、ユニバーサルデザインのまちづくり、性的マイノリティの人
権等の新たな課題に適切に対応し、確かな人権意識と指導力を持って教育を進められるよう、
研修や情報提供を行います。

④�　道徳教育に関する学校内の指導体制の確立・強化を推進するとともに、優れた実践の情報提供・
共有、校内研修の充実へ向けての適切な指導・助言等により、教員の授業力の向上を図ります。

⑤�　小学校における英語教育の早期化、教科化を見据え、英語教育に携わる教員の各学校段階に
応じた英語運用力・実践的指導力の向上を図る研修を行います。

3 組織運営体制の強化による教育活動の質の向上
①�　学校自らがよりよい学校づくりを進めていくために、校長をはじめとする全ての教職員が「学
校マネジメントシステム」について理解を深め、対話と気づきによる継続的な改善活動を進め
ます。

②�　多様化・複雑化している教育課題に組織的に対応するため、主幹教諭 49 が学校組織体制の確
立に向け取組を推進できるよう研修を実施するとともに、改善活動を先導する中核的な人材を
育成します。さらに、異職種の合同研修や、地域と学校の連携協力を充実させることを目的と
した管理職と地域の方との合同研修を実施し、「チーム学校」としての組織力の向上を図ります。

③�　学校だけでは解決が困難な問題に対し、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
等の専門家チームを編成して学校を支援します。また、学校の事例検討会等に臨床心理相談専
門員を派遣し、子どもの心の理解を深めることをとおして、学校を支援します。

④�　職場定着サポーターや部活動の指導者等の専門的な知識や技能を有する外部人材を各学校の
教育目標に沿って積極的に活用します。

重点取組　教職員の資質向上

49 主幹教諭：98 ページ参照。
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※１�　「前年度までに受けた授業では、学級やグループの中で自分たちで課題を立てて、その解決に向
けて情報を集め、話し合いながら整理して、発表するなどの学習活動に取り組んでいたと思いま
すか」という質問に対して、肯定的な回答をした児童生徒の割合。（文部科学省「全国学力・学習
状況調査」）

※２�　教員の授業力向上や授業改善につながる授業研究に取り組む県内の教育団体・教育研究会等と連
携して実施した研修講座数。（三重県教育委員会調べ）

※３�　「教職員は、校内外の研修や研究会に参加し、その成果を教育活動に積極的に反映させています
か」という質問に対して、肯定的な回答をした公立小中学校および県立学校の割合。（公立小中学校：
文部科学省「全国学力・学習状況調査」、県立学校：三重県教育委員会調べ）

※４�　「学校運営の状況や課題を全教職員の間で共有し、学校として組織的に取り組んでいますか」と
いう質問に対して、「よくしている」と回答した公立小中学校および県立学校の割合。（公立小中学
校：文部科学省「全国学力・学習状況調査」、県立学校：三重県教育委員会調べ）

全体指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

授業で主体的・協働的に学習に
取り組んでいると感じる子ども
たちの割合（※１）

小学生　71.0％
中学生　69.9％

小学生　80.0％
中学生　78.0％

数値目標

個別指標 現状値（平成27年度） 目標値（平成31年度）

1　�県内の教育団体・教育研究会
等と連携して実施した研修講
座数（※２）

40講座 60講座

2　�校内外の研修や研究会の成果
を教育活動に反映している学
校の割合（※3）

小学校　 97.6％
中学校　 90.7％
県立学校86.7％

小学校　100 ％
中学校　 94.0％
県立学校90.0％

3　�学級運営の状況や課題を全教
職員の間で共有し、組織的に
取り組んでいる学校の割合

　　（※4）

小学校　 64.2％
中学校　 50.3％
県立学校27.7％

小学校　 71.0％
中学校　 61.0％
県立学校46.0％
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　�　三重の教育は、学校・家庭・地域が一体となり、県民力を結集して進める必要があります。
教育ビジョンの理念や施策等については、保護者・地域住民・教育関係者・企業等の理解と協
力を得ながら、着実に進めていきます。
　�　そのため、リーフレットや県のＷｅｂサイト等を活用し、県民に対して教育ビジョンの周知
を図ります。

　�　教育ビジョンの進行管理にあたっては、毎年、数値目標の達成状況や取組の進捗状況に基づ
く自己評価結果を、県議会をはじめ、総合教育会議、三重県教育改革推進会議等の関係会議に
報告するとともに、県のＷｅｂサイトで公表します。
　�　また、会議等での意見をふまえて取組の改善を行い、次年度以降の施策展開に活かすなど、
ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルに基づく進行管理を行います。

第５章　ビジョンの実現に向けて

教育ビジョンの周知1

教育ビジョンの進行管理２

第
５
章
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（全国学力・学習状況調査の結果）
　全国学力・学習状況調査における三重県の平均正答率は、平成24(2012) 年度から４年連続
で全国平均を下回る状況にあります。

参考資料
三重の子どもたちの現状

国語Ａ

主として「知識」

に関する問題

国語Ｂ

主として「活用」

に関する問題

算数Ａ

主として「知識」

に関する問題

算数Ｂ

主として「活用」

に関する問題

理科

三重県（公立） 68.0 65.3 74.8 44.1 59.2
全国（公立） 70.0 65.4 75.2 45.0 60.8
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(%)

小学校の平均正答率

 

国語Ａ

主として「知識」

に関する問題

国語Ｂ

主として「活用」

に関する問題

数学Ａ

主として「知識」

に関する問題

数学Ｂ

主として「活用」

に関する問題

理科

三重県（公立） 75.0 64.3 64.3 40.6 51.9
全国（公立） 75.8 65.8 64.4 41.6 53.0

0

20

40

60

80
(%)

中学校の平均正答率

出典：文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」

（１）学力・学習の状況
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（進学率・就職率）
　県立高等学校卒業者の大学・短大への進学率、就職率は過去５年間、ほぼ同様の傾向となって
います。三重県は全国に比べて進学率が低く、就職率が高い状況です。

（家庭学習等の状況）
　学校の授業以外に平日１時間以上勉強（塾等を含む）している子どもたちの割合は、全国平均
と比較して低くなっています。一方、平日に携帯電話やスマートフォンでメールやインターネッ
トを３時間以上使用している子どもたちの割合は、全国平均よりも高くなっています。

45.4 45.5 44.4 45.3 45.0 

49.3 48.9 48.6 49.2 49.8 

30.1 29.3 30.5 31.6 32.4 

19.5 20.0 20.1 20.8 21.3 
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60
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就職率三重県 就職率全国

 

(%)

県立高校卒業者（全日制・定時制）の進学率 ･就職率の推移

出典：文部科学省「学校基本調査」
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出典：文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」

平日にスマートフォン等でメールやインターネット
を３時間以上使用している子どもたちの割合
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当てはまる どちらかといえば、
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当てはまらない その他・無回答

（地域行事への参加）
　地域の行事に参加している子どもたちの割合は、小学生で72.0％、中学生は50.7％で、とも
に全国平均よりも高い状況です。

「自分には、よいところがあると思いますか」への回答（小学校）

「今住んでいる地域の行事に参加していますか」への回答（小学校）

「自分には、よいところがあると思いますか」への回答（中学校）

「今住んでいる地域の行事に参加していますか」への回答（中学校）

出典：文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」

出典：文部科学省「平成27年度全国学力・学習状況調査」

（自己肯定感）
　「自分には、よいところがあると思いますか」という質問に対して、小学生の75.1％、中学生
の69.4％が肯定的な回答をしています。小学生では全国平均よりも低く、中学生では高くなっ
ています。

（２）子どもたちの意識
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（いじめの認知件数）
　公立小中学校および県立学校におけるいじめの認知件数は、平成24年度以降減少傾向にあり
ます。平成 26(2014) 年度は 910件のいじめ認知件数のうち、837件（92.0％）が年度内に
解消しています。

0点

10点

20点

30点

40点

60点

53.853.8
53.653.6

55.255.2
54.754.7

41.941.9
42.142.1

49.149.1
48.848.8

小学校５年生(男) 小学校５年生(女) 中学校２年生(男) 中学校２年生(女)

８種目（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横とび・20mシャトルラン
[又は持久走]・50m走・立ち幅とび・ボール投げ）の体力合計点

50点

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

全
国
平
均

三
重
県

三
重
県

三
重
県

三
重
県

三
重
県

三
重
県

三
重
県

三
重
県

体力テストの結果

出典：文部科学省「平成27年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」

（体力合計点）
　子どもたちの体力テストの合計点は、中学生男子を除き全国平均よりも低いものの、少しずつ
向上している状況です。
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いじめの認知件数（三重県公立）

出典：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

（３）体力の状況

（４）子どもたちの安全・安心
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出典：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」
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不登校児童生徒数の推移（三重県公立）

出典：文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」

（不登校児童生徒数）
　公立小中学校における不登校児童生徒は、平成 26年度で 1,903 人となっています。不登校
は中学１年生で急増し、中学３年生で最も多くなる傾向にあります。

（暴力行為の発生件数）
　公立小中学校および県立高等学校における暴力行為の発生件数は、平成 26年度で 906件と
なり、年々増加する傾向にあります。校種別では中学校が525件と半数以上を占めています。
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（特別な支援を要する児童生徒数）
　県立特別支援学校、公立小中学校における特別支援学級および通級指導教室で学んでいる子ど
もたちは、年々増加傾向にあります。

（５）特別支援教育
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特別支援学校 特別支援学級 通級指導教室
（人）

特別支援学校、特別支援学級、通級指導教室で学んでいる児童生徒数（三重県公立）

出典：三重県教育委員会調べ
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「三重県教育ビジョン」<平成23（2011）年度～平成 27（2015）年度>の総括

　平成 23年度から平成 27年度を計画期間とする「三重県教育ビジョン」（以下「前ビジョン」
という。）では、「基本理念」として子どもたちの輝く未来づくりに向けて総力を結集することを掲
げ、「子どもたちに育みたい力」として「自立する力」と「共に生きる力」を示しました。そして、
その実現に向けた６つの基本施策のもとに、32の施策を設定し、取組を進めました。５年間の取
組について、以下のとおり総括します。
　
１　全体的な総括
　前ビジョンで掲げた32の施策の33の数値目標のうち、17の目標で平成27年度目標を達成し
ました。また、約78％にあたる25施策で目標項目の数値が上昇し、取組が進んでいることから、
５年間の取組には一定の成果があったと考えます。
　その一方で、学力や体力の状況は、改善の傾向がみられるものの、全国調査において全国平均を
下回る項目が依然として多いなど、その取組は道半ばです。
　今後は、新しい教育ビジョンに基づき、これまで以上に学校・家庭・地域が一体となって三重の
教育に取り組んでいくことが必要です。

２　各施策の総括

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

学力の育成 

小学校、中学校、および高
等学校における授業内容の
理解度

小92.5%
中 82.5%
高 71.2%

小 95%
中 85%
高 75%

小 94.4%
中 82.8%
高 79.2%

子どもたちの学力や学習・生
活の状況を客観的に把握し、
教育指導の改善に生かして
いる公立小中学校の割合

－ 小 100%
中 100%

小 100%
中 100%

特別支援教
育の推進

特別支援学校高等部卒業生
の就労内定率

95.3%
(H21年度 ) 100% 100%

(H26年度 )

外国人児童
生徒教育の
充実

多文化共生の視点に立った
外国人児童生徒教育につい
ての研修会を実施した小中
学校の割合

－ 100% 97%

国際理解教
育の推進

修学旅行、研修旅行、留学
生の受入れ、姉妹校交流、
地域の国際交流活動への参
加等を通して、海外の学校、
生徒等との交流を実施して
いる高等学校の割合

－ 60% 42.1%

キャリア教
育の充実

異なる校種が連携した系統
的なキャリア教育のプログ
ラム作成に取り組んでいる
市町の割合

24.1% 75% 75.9%

【基本施策１　学力と社会への参画力の育成】

→

→

→

→

→

→
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施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

情報教育の
推進

ＩＣＴを活用して指導する
ことができる教員の割合

86.8%
(H21年度 )

95%
(H26年度 )

89.4%
(H26年度 )

幼児教育の
充実

幼児が入学する小学校と連
携を図り、幼児教育の充実
に向けて取り組んでいる幼
稚園等施設の割合

－ 100% 100%

（主な成果と課題）
・�　「みえの学力向上県民運動」を展開し、学校・家庭・地域が一体となって子どもたちの学力向
上に取り組んできました。各学校で子どもたちの実態把握に基づく組織的・継続的な授業改善に
取り組み、子どもたちの授業内容の理解度は向上してきています。全国学力・学習状況調査の結
果は、無解答率や授業でのめあての提示・振り返る活動の設定など、改善が見られるものの、全
国平均を下回っている状況が続いています。また、学力と関連のある子どもたちの生活習慣や学
習習慣、読書習慣に課題が見られることから、学校関係者以外の各種団体等とも連携し、一層取
組を広めていくことが必要です。
・�　特別支援教育においてパーソナルカルテの活用が進みました。また、就労支援の充実により、
特別支援学校高等部卒業生の就労内定率は、平成23年度から継続して100%を達成しています。
特別な支援を必要とする子どもたちが増加していることから、早期からの一貫した支援がさらに
充実するよう、教員の専門性と支援体制の向上を図る必要があります。
・�　外国人児童生徒が学校生活に適応し、日本語で学ぶ力を身につけられるよう、今日的課題や情
報を提供し、日本語指導の好事例を普及することで、各小中学校の指導体制の整備が進みました。
今後も、子どもたちの進路希望の実現に向けて、日本語指導や学習指導等の充実を図る必要があ
ります。
・�　「グローバル三重教育プラン」を策定し、高校生の海外留学の支援や「英語キャンプ」等の取
組を進めることで、国際理解教育が進みました。今後も、小学校における英語教育の早期化、教
科化に向けて、英語教育の充実が必要です。
・�　中・高等学校の職場体験活動が充実するとともに、各学校段階でキャリア教育プログラムが作
成され、系統的なキャリア教育が進みました。
・�　「ネット検定」や「高校生スマホサミット」の実施等、情報モラル教育に取り組みました。また、
電子黒板やタブレットパソコンの導入等、ＩＣＴ環境の整備が進みました。教員がＩＣＴを効果
的に活用して指導する力を身につけることが必要です。
・�　就学に伴う課題を解決し、幼児教育から小学校教育への円滑な接続がなされるよう、幼稚園等
と小学校との交流による連携が図られました。

→

→
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【基本施策２　豊かな心の育成】

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

人権教育の
推進

人権教育を総合的・系統的
に進めるためのカリキュラ
ムを作成している学校の割
合

28%
(H21年度 ) 70% 65.5%

(H26年度 )

規範意識の
育成

「学校のきまり（規則）を守っ
ている」または「どちらか
といえば守っている」小中
学校の子どもたちの割合

小87.9%
中 90.4%

小 100%
中 100%

小 91.0%
中 95.2%

いじめや暴
力を許さな
い子どもた
ちの育成

暴力行為の発生件数 822件
(H21年度 ) 665件 906件

(H26年度 )

居心地の良
い集団づく
り（不登校
児童生徒へ
の支援）

安心して学校生活を送って
いる子どもたちの割合 89.4% 92% 92.3%

高校生の学
びの継続
（中途退学
への対応）

「学業不振」、「学校生活・学
業不適応」が理由となって
いる中途退学者の人数（全
日制）

216人
(H21年度 )

190人
(H26年度 )

187人
(H26年度 )

環境教育の
推進

家庭・地域・企業等と連携
して、環境教育を推進して
いる学校の割合

35%
(県立学校のみ )
(H21年度 )

70%
小　96.2%
中　89.7%

県立学校81.0%

文化芸術活
動・読書活
動の推進

県が所管する文化芸術関連
事業の実施数

74プログラム
(H21年度 ) 110プログラム 133プログラム

郷土教育の
推進

教材「三重の文化」を活用
する中学校の割合 － 100% 100%

（主な成果と課題）
・�　人権教育カリキュラムを策定する学校が増え、教育活動全体を通じた人権教育の取組が進展し
ました。また、人権教育推進協議会の設置や活動をとおして、保護者・地域と共に取り組む人権
教育が充実しました。
・�　道徳の時間を要として、子どもたちの規範意識の育成に取り組んだ結果、「学校のきまりを守っ
ている」と自己評価している子どもたちの割合は、上昇していますが、目標である 100％には
小中学校とも到達していません。さらに、学校の教育活動全体で、子どもたちの規範意識や命を
大切にする心の育成を図る必要があります。
・�　各学校が「いじめ防止基本方針」を策定し、いじめの防止に関する組織的な取組を進めた結果、
いじめの解消率が上昇するなど一定の成果がありました。一方、暴力行為発生件数が増加してお
り、特に小学校で増加傾向にあることから、早期からの指導の充実が必要です。
・�　「安心して学校生活を送っている子どもたちの割合」は数値目標を達成していますが、1,000
人あたりの不登校児童生徒数は増加していることから、県内公立全中学校区に配置したスクール
カウンセラー等を活用した教育相談・支援の充実が必要です。

→

→

→

→

→

→

→

→
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・�　近畿高等学校総合文化祭（平成 25(2013) 年度三重県開催）の開催、学校図書館の環境整備
や全校一斉読書などの取組をとおして、文化芸術活動・読書活動が充実しました。
・�　「ふるさと三重かるた」や「三重県　心のノート」、教材「三重の文化」、「ふるさと通信」を活
用した学習等、発達段階に応じた郷土学習が充実しました。今後も、子どもたちが郷土を知り、
郷土を愛し、自信を持って郷土を語ることができる力等を身につけられるよう取り組む必要があ
ります。

（主な成果と課題）
・�　アレルギー疾患や心の健康への対応、ライフプラン教育等、多様化する健康課題に対応した教
育が進みました。
・�　朝食を毎日食べる小学生の割合は平成 22(2010) 年度より減少しており、偏った栄養摂取や
不規則な食事等、子どもたちの食生活に課題があります。朝食の摂取は学力・体力との相関もみ
られることから、家庭や地域の生産者等と連携した食育をさらに進める必要があります。
・�　体力テストを継続実施する小中学校が増加し、体力合計点は上昇傾向にありますが、全国平均
を下回っています。子どもたちが日常生活で体を動かすことが少なくなっていることから、家庭
等と連携して、幼児期から遊びを通じた運動機会の拡充に努める必要があります。

【基本施策３　健やかな体の育成】

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

健康教育の
推進

学校保健委員会を開催した
学校の割合

76%
(H21年度 ) 100% 94%

食育の推進 朝食を毎日食べる小学生の
割合 89.1% 100%　 85.2%

体力の向上
新体力テストの総合評価が
「Ａ」・「Ｂ」・「Ｃ」の子ども
たちの割合

70.7% 75% 72.9% →

→
→
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【基本施策４　信頼される学校づくり】

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

子どもたち
の安全・安
心の確保

学校安全ボランティアを組
織している中学校区の割合

41.5%
(H21年度 ) 75% 87.2%

(H26年度 )

教員の資質
の向上

教職員一人あたりの研修へ
の参加回数

2.52 回
(H21年度 ) 2.75 回 2.74 回

教員が働き
やすい環境
づくり

教職員の満足度 59.9 63.0 61.9

幼児期から
の一貫した
教育の推進

各地域の課題に応じ、異校
種間の連携を深める会議を
開催している市町の割合

－ 100% 100%

学校マネジ
メントの
充実（学校
経営品質向
上活動の推
進）

三重県型「学校経営品質」
に基づく学校マネジメント
に取り組み、改善活動を進
めている学校の割合

74%
(H21年度 ) 100% 94.3%

学校の適正
規模・適正
配置

2012年度以降の県立高等学
校再編活性化計画の策定 － 計画を策定し、

実行しています。
計画を策定し、
実行しています。

特色ある学
校づくり

目標達成を目指して学習に
取り組んでいる県立高等学
校生徒の割合

59.0% 70% 64.5%

開かれた学
校づくり

コミュニティ・スクールな
どに取り組んでいる教育委
員会数・割合
（※県教委を含んでいる）

11教委（全 30
教委の 36.7%）

20 教委（全 30
教委の 66.7%）

20 教 委（ 全 30
教委の 66.7%）

学校施設の
充実

県立学校の身体障がい者等
対応エレベータ設置率

42.9%
（H21年度） 60% 56.8%

（主な成果と課題）
・�　学校安全ボランティアの組織率が向上し、子どもたちの登下校時の安全確保につながりました。
また、全ての小中学校および県立学校で、防災ノートを活用した防災学習が行われるなど、防災
教育が充実しました。
・�　教員の授業力向上のための研修やライフステージに応じた研修を実施するとともに、校内研修
の充実を進めました。教職員の総勤務時間の縮減や学校の事務負担軽減に取り組んだ結果、教職
員の満足度は上昇傾向にありますが、ワーク・ライフ・バランスの観点から、より一層の取組が
必要です。
・�　子どもたちの発達段階に応じた一貫した教育を推進するため、就学前を含む異校種間で連携を
深める会議が全ての市町で開催されました。
・�　コミュニティ・スクールや学校支援地域本部に取り組む学校数が増加し、全ての学校で学校関
係者評価が実施されるなど、開かれた学校づくりが進みました。今後さらに、地域とともにある
学校づくりを進めていく必要があります。
・�　高等学校においては、学校の特色に応じた英語教育や理数教育、職業教育、企業・大学等と連

→

→

→

→

→

→

→

→

→
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（主な成果と課題）
・�　学校・家庭・地域が一体となって子どもたちの学力を育む取組を進めてきました。しかし、学
力との関連があるとされる、子どもたちの基本的な生活習慣（スマートフォンの使用時間の増加
等）や読書習慣について課題があることから、学校、家庭、市町等教育委員会、県教育委員会が
一体となって、関係部局、各種団体等との一層の連携による取組の充実や家庭への支援が必要で
す。
・�　「みえの学び場」の取組をとおして、子どもたちの体験活動等の機会が充実するなど、地域の
教育力が向上しました。

（主な成果と課題）
・�　全国社会教育研究大会三重県大会（平成25年度）の開催をはじめとして、さまざまな研修や
情報交換等をとおして、社会教育に携わる人々の資質向上につなげました。引き続き、関係者と
連携・協力し、社会教育の振興を図る必要があります。
・�　文化財の調査、修理や活用・情報発信等、地域の文化財を将来にわたり守り伝えていくための
取組を行い、文化財の保護につなげました。今後もさまざまな主体が参画して文化財を守り、活
かしていく一層の取組を進める必要があります。

携した教育が進みました。生徒が主体的に学ぶことができるよう、教育課程の一層の工夫・改善
が必要です。
・�　県立学校の校舎の耐震化は完了し、建築物の法定点検等安全点検は定期的に実施しましたが、
つり天井等の非構造部材の耐震対策を早急に完了する必要があります。

【基本施策５　多様な主体で教育に取り組む社会づくり】

【基本施策６　社会教育・スポーツの振興】

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

家庭の教育
力の向上

学校・家庭・地域が連携し、
子育てについて話し合う場
を設けている小中学校の割
合

－ 100% 100%

地域の教育
力の向上

社会教育指導者の養成講座
への参加者数

462人
(H21年度 ) 560人 667人

施策 施策目標項目 H22（2010）
年度（現状）

H27(2015) 
年度 ( 目標 )

H27(2015) 
年度（実績） H22→ H27

社会教育の
推進

社会教育関係者ネットワー
ク会議への参加者数 － 210人 217人

文化財の保
存・継承・
活用

文化財情報アクセス件数
（月平均）

16,190件
(H21年度 ) 17,000件 16,995件

（H26年度）

地域スポー
ツの推進

総合型地域スポーツクラブ
の会員数

21,748人
(H21年度 ) 25,500人 26,995人

→

→

→

→

→
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「三重県教育ビジョン」の策定経過

１　「三重県教育改革推進会議」における審議
　�　「三重県教育改革推進会議」（三重の教育の改革に関する重要な事項を調査審議するために、
条例により設置された有識者会議（委員名簿159・160ページ））に審議を依頼しました。
　�　平成 26年５月 26日から平成 28年１月 19日まで計 14回審議いただきました。（参考：
58ページ）

２　「三重の教育を考える県民懇談会」の開催
　�　県民の皆さんとともに、三重の教育のあるべき姿について考えるため、「三重の教育を考え
る県民懇談会」を県内３地域で開催しました。（100ページ参照）

　※県民の男女別内訳は、男28名、女 26名　　
　※教育委員は教育長を除く数

３　パブリックコメントの実施
　�　三重県教育ビジョンの中間案に対して、県民の皆さんからご意見を募集しました。（参考：
104ページ）

　�（１）意見募集期間　　
　　　  平成 27年 10月 16日（金）～平成27年 11月 16日（月）

　�（２）意見数
　　　  96 人（団体）の方々から228件の意見をいただきました。
　　　  （同じ内容の意見を１件と数えると、120件に整理されます。）

開催日 開催地 参加者数
平成26年
11月 15日 松阪市 県民21名、推進会議委員５名、教育委員１名

平成26年
11月 23日 尾鷲市 県民15名、県議会議員１名、推進会議委員１名、教育委員１名

平成26年
12月 14日 四日市市 県民18名、県議会議員１名、推進会議委員７名、教育委員２名

（計） 県民54名、県議会議員２名、推進会議委員13名、教育委員４名
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　�（３）項目別意見数（延数）

　�（４）対応状況

　※�これまでいただいたご意見等については、県のＷ ebサイトでも公表していますので、ご参
照ください。

　　http://www.pref.mie.lg.jp/common/04/ci500006502.htm

項　　目 意見数
全体的な意見 11
第１章　総論 ３
第２章　基本施策 １
第３章　施策 193
１　夢や希望をかなえる学力と社会参画力の育成 （77）
２　人との絆や自然との関わりの中で伸びゆく豊かな心の育成 　（13）
３　健やかに生きていくための身体の育成 （15）
４　自立と社会参画をめざした特別支援教育の推進 （12）
５　笑顔あふれる安全で安心な教育環境づくり （10）
６　地域に開かれ信頼される学校づくり 　（64）
７　多様な主体による教育の推進と文化財の保護 　（ 2）
第４章　重点取組 20
第５章　ビジョンの実現に向けて ０

合　　計 228

対　応　区　分 件数（延数）
①最終案に意見や提案内容を反映させていただくもの 　25 （72）
②意見や提案内容が既に反映されているのもの 36 （49）
③最終案や今後の取組の参考にさせていただくもの 51 （96）
④反映または参考にさせていただくことが難しいもの ７（10）
⑤その他（①～④に該当しないもの） １ （１）

合　　計 120（228）
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４  策定までの流れ
年月日 会議等 内容

平成26年
５月 26日

第１回教育改革推進会議
・�基本的事項（計画期間・対象等）、教育を取り
巻く社会情勢の変化等にかかる審議

８月５日 第２回教育改革推進会議 ・�基本理念、構成等にかかる審議

10月２日 第３回教育改革推進会議 ・�基本理念、施策体系等にかかる審議

10月 27日
教育改革進会議
第１回第２部会

・�施策「特別支援教育の推進」「体力の向上と運
動部活動の活性化」「防災教育・防災対策の推進」
「いじめや暴力のない学校づくり」等の審議

11月５日
教育改革推進会議
第１回第１部会

・�施策「学力の育成」「グローバル教育の推進」
「キャリア教育の推進」「教職員の資質向上とコ
ンプライアンスの推進」等の審議

11月 15日 県民懇談会（松阪） ・�三重の教育のあるべき姿について意見交換

11月 23日 県民懇談会（尾鷲） ・�三重の教育のあるべき姿について意見交換

12月 14日 県民懇談会（四日市） ・�三重の教育のあるべき姿について意見交換

平成27年
１月 15日

教育改革推進会議
第２回第２部会

・�施策「人権教育の推進」「道徳教育の推進」「健
康教育の推進」「居心地の良い集団づくり」等
の審議

１月16日
教育改革推進会議
第２回第１部会

・�施策「学校の特色化・魅力化」「開かれた学校
づくり」「家庭の教育力の向上」「社会教育の推
進と地域の教育力の向上」等の審議

２月４日 第４回教育改革推進会議
・�県民懇談会の報告
・部会の審議結果を受けた骨格案の審議

２月18日 教育委員会定例会
・�県民懇談会および三重県教育改革推進会議の審
議状況の報告

・骨格案の報告

３月10日 県議会教育警察常任委員会
・�県民懇談会および三重県教育改革推進会議の審
議状況の説明

・骨格案の説明
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年月日 会議等 内容

平成27年
５月 12日

教育改革推進会議
第１回第１部会

・�基本施策「夢と希望をかなえる学力と社会参画
力の育成」「地域に開かれ信頼される学校づく
り」「多様な主体による教育の推進と文化財の
保護」の審議

・重点取組の審議

５月14日
教育改革推進会議
第１回第２部会

・�基本施策「人との絆や自然との関わりの中で伸
びゆく豊かな心の育成」「健やかに生きていく
ための身体の育成」「自立と社会参画をめざし
た特別支援教育の推進」「笑顔あふれる安全で
安心な教育環境づくり」の審議

・重点取組の審議

６月22日 第１回教育改革推進会議
・�三重県教育ビジョンの検証（H23～ 26）
・�部会の審議結果を受けた施策、重点取組、数値
目標等の審議

７月23日 第２回教育改革推進会議 ・�中間案の審議

９月11日 第３回教育改革推進会議 ・�中間案の審議

９月16日 教育委員会定例会 ・�中間案の報告

10月９日 県議会教育警察常任委員会 ・�中間案の説明

10 月 16 日～
11月 16日

パブリックコメント実施 ・�中間案について県民の意見募集

平成28年
１月 19日

第４回教育改革推進会議
・�パブリックコメントへの対応の審議
・最終案の審議

２月４日 県議会教育警察常任委員会
・�パブリックコメントの結果説明
・最終案の説明

２月17日 教育委員会定例会
・�パブリックコメントの結果報告
・最終案の報告

３月14日 県議会教育警察常任委員会 ・�ビジョン案の説明

３月23日 教育委員会定例会 ・�三重県教育ビジョンを決定
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５　三重県教育改革推進会議委員名簿

氏名 所属・職名

泉　みつ子 保育サポートセンターあらいぶ代表

梅村　光久 学校法人梅村学園松阪法人本部長

太田　浩司 ネオジオインフラテック株式会社経営推進本部副本部長

小澤　静香 三重県立伊賀白鳳高等学校教諭

小野　芳孝 三重県高等学校長協会役員（三重県立津高等学校長）

亀井　利克 名張市長

栗原　輝雄 皇學館大学教育学部教授

佐藤　美保子 特定非営利活動法人愛マムズＩＴ倶楽部代表理事

田中　育子 三重県国公立幼稚園長会副会長（鈴鹿市立白子幼稚園長）

西田　寿美 三重県立小児心療センターあすなろ学園長

沼口　義昭 三重県ＰＴＡ連合会副会長

東　　博武 松阪市教育委員会教育長

水谷　貴子 三重県高等学校ＰＴＡ連合会副会長

耳塚　寛明 お茶の水女子大学副学長

〇 向井　弘光 ＩＣＤＡホールディングス株式会社ＣＥＯ

森喜　るみ子 合名会社森喜酒造場専務

山門　　真 紀宝町立矢渕中学校教諭

山川　紀子 三重県小児保健協会理事（医師）

◎ 山田　康彦 三重大学教育学部教授

渡辺　克彦 三重県小中学校長会副会長（鈴鹿市立稲生小学校長）

（平成26年 4月～平成27年 7月）　　　　　　

◎印は会長、〇印は副会長、敬称略、五十音順、職名は会議開催時のもの
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氏名 所属・職名

石川　博之 津市教育委員会教育長

伊藤　早苗 亀山市立野登小学校長

西田　寿美 三重県立小児診療センターあすなろ学園長

平岩　国泰 特定非営利活動法人放課後NPOアフタースクール代表理事

〇 藤原　正範 鈴鹿医療科学大学保健衛生学部教授

耳塚　寛明 お茶の水女子大学基幹研究院教授

宮本　ともみ 高田短期大学女子サッカー部監督（サッカー元日本女子代表）

森　　清光 いなべ市立石槫小学校　学校運営協議会会長
（石槫の里コミュニティ代表）

山門　　真 紀宝町立矢渕中学校教諭

◎ 山田　康彦 三重大学教育学部教授

横山　桂子 西日本電信電話株式会社三重支店長

和田　欣子 三重県立いなべ総合学園高等学校長

（平成27年 9月～平成28年 3月）　　　　　　

◎印は会長、〇印は副会長、敬称略、五十音順、職名は会議開催時のもの
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